
当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリ
ング・オフ）の適用はありません。

～お申込をされる前に～

目論見書補完書面（投資信託）

この書面は、金融商品取引法第37条の3の規定により、目論見書と一体としてお渡しするものです。
この書面は、株式会社新生銀行が作成したものであり、目論見書の一部を構成するものではありません。

この目論見書補完書面、および目論見書の内容をよくお読みください。

当ファンドにかかる金融商品取引契約の概要
当行は、当ファンドの販売会社として、募集の取扱いおよび販売等に関する事務を行います。

当行が行う登録金融機関業務の内容および方法の概要
当行が行う金融商品取引業務は、金融商品取引法第３３条の２の規定に基づく登録金融機関業務であり、当行に

おいてファンドのお取引や保護預りを行われる場合は、以下によります。

・お取引にあたっては、投資信託総合取引口座をあらかじめ開設されることが必要となります。

・お取引のご注文をいただいたときは、原則として、あらかじめ当該ご注文にかかる設定代金または設定代金

概算額の全部（前受金）を預金決済口座から引き落としてお預りしたうえで、ご注文をお受けいたします。

・設定代金概算額と設定代金の確定額の差額は、設定日に精算していただきます。

・ご注文いただいたお取引が成立した場合（法令に定める場合を除きます。）には、取引報告書をお客さまのお届

出住所宛に送付します。

当行は上記の他に金融商品取引業として、以下の業務を行っています。

①法令により登録金融機関が取り扱うことを認められた有価証券等の募集、売り出し、私募の取り扱い等の業務

②証券仲介業務

③デリバティブ業務

④保護預り業務

⑤社債等の振替業務

当ファンドの販売会社の概要
商号等 株式会社新生銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第１０号

本店所在地 〒100-8501 東京都千代田区内幸町２－１－８

加入協会 日本証券業協会、（社）金融先物取引業協会

資本金 476,296,960,638円（2008年2月4日現在）

主な事業 銀行業

設立年月 1952年12月1日

連絡先 0120-456-860またはお取引のある本支店にご連絡ください。

当行取扱いの公募追加型投資信託のお申込手数料一覧
次ページ以降をご確認ください。

1ページ／8ページ 2008年4月11日現在



（※）約定金額とは、お申込金額からお申込手数料およびお申込手数料に対する消費税等の相当

額を控除した金額（「約定日の基準価額×約定した口数」）をいいます。お申込手数料は、下記の手

数料率を約定金額に乗じた金額とします。また、消費税等の相当額とは消費税および地方消費税

相当額の合計金額を示し、各お申込手数料に対して5%がかかります。（「お申込金額＝約定金額＋

お申込手数料＋お申込手数料に対する消費税等の相当額」）

取扱窓口 店頭／ 電話（新生パワーコール）／ インターネット（新生パワーダイレクト）

〔 電話（新生パワーコール）、 インターネット（新生パワーダイレクト）は、パワーフレックス口座を
お持ちの個人のお客さまのみのお取り扱いになります。〕

当行取扱いの公募追加型投資信託のお申込手数料一覧

ファンド名 運用会社 取扱
コース

約定金額（※）に対するお申込手数料率 お申込
単位

大同のＭＭＦ
（マネー・マネージ
メント・ファンド）

Ｔ＆Ｄアセット
マネジメント

累積投資
専用 なし １円以上

１円単位

２２５インデックス
ファンド

Ｔ＆Ｄアセット
マネジメント

自動継続
投資コース

5億円未満 1.05%（税抜 1.0%）

5億円以上 0.525%（税抜 0.5%）
１万円以上
１円単位

インデックス
ファンド２２５

日興アセット
マネジメント

分配金
再投資
コース

一律 1.05%（税抜 1.0%）１万円以上１円単位

ダイワ・
バリュー株・
オープン
（愛称：底力）

大和証券
投資信託
委託

分配金
再投資
コース

1,000万円未満 3.15%（税抜 3.0%）

1,000万円以上
2.1%（税抜 2.0%）5億円未満

5億円以上
1.05%（税抜1.0%）10億円未満

10億円以上 0.525%（税抜 0.5%）

１万円以上
１円単位

フィデリティ・
日本成長株・
ファンド

フィデリティ
投信

累積
投資コース

1,000万円未満 3.15%（税抜 3.0%）

1,000万円以上
2.1%（税抜 2.0%）5,000万円未満

5,000万円以上
1.575%（税抜 1.5%）1億円未満

1億円以上 1.05%（税抜 1.0%）

１万円以上
１円単位

フィデリティ・
日本配当
成長株・ファンド
（分配重視型）

フィデリティ
投信

累積
投資コース 一律 3.15%（税抜 3.0%）１万円以上１円単位

取扱
窓口
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クレディ・スイス・
ジャパン・
グロース・
ファンド

クレディ・
スイス投信

自動
けいぞく
投資専用

1,000万円未満 3.15%（税抜 3.0%）

1,000万円以上
2.1%（税抜 2.0%）5,000万円未満

5,000万円以上
1.575%（税抜 1.5%）1億円未満

1億円以上
1.05%（税抜 1.0%）5億円未満

5億円以上 0.525%（税抜 0.5%）

１万円以上
１円単位

ファンド名 運用会社 取扱
コース

約定金額（※）に対するお申込手数料率 お申込
単位

取扱
窓口

ガリレオ
ゴールドマン・
サックス・
アセット・
マネジメント

自動
けいぞく
投資専用

1億円未満 2.1%（税抜 2.0%）

1億円以上
1.05%（税抜 1.0%）10億円未満

10億円以上 0.525%（税抜 0.5%）

１万円以上
１円単位

世界のサイフ 日興アセット
マネジメント

分配金
再投資
コース

一律 2.10%（税抜 2.0%） １万円以上
１円単位

ニッセイ／
パトナム・
インカムオープン

ニッセイ
アセット
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

一律 1.575%（税抜 1.5%） １万円以上
１円単位

グローバル・
ソブリン・
オープン　
（毎月決算型）

国際投信
投資顧問

分配金
複利
けいぞく
投資コース

1億口未満 1.575%（税抜 1.5%）

1億口以上
1.05%（税抜 1.0%）3億口未満

3億口以上 0.525%（税抜 0.5%）

お申込手数料の段階区分が「口数」
であるため、当ファンドについては「約
定した口数」に応じた手数料率を記
載しています。

１万円以上
１円単位

LM・
オーストラリア
毎月分配型
ファンド

レッグ・
メイソン・
アセット・
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

1,000万円未満 2.1%（税抜 2.0%）

1,000万円以上
1.575%（税抜 1.5%）1億円未満

1億円以上 1.05%（税抜 1.0%）

１万円以上
１円単位

アメリカン・
ドリーム・ファンド

新生インベスト
メント・
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

1億円未満 3.15%（税抜 3.0%）

1億円以上
1.05%（税抜 1.0%）3億円未満

3億円以上 0.525%（税抜 0.5%）

１万円以上
１円単位
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エマージング・
ソブリン・オープン
（毎月決算型）

国際投信
投資顧問

自動
けいぞく
投資コース

5億円未満 2.1%（税抜 2.0%）

5億円以上 1.05%（税抜 1.0%）
１万円以上
１円単位



ドイチェ・ライフ・
プラン
７０

ドイチェ・
アセット・
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

5,000万円未満 2.1%（税抜 2.0%）

5,000万円以上
1.575%（税抜 1.5%）1億円未満

1億円以上 1.05%（税抜 1.0%）

１万円以上
１円単位

フィデリティ・
バランス・
ファンド

フィデリティ
投信

累積投資
コース

1,000万円未満 3.15%（税抜 3.0%）

1,000万円以上
2.1%（税抜 2.0%）5,000万円未満

5,000万円以上
1.575%（税抜 1.5%）1億円未満

1億円以上 1.05%（税抜 1.0%）

１万円以上
１円単位

ドイチェ・ライフ・
プラン
３０

ドイチェ・
アセット・
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

5,000万円未満 2.1%（税抜 2.0%）

5,000万円以上
1.575%（税抜 1.5%）1億円未満

1億円以上 1.05%（税抜 1.0%）

１万円以上
１円単位

ドイチェ・ライフ・
プラン
５０

ドイチェ・
アセット・
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

5,000万円未満 2.1%（税抜 2.0%）

5,000万円以上
1.575%（税抜 1.5%）1億円未満

1億円以上 1.05%（税抜 1.0%）

１万円以上
１円単位
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JPMワールド・
ＣＢ・
オープン

JPモルガン・
アセット・
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

一律 2.1%（税抜 2.0%）１万円以上１円単位

高利回り社債
オープン

野村アセット
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

一律 3.15%（税抜 3.0%）１万円以上１円単位

高利回り社債
オープン・
為替ヘッジ

野村アセット
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

一律 3.15%（税抜 3.0%）１万円以上１円単位

エマージング・
カレンシー・
債券ファンド
（毎月分配型）

新生インベスト
メント・
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

1億円未満 3.15%（税抜 3.0%）

1億円以上 1.575%（税抜 1.5%）

１万円以上
１円単位

ファンド名 運用会社 取扱
コース

約定金額（※）に対するお申込手数料率 お申込
単位

取扱
窓口

新生・4分散
ファンド

中央三井
アセット
マネジメント

分配金
再投資
コース

1億円未満 3.15%（税抜 3.0%）

1億円以上
1.05%（税抜 1.0%）3億円未満

3億円以上 0.525%（税抜 0.5%）

１万円以上
１円単位



世界の財産
３分法ファンド
（不動産・債券・
株式）
毎月分配型

日興アセット
マネジメント

分配金
再投資
コース

一律 3.15%（税抜 3.0%）１万円以上１円単位

グローバル・
ハイインカム・
ストック・ファンド

野村アセット
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

一律 3.15%（税抜 3.0%）１万円以上１円単位

JPM・BRICS５・
ファンド（愛称：
ブリックス・ファイブ）

JPモルガン・
アセット・
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

一律 3.15%（税抜 3.0%）１万円以上１円単位

世界好配当
インフラ株
ファンド
（毎月分配型）

日興アセット
マネジメント

分配金
再投資
コース

1億円未満 3.15%（税抜 3.0%）

1億円以上
1.05%（税抜 1.0%）3億円未満

3億円以上 0.525%（税抜 0.5%）

１万円以上
１円単位

ＪＦアジア株・
アクティブ・
オープン

JPモルガン・
アセット・
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

一律 3.15%（税抜 3.0%）１万円以上１円単位

新生・世界分散
ファンド
（複利効果重視型）

新生インベスト
メント・
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

1億円未満 3.15%（税抜 3.0%）

1億円以上
1.05%（税抜 1.0%）3億円未満

3億円以上 0.525%（税抜 0.5%）

１万円以上
１円単位

新生・世界分散
ファンド
（分配重視型）

新生インベスト
メント・
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

1億円未満 3.15%（税抜 3.0%）

1億円以上
1.05%（税抜 1.0%）3億円未満

3億円以上 0.525%（税抜 0.5%）

１万円以上
１円単位

新生・世界株式
ファンド
（複利効果重視型）

新生インベスト
メント・
マネジメント

新生インベスト
メント・
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

1億円未満 3.15%（税抜 3.0%）

1億円以上
1.05%（税抜 1.0%）3億円未満

3億円以上 0.525%（税抜 0.5%）

１万円以上
１円単位

新生・世界株式
ファンド
（分配重視型）

自動
けいぞく
投資コース

1億円未満 3.15%（税抜 3.0%）

1億円以上
1.05%（税抜 1.0%）3億円未満

3億円以上 0.525%（税抜 0.5%）

１万円以上
１円単位
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ファンド名 運用会社 取扱
コース

約定金額（※）に対するお申込手数料率 お申込
単位

取扱
窓口
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ゴールドマン・サックス
日本株式マーケット・
ニュートラル・ファンド
（愛称：ＧＳジャパン・
ニュートラル）

ゴールドマン・
サックス・
アセット・
マネジメント

自動
けいぞく
投資専用

5,000万円未満 2.1%（税抜 2.0%）

5,000万円以上
1.575%（税抜 1.5%）1億円未満

1億円以上 1.05%（税抜 1.0%）

１万円以上
１円単位

新生・UTIインド
インフラ関連株式
ファンド

新生インベスト
メント・
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

1億円未満 3.15％（税抜 3.0%）

1億円以上
1.05%（税抜 1.0%）3億円未満

3億円以上 0.525%（税抜 0.5%）

１万円以上
１円単位

ファンド名 運用会社 取扱
コース

約定金額（※）に対するお申込手数料率 お申込
単位

取扱
窓口

フィデリティ・
ＵＳリート・
ファンドＢ
（為替ヘッジなし）

フィデリティ
投信

累積投資
コース 一律 2.1%（税抜 2.0%）１万円以上１円単位

ラサール・
グローバルREIT
ファンド
（毎月分配型）

日興アセット
マネジメント

分配金
再投資
コース

一律 3.15%（税抜 3.0%）１万円以上１円単位

HSBCブラジル
オープン

ＨＳＢＣ投信
自動
けいぞく
投資コース

一律 3.15%（税抜 3.0%）１万円以上１円単位

SGロシア
東欧株ファンド

ソシエテ
ジェネラル
アセット
マネジメント

分配金
再投資
コース

一律 3.15%（税抜 3.0%）１万円以上１円単位

フィデリティ・
ＵＳリート・
ファンドＡ
（為替ヘッジあり）

フィデリティ
投信

累積投資
コース 一律 2.1%（税抜 2.0%）１万円以上１円単位

ＨＳＢＣインド
オープン

ＨＳＢＣ投信
自動
けいぞく
投資コース

一律 3.15%（税抜 3.0%）１万円以上１円単位

新生・UTI
インドファンド

新生インベスト
メント・
マネジメント

分配金
再投資
コース

一律 3.15%（税抜 3.0%）１万円以上１円単位

新生・フラトン
VPIC
ファンド

新生インベスト
メント・
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

1億円未満 3.15%（税抜 3.0%）

1億円以上
1.05%（税抜 1.0%）3億円未満

3億円以上 0.525%（税抜 0.5%）

１万円以上
１円単位

ＨＳＢＣチャイナ
オープン

ＨＳＢＣ投信
自動
けいぞく
投資コース

一律 3.15%（税抜 3.0%）１万円以上１円単位



ダイワＪ－ＲＥＩＴ
オープン

Ｔ＆Ｄ
アセット
マネジメント

ＭＳＣＩインデックス・
セレクト・ファンド
コクサイ・
ポートフォリオ

モルガン・
スタンレー・
アセット・
マネジメント
投信

分配金
再投資
コース

一律 1.05%（税抜 1.0%）１万円以上１円単位

大和証券
投資信託
委託

分配金
再投資
コース

一律 1.05%（税抜 1.0%）１万円以上１円単位

日本トレンド・セレクト
リバース・トレンド・
オープン

日本トレンド・セレクト
日本トレンド・
マネーポートフォリオ

日本トレンド・セレクト
ハイパー・ウェイブ

日興アセット
マネジメント

自動
けいぞく
投資専用

一律 1.05%（税抜 1.0%）

一律 1.05%（税抜 1.0%）

日本トレンド・セレクトの他のポートフォリオから
のスイッチングでのみご購入いただけます

日本トレンド・セレクトは手数料無しで3つのポートフォリオ間のスイッチングができます（信託
財産留保額はかかる場合があります。詳しくは目論見書でご確認ください）。スイッチングに
よる購入申込単位は、１円以上１円単位です。

１万円以上
１円単位

日本債券ベア 自動継続
投資コース 一律 1.05%（税抜 1.0%）10万円以上１円単位
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インベスコ
店頭・成長株
オープン

インベスコ
投信投資
顧問

自動
けいぞく
投資コース

一律 2.1%（税抜 2.0%）１万円以上１円単位

ドイチェ・ヨーロッパ
インカムオープン

ドイチェ・
アセット・
マネジメント

自動
けいぞく
投資コース

一律 1.575%（税抜 1.5%）１万円以上１円単位

ゴールドマン・サックス
米国株式マーケット・
ニュートラル・ファンド
（愛称：ＧＳＵＳ
ニュートラル）

ゴールドマン・
サックス・
アセット・
マネジメント

自動
けいぞく
投資専用

5,000万円未満 2.1%（税抜 2.0%）

5,000万円以上
1.575%（税抜 1.5%）1億円未満

1億円以上 1.05%（税抜 1.0%）

１万円以上
１円単位

MHAM物価
連動国債ファンド
（愛称：未来予想）

みずほ
投信投資
顧問

分配金
再投資
コース

一律 1.05%（税抜 1.0%）１万円以上１円単位

ファンド名 運用会社 取扱
コース

約定金額（※）に対するお申込手数料率 お申込
単位

取扱
窓口
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＜償還乗換優遇制度について＞

償還乗換優遇制度とは、投資信託の償還金をもって、その支払を受けた販売会社で一定期間内

に新たに別の投資信託をご購入いただく場合に、お申込手数料が無料となるなどの優遇制度で

す。当行では、お客さまが、下記の優遇対象となる償還（予定）ファンドの償還金をもって、本お申込

手数料一覧記載のいずれかの投資信託（「大同のＭＭＦ」は除く。）をお申し込みされる場合に、

手数料を無料とさせていただきます。※なお、償還乗換の際に償還金の支払を受けたことを証す

る書類を呈示していただくことがあります。

※以下の場合は優遇制度の対象外となります。

・「償還するファンド」「償還金をもってお申し込みされるファンド」のいずれかまたは両方が、外国

籍投資信託である場合

・インターネット〈新生パワーダイレクト〉でお申し込みされる場合

優遇対象となる償還（予定）ファンド 償還（予定）日 優遇期限

― ― ―

優遇対象とならない償還（予定）ファンド 償還（予定）日

― ―
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設定・運用は 

新生インベストメント・マネジメント株式会社 

 
本書は金融商品取引法第 13 条の規定に基づき、投資家に交付される目論見書です。 

 



1.この投資信託説明書（交付目論見書）により行う「新生･世界株式ファンド（複利効果重視

型）」および「新生･世界株式ファンド（分配重視型）」の募集については、委託会社は、金

融商品取引法（昭和 23 年法第 25 号）第５条の規定により有価証券届出書を平成 20 年３

月 26 日に関東財務局長に提出しており、平成 20 年４月 11 日にその効力が発生しており

ます。 

２․金融商品取引法第 13 条第２項第２号に定める内容を記載した投資信託説明書（請求目

論見書）は、投資家からの請求があった場合に交付されます。当該請求を行った場合に

は、投資家自らが当該請求を行った旨を記録しておくようにしてください。なお、当投資

信託説明書（交付目論見書）は、投資信託説明書（請求目論見書）を添付しております。 

 
 

「新生･世界株式ファンド（複利効果重視型）」および「新生･世界株式ファンド

（分配重視型）」は、主として、マザーファンドへの投資を通じて、世界の先進

国の株式等を投資対象としますので、組入株式の価格の変動や、発行会社の

倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落し、損失を被ること

があります。また、外貨建資産に投資をする場合は、為替の変動により、損失

を被ることがあります。 
 

 
 

・投資信託は預金保険または保険契約者保護機構の対象ではありません。 

・銀行など登録金融機関で投資信託を購入された場合、投資者保護基金の

支払対象ではありません。 

・投資信託は金融機関の預金と異なり、元本および利息の保証はありません。 

・投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客様が

負うことになります。 
 

 



  

 下記の事項は、この投資信託（「新生・世界株式ファンド（複利効果重視型）」および「新

生・世界株式ファンド（分配重視型）」、以下「当ファンド」といいます。）をお申込みされ

るご投資家の皆様にあらかじめ、ご確認いただきたい重要な事項としてお知らせするも

のです。お申込みの際には、下記の事項および投資信託説明書 （交付目論見書）の

内容をよくお読みください。 

記 

◎当ファンドに係るリスクについて 

当ファンドは、実質的に株式を主な投資対象としますので、組入株式の価額の下落

や、組入株式の発行者の財務状況の悪化などの影響により、基準価額が下落し、損

失を被ることがあります。また、外貨建資産に投資をする場合には、為替の変動によ

り損失を被ることがあります。 

したがって、ご投資家の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額

の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。 

当ファンドの基準価額の変動要因としては、主に「株式投資リスク（価格変動リスク・

信用リスク・流動性リスク）」および「為替リスク」などがあります。 

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の３「投資のリスク」（17頁）をご確認下さい。 

 

◎当ファンドに係る手数料等について 

●申込手数料 

お申込日の翌営業日の基準価額に 3.15％（税抜 3.0％）以内で販売会社が独自 

に定める率を乗じて得た額とします。 

※詳しくは販売会社もしくはお申込み手数料を記載した書面にてご確認下さい。 

●換金（解約）手数料 

 当ファンドには換金（解約）手数料はありません。 

●信託財産留保額 

１口につき基準価額に 0.2％の率を乗じて得た額とします。 

●信託報酬 

 ファンドの純資産総額に年 1.848％（税抜 1.76％）の率を乗じて得た額とします。 

●その他の費用 

・組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料 

・外貨建資産の保管等の費用 

・監査報酬 等 

「その他の費用」については、監査費用を除き、運用状況等により変動するものであ

り、事前に料率、上限額等を表示することはできません。  
 

当該手数料等の合計額については、ご投資家の皆様がファンドを保有される期間等

に応じて異なりますので、表示することができません。 
 

※ 詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の４「手数料等及び税金」（21頁）をご確認

下さい。 
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① 

ファンドの概要       
新生・世界株式ファンド (複利効果重視型) 

新生・世界株式ファンド （分配重視型) 
上記を総称して「ファンド｣「当ファンド」ということがあります。  

お申込みの際には、掲載の「交付目論見書」記載内容を良くお読みいただき、当ファンド

の内容・手数料等・リスクを十分にご理解いただいた上で、お申込みください。 

ファンドの目的及び基本的性格について 
商品分類 追加型株式投資信託/国際株式型（一般型）/自動けいぞく投資可能 

ファンドの目的 世界の株式に分散投資し、信託財産の成長をめざして運用を行います。 

主な投資  

対象 

世界株式マザーファンド、（以下「マザーファンド」といいます。）受益証券を主要

投資対象とします。 

主な投資  

制限 

①株式への実質投資割合に制限を設けません。 

②外貨建資産への実質投資割合に制限を設けません。 

③同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産

総額の10％以下とします。 

④投資信託証券（マザーファンド受益証券を除く。）への実質投資割合は、信

託財産の純資産総額の 5％以下とします。 

⑤新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時にお

いて信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

⑥同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、

取得時において信託財産の純資産総額の 5％以下とします。 

⑦同一銘柄の転換社債ならびに転換社債型新株予約権付社債への実質投

資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

信託期間 原則として無期限とします。 ただし、投資信託約款の規定に基づき、信託契

約を解約し、信託を終了させることがあります。 

決算日 <新生･世界株式ファンド（複利効果重視型）> 

原則として、毎年 12 月 20 日とします。（初回決算日は平成 20 年 12 月 22 日

（月））なお、該当日が休業日の場合は翌営業日です。 

<新生･世界株式ファンド（分配重視型）> 

原則として、毎年３月、６月、９月、12 月の 20 日（初回決算日は平成 20 年６月

20 日（金））とします。なお、該当日が休業日の場合は翌営業日です。 

収益分配 

 

毎決算時に、委託者が基準価額水準、市況動向などを勘案して決定します。 

ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行わない場合があります。 

「一般コース」 

原則として、決算日から起算して５営業日目までに収益分配金のお支払いを

開始いたします。 

「自動けいぞく投資コース」 

原則として、収益分配金は税金を差し引いた後、無手数料で自動的に再投資

されます。 



                         
                                                 

② 

取得申し込み手続きについて 
申込方法 販売会社の営業日は、原則として、いつでもお申込みが可能です。     

  収益分配金の受取方法によって 

  
「一般コース」 

「自動けいぞく投資コース」の２通りがあります。 

  
なお、販売会社や申込形態により、どちらか一方のコースのみのお取り扱いと

なる場合等があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

受付時間 原則として、午後３時（わが国の金融商品取引所※が半休日となる場合は午前

11 時）までに、販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分としま

す。なお上記時刻を過ぎた場合は、翌営業日のお取扱いとなります。 

※金融商品取引法第２条第 16 項に規定する金融商品取引所および金融商品

取引法第２条第８項第３号ロに規定する外国金融商品市場をいいます。 

受付不可日 販売会社の営業日であっても、取得申込受付日が下記に該当する場合は、取

得のお申込みの受付を行いません。詳しくは、販売会社にお問い合わせくださ

い。 

●チューリッヒの銀行休業日 

受付場所 販売会社につきましては、委託会社にお問い合わせください。  

申込価額 当初申込期間（平成 20 年４月 11 日から平成 20 年４月 28 日まで） 

1 口当り 1 円とします。 

継続申込期間（平成 20 年４月 30 日から平成 21 年３月 19 日まで） 

取得申込受付日の翌営業日の基準価額とします。 

  ＃基準価額につきましては、販売会社または委託会社にお問い合わせくださ

い。 

申込単位 お申込単位につきましては、販売会社または委託会社にお問い合わせくださ

い。 

取得申込の 

受付の中止・ 

既に受付けた

取得申込の 

受付の取消 

金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停

止、投資対象国における非常事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更や

資産凍結を含む規制の導入、自然災害、クーデターや重大な政治体制の変

更、戦争など）による市場の閉鎖もしくは流動性の極端な減少など、その他や

むを得ない事情があるときは、信託約款の規定に従い、委託者の判断でファン

ドの受益権の取得申込みの受付けを中止すること、および既に受付けた取得

申込みの受付けを取り消す場合があります。 

 
*当ファンドについては、販売会社または下記の連絡先までお問合せください。 

新生インベストメント・マネジメント株式会社 （委託会社） 

ホームページ アドレス http://www.shinsei-investment.com 

電話番号 03-5157-5549  

お問合せ時間（営業日） ９：00～17：00  (半休日となる場合９:00～12:00) 



 
 

③ 

換金(解約)手続きについて 

受付時間 原則として、午後３時（わが国の金融商品取引所が半休日となる場合は午前11

時）までに、販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分としま

す。なお、上記時刻を過ぎた場合は、翌営業日のお取扱いとなります。 

受付不可日 販売会社の営業日であっても、換金請求受付日が下記に該当する場合は、換

金の請求の受付は行いません。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

●チューリッヒの銀行休業日 

支払い開始日 原則として、解約請求受付日から起算して５営業日目からお支払いいたしま

す。 

解約価額 解約請求受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額（当該基準価額

に 0.2％の率を乗じて得た額）を控除した価額とします。 

 

※ 解約価額＝基準価額－信託財産留保額＝基準価額－（基準価額×0.2％） 

 

換金単位 

  

販売会社が定める単位をもって換金できます。 

 

※販売会社によっては、換金単位が異なる場合があります。 詳しくは、販売会

社にお問い合わせください。 

お手取額 １口当たりのお手取額は、解約価額から所得税および地方税（当該解約価額

が受益者毎の個別元本を超過した額に対し 10％）を差し引いた金額となりま

す。 

  ※ 税法が改正された場合などには、税率などの課税上の取扱いが変更にな

る場合があります。 

換金申込の 

受付の中止・ 

既に受付けた

換金申込の 

受付の取消 

委託会社は、金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、 

決済機能の停止、投資対象国における非常事態（金融危機、デフォルト、重大

な政策変更や資産凍結を含む規制の導入、自然災害、クーデターや重大な政

治体制の変更、戦争など）による市場の閉鎖もしくは流動性の極端な減少など、 

その他やむを得ない事情があるときは、解約請求の受付を中止すること、およ

び既に受付けた解約請求の受付を取り消すことができます。解約請求の受付

が中止された場合には、受益者は当該受付中止当日およびその前営業日の

解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその解約の実行の請求

を撤回しない場合には、当該受益権の解約価額は、当該受付中止を解除した

後の 初の基準価額の計算日（この計算日が解約の請求を受付けない日であ

るときは、この計算日以降の 初の解約の請求を受付けることができる日としま

す。）に解約の請求を受付けたものとして取り扱います。 

 

 



                         
                                                 

④ 

ファンドにおいてご負担いただきます手数料等 

申込手数料 

 

 

お申込み手数料につきましては、3.15％（税抜 3.0％）を上限として販売

会社が定めるものとします。詳しくは、販売会社ないしは委託会社にお問

い合わせください 

信託報酬等 

 

 

 

 

 

 

信託報酬の総額は、信託財産の純資産総額に対し年 1.848％（税抜

1.76％）の率を乗じて得た金額とし、計算期間を通じて日々、費用計上さ

れます。 

※ 信託報酬の配分は、以下の通りとします。(括弧内は税抜です。) 

 信託報酬（年率） 

合計 販売会社 委託会社 受託会社 

1.848％ 

（1.76％） 

0.735％ 

（0.70％） 

1.029％ 

（0.98％） 

0.084％ 

（0.08％）  
その他の 

手数料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ファンドに関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者

の立替えた立替金の利息は、受益者の負担とし、信託財産から支払わ

れます。 

②ファンドの組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、売

買委託手数料に係る消費税等相当額、先物取引・オプション取引等に

要する費用、外貨建資産の保管等に要する費用は信託財産から支払

われます。 

③ファンドに係る監査費用および当該監査費用に係る消費税等に相当

する金額は、計算期間を通じて日々、費用計上し、信託報酬の支弁さ

れる日に信託財産から支払われます。 

④ファンドにおいて一部解約に伴う支払資金の手当て等を目的として資

金借入れの指図を行った場合、当該借入金の利息は信託財産から支

払われます。  

※その他の手数料等につきましては、監査費用を除き、運用状況等によ

り変動するものであり、事前に全額もしくはその上限額またはこれらの

計算方法を示すことはできません。 

※手数料等の合計額については、ご投資家の皆様がファンドを保有され

る期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 

換金（解約）

手数料 

 

 

①換金（解約）手数料 

換金（解約）手数料はありません。 

②信託財産留保額 

解約請求受付日の翌営業日の基準価額に 0.2％の率を乗じて得た額

とします。 

＜参考＞ 

 

「世界株式マザーファンド」の投資顧問会社が受ける報酬は、マザーファ

ンドを投資対象とする委託会社が受ける報酬から、支払うものとします。 



 
 

⑤ 

主なリスクと留意点 

主なリスクと 

留意点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「新生・世 界 株 式 フ ァ ン ド(複利効果重視型) 」および 「新生・世界株

式フ ァ ン ド (分配重視型)  」（以下、「当ファンド」といいます。）は、マザ

ーファンド受益証券を主要投資対象として運用を行うため、マザーフ

ァンドのリスクと同等のものを伴います。以下のリスクおよび留意点に

関する説明は当ファンドおよびマザーファンドに影響を及ぼすもので

す。 

 

① 株式投資リスク（価格変動リスク・信用リスク） 

当ファンドは、実質的に、主に先進国の株式等を主要な投資対象

としますので、当ファンドへの投資には、株式投資にかかる価格変

動等の様々なリスクが伴うことになります。一般には株式の価格は、

国内外の政治・経済情勢や、発行会社の業績・財務状況の変化に

よる影響を受けます。（発行会社の財務状況の悪化、倒産等により

価格がゼロになることもあります。）また株式の価格は、株式市場に

おける需給や流動性の影響を受けます。 

② 為替変動リスク 

当ファンドは、実質的に、外貨建ての有価証券に投資しますので、

外国為替相場の変動により外国通貨建資産の価格が変動する為

替変動リスクがあります。為替レートは一般に、外国為替市場の需

給、金利の変動その他様々な国際的要因により決定されます。ま

た、為替レートは、各国政府・中央銀行による介入、通貨管理その

他の政策によっても変動することがあります。したがいまして、当フ

ァンドの実質的な投資対象の先進国の株価が上昇しても、外国為

替相場の変動により当該通貨に対し円高となった場合、当ファンド

の基準価額は下落する場合があります。 

③ 先物取引に伴うリスク 

当ファンドは、実質的に、運用において先物取引等を利用すること

があります。先物取引等においては、ブローカーの破産等が生じた

場合に、取引の中断、債務不履行、一括清算、証拠金の返還の遅 

延もしくは不能等が起きる可能性があり、これにより当ファンドが悪

影響を被ることがあります。 

④ デリバティブ取引のリスク 

当ファンドは、実質的に、運用においてデリバティブ取引等を利用 

することがあります。デリバティブの運用には、ヘッジする商品とヘッ

ジされるべき資産との間の相関性を欠いてしまう可能性、流動性を

欠く可能性、証拠金を積むことによる様々なリスクが伴います。 

 



                         
                                                 

⑥ 

主なリスクと留意点 

主なリスクと 

留意点 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 投資方針の変更について 

経済情勢や投資環境等の変化、および投資効率等の観点などか

ら、投資対象および投資手法の変更を行う場合があります。 

⑥ 一部解約に関わる留意点  

一部解約には解約時の基準価額に対して0.2％の信託財産留保

額がかかります。また、信託財産の資金管理を円滑に行うため、大

口のご換金は制限することがあります。 

⑦ 解約申込みに伴う基準価額の下落に関するリスク 

短期間に相当金額の解約申込みがあった場合には、解約資金を

手当てするため組入有価証券を市場実勢より大幅に安い価格で売

却せざるを得ないことがあります。この場合、基準価額が下落する

要因となります。また、解約資金を手当てするため、資金借入れの

指図を行った場合、当該借入金の利息は信託財産から支払われま

す。 

⑧ 繰上げ償還等について 

各ファンドにつき、信託財産の受益権の口数が 10 億口を下回るこ

ととなった場合、委託会社が受益者のため有利であると認める場

合、またはやむを得ない事情が発生した場合には、信託期間の途

中であっても繰上げ償還することがあります。 

⑨ その他のリスクおよび留意点 

その他予測不可能な事態（天変地異、クーデター等）が起きたとき

など、市場が混乱することが考えられます。これにより、市場が長期

閉鎖することや急激な市況変動が起こることがあります。このような

場合、金融商品取引所等の取引停止等やむを得ない事情があると

きは一時的に当ファンドの受益権およびマザーファンドの受益証券

が換金できないこともあります。また、このような場合、一時的に当

初の当ファンドおよびマザーファンドの運用方針に基づいた運用が

できなくなるリスクがあります。さらに、当ファンドおよびマザーファン

ドの資産規模によっては、本書で説明するような投資が効率的にで 

きない場合があります。その場合には、適切な資産規模の場合と比

較して収益性が劣る可能性があります。 

⑩ ファミリーファンド方式での運用について 

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。そのため、 

当ファンドが投資対象とするマザーファンドを投資対象とする他の

ベビーファンドに追加設定・解約等に伴なう資金変動等が行われ、

その結果、当該マザーファンドにおいて売買等が生じた場合など

には、当ファンドの基準価額に影響を及ぼす場合があります。 



 
 

⑦ 

主なリスクと留意点 

主なリスクと 

留意点 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ ファンドの分配金について 

信託約款の「運用の基本方針」３「収益分配方針」にもとづいて委

託会社が決定しますが、委託会社の判断により分配を行わない場

合もあります。 

⑫ ベンチマークに関わる留意点 

  当ファンドは、MSCI ワールド･インデックス（配当込み、円換算ベー

ス）をもとに独自に算出した指数（円換算した当該指数を基本構成

比に基づき算出）をベンチマークとして運用を行い、これを上回る

パフォーマンスをめざしますが、実際のパフォーマンスは、ベンチ

マークを下回ることがあります。 

⑬ 法令・税制・会計等の変更 

法令・税制・会計方法等は今後変更される可能性があります。 

 

 

※ 詳しくは交付目論見書  第二部【ファンド情報】 第１【ファンドの

状況】 ３【投資リスク】 (17 頁)を必ずご参照ください。 
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第一部【証券情報】 

（１） 【ファンドの名称】 

新生・世界株式ファンド（複利効果重視型） 

新生・世界株式ファンド（分配重視型） 

    （以下 上記を総称して、「ファンド」または「当ファンド」ということがあります。また各々を指し

て「各ファンド」ということがあります。） 

 （２） 【内国投資信託受益証券の形態等】 

・追加型証券投資信託・受益権(以下「受益権」といいます。) 

・当初元本は１口当り１円です。 

・格付けは取得していません。 

※ファンドの受益権は、社債等の振替に関する法律（政令で定める日以降「社債、株式等

の振替に関する法律」となった場合は読み替えるものとし、「社債、株式等の振替に関する

法律」を含め「社振法」といいます。以下同じ。）の規定の適用を受け、受益権の帰属は、

後述の「(11) 振替機関に関する事項」に記載の振替機関及び当該振替機関の下位の

口座管理機関（社振法第２条に規定する「口座管理機関」をいい、振替機関を含め、以

下「振替機関等」といいます。）の振替口座簿に記載または記録されることにより定まりま

す（以下、振替口座簿に記載または記録されることにより定まる受益権を「振替受益権」と

いいます。）。委託者である新生インベストメント・マネジメント株式会社（以下、「委託者」、

「委託会社」または「当社」という場合があります。）は、やむを得ない事情等がある場合を

除き、当該振替受益権を表示する受益証券を発行しません。また、振替受益権には無

記名式や記名式の形態はありません。 

 （３） 【発行(売出)価額の総額】 

① 当初申込期間 

各ファンド毎に、500 億円を上限とします。 

② 継続申込期間 

各ファンド毎に、5,000 億円を上限とします。  

 （４） 【発行(売出)価格】 

① 当初申込期間 

各ファンド毎に、１口当たり１円とします。 

② 継続申込期間 

各ファンドともに、取得申込受付日の翌営業日の基準価額※1 とします。 

午後３時(わが国の金融商品取引所※2 の半休日の場合は午前 11 時)までに、取得申込みが

行われかつ当該取得申込みにかかる販売会社所定の事務手続が完了したものを当日のお

申込み分とします。 

※１ 「基準価額」とは、信託財産に属する資産を法令および社団法人投資信託協会規則

に従って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以下
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「純資産総額」といいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいま

す。なお、各ファンドともに１万口当りの価額で表示されます。 

※２ 「金融商品取引所」とは、金融商品取引法第２条第 16 項に規定する金融商品取引所

および金融商品取引法第２条第８項第３号ロに規定する外国金融商品市場をいいま

す。(以下同じ。） 

・基準価額につきましては、販売会社または委託会社の下記の照会先にお問い合わせくだ

さい。 

新生インベストメント・マネジメント株式会社                                  

ホームページ アドレス  http://www.shinsei-investment.com                   

電話番号 03-5157-5549                                          

お問い合わせ時間（営業日）９：00～17：00 （半休日となる場合は９：00～12：00） 

 

また、原則として、基準価額計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊「オープン基準価格」欄

に下記の略称で当ファンドの基準価額が掲載されます。 

新生・世界株式ファンド（複利効果重視型）は、「世株複利」として、掲載されます。 

新生・世界株式ファンド（分配重視型）   は、「世株分配」として、掲載されます。 

（５） 【申込手数料】 

各ファンドともに、 

① 取得申込受付日の翌営業日の基準価額(当初申込期間中は 1 口当り1 円)に 3.15％（税抜

3.0％）を上限として販売会社が独自に定める率を乗じて得た額とします。                      

※詳しくは、販売会社または委託会社の（４）の照会先にお問い合わせください。 

② 「自動けいぞく投資コース」でお申込みの場合、収益分配金の再投資により取得する口数

については、お申込手数料はかかりません。 

（６） 【申込単位】 

各ファンドともに、申込単位につきましては、販売会社または委託会社の（４）の照会先にお

問い合わせください。 

（７） 【申込期間】 

各ファンドともに、 

① 当初申込期間：平成 20 年４月 11 日から平成 20 年４月 28 日まで 

② 継続申込期間：平成 20 年４月 30 日から平成 21 年３月 19 日  

平成 21 年３月 20 日以降の継続申込期間については、あらたに有価証券届出書を提出す

ることによって更新されます。 

（８） 【申込取扱場所】 

各ファンドともに、ファンドの申込取扱場所(以下「販売会社」といいます。)については委託

会社の（４）の照会先までお問い合わせ下さい。 
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（９） 【払込期日】 

各ファンドともに、 

①当初申込期間 

当初申込期間中(平成 20 年４月 28 日まで)にお申込金額をお申込みの販売会社にお支払

いください。当初申込みに係る発行価額の総額は、販売会社によって、信託設定日(平成

20 年４月 30 日)に、委託会社の指定する口座を経由して、中央三井アセット信託銀行（以下

「受託者」または「受託会社」といいます。）の指定するファンド口座（受託会社が再信託して

いる場合は、当該再信託受託会社の指定するファンド口座）に払い込まれます。 

②継続申込期間 

お申込金額は、販売会社が指定する期日までにお支払いください。お申込金額には利息

は付利されません。 

各取得申込日の発行価額の総額は、販売会社によって、追加信託が行われる日に、委託

会社の指定する口座を経由して、受託会社の指定するファンド口座（受託会社が再信託し

ている場合は、当該再信託受託会社の指定するファンド口座）に払い込まれます。 

（10） 【払込取扱場所】 

各ファンドともに、 

お申込金額は、お申込みの販売会社にお支払いください。払込取扱場所についてご不明

の場合は、下記の照会先までお問い合わせ下さい。 

新生インベストメント・マネジメント株式会社                                

ホームページ アドレス  http://www.shinsei-investment.com                   

電話番号 03-5157-5549                                          

お問い合わせ時間（営業日）９：00～17：00 （半休日となる場合は９：00～12：00） 

(11)【振替機関に関する事項】 

各ファンドともに、ファンドの受益権に係る振替機関は下記の通りです。 

株式会社証券保管振替機構 

(12) 【その他】 

各ファンドともに、 

① 申込みの方法 

受益権の取得申込みに際しては、販売会社所定の方法でお申込みください。 

分配金の受取方法により、収益の分配時に分配金を受け取る「一般コース」と、分配金が税

引き後無手数料で再投資される「自動けいぞく投資コース」の２つの申込方法があります。 

お申込みの際には、「一般コース」か「自動けいぞく投資コース」か、どちらかのコースをお

申し出ください。 

なお、販売会社や申込形態によっては、どちらか一方のコースのみのお取り扱いとなる場合

や、買付単位が異なる場合等があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

② 取得申込不可日 

継続申込期間中は、販売会社の営業日であっても、取得申込日が下記に該当する場合は、

取得のお申込みの受付けは行いません。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。  

●チューリッヒの銀行休業日                               
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③ 取得申込みの受付けの中止、既に受付けた取得申込みの受付けの取り消し 

金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他や

むを得ない事情があるときは、信託約款の規定に従い、委託者の判断でファンドの受益権

の取得申込みの受付けを中止すること、および既に受付けた取得申込みの受付けを取り

消す場合があります。 

④ 日本以外の地域における発行は行いません。                                               

  ⑤ 振替受益権について 

・ファンドの受益権は、社振法の規定の適用を受け、上記「(11)振替機関に関する事項」に記載

の振替機関の振替業にかかる業務規程等の規則にしたがって取り扱われるものとします。 

・ファンドの分配金、償還金、換金代金は、社振法および上記「(11)振替機関に関する事項」

に記載の振替機関の業務規程その他の規則にしたがって支払われます。 

 

（参考） 

◆投資信託振替制度とは、 

・ファンドの受益権の発生、消滅、移転をコンピュータシステムにて管理します。 

・ファンドの設定、解約、償還等がコンピュータシステム上の帳簿（「振替口座簿」と言いま

す。）への記載・記録によって行われますので、受益証券は発行されません。 
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第二部 【ファンド情報】 

新生・世界株式ファンド（複利効果重視型） 

新生・世界株式ファンド（分配重視型） 

（以下 上記を総称して、「ファンド」または「当ファンド」ということがあります。） 

第１ 【ファンドの状況】 

１ 【ファンドの性格】 

(1) 【ファンドの目的及び基本的性格】 

◎ファンドは、追加型株式投資信託で、「国際株式型（一般型）」※₁に属しています。 

◎ファンドは、世界株式マザーファンド受益証券（以下「マザーファンド受益証券」といいます。）

を主要投資対象とし、信託財産の成長をめざして積極的な運用を行います。 

◎ファンドは、ファミリーファンド方式※₂で運用します。 

※１．「国際株式型（一般型）」とは、社団法人投資信託協会が定める商品の分類方法において、

「約款上の株式組入限度 70％以上のファンドで、主として外国株式に投資するもの。」として

分類されるファンドをいいます。 

※２．「ファミリーファンド方式」とは、投資家の皆様が投資した資金を、まとめてベビーファンドとし、

その資金をマザーファンドに投資して、実質的な運用を行うしくみをいいます。  

・マザーファンドの運用の方針等については、「第二部ファンド情報 第 1 ファンドの状況 ２ 投

資方針 ＜参考情報＞マザーファンドの概要」をご参照ください。 

 

・「自動けいぞく投資コース」をお申込みの場合は、分配金は税引き後無手数料で再投資されま

す。  
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＜ファンドの特色＞ 

１.主として、日本を含む世界の先進国の株式に分散投資します。 

世界の株式に分散投資し、信託財産の中長期的な成長をめざします。 

多くの国･地域（通貨）に分散して投資するため、銘柄分散･地域分散の効果が期待できます。 

「MSCI ワールド･インデックス（配当込み、円換算ベース）」をベンチマークとし、それを上回る投

資成果をめざします。 

実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジは行いません。 

 

２.投資対象国は「MSCI ワールド･インデックス」に採用されている国･地域とします。 

株式は、原則として「MSCI ワールド･インデックス」に採用されている国･地域の株式を対象としま

す。 

＊１：MSCIワールド･インデックスに採用されている国･地域は、アメリカ、カナダ、アイルランド、イ

ギリス、イタリア、オーストリア、オランダ、ギリシャ、スイス、スウェーデン、スペイン、デンマーク、

ドイツ、ノルウェー、フィンランド、フランス、ベルギー、ポルトガル、シンガポール、日本、香港、

オーストラリア、ニュージーランドです（2007年12月末現在）。インデックス構成国（地域）につ

いては定期的に見直しが行われ、変更されることがあります。 

＊２：「MSCI ワールド･インデックス」とは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、世界の主要国の

株式指数を、各国の株式時価総額をベースに合成したものです。同指数に関する著作権、

知的財産権その他一切の権利は MSCI に帰属します。また MSCI は、同指数の内容を変更

する権利および公表を停止する権利を有しています。 

 

３. 株式の実質的な運用はマザーファンドで行います。 

世界の株式への投資は「世界株式マザーファンド受益証券」を通じて行います（ファミリーファン

ド方式）。 

 

 

 

 

 

 

マ ザ － フ ァ ン ド 主要投資対象
投資

 お申込金

分配金

解約代金 等
損益

損益

投資 投資

お申込金 

分配金

解約代金 等 損益  

受
益
者

新生･世界株式ファンド

（複利効果重視型） 

新生･世界株式ファンド

（分配重視型） 

世界株式マザーファンド 世界の株式 等
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４. バンク･ジュリアス･ベア･アンド･シーオー･エルティディ（以下「ジュリアス･ベア社」といいます。）

に「世界株式マザーファンド受益証券」の株式等の運用の指図に関する権限を委託します。 

 

＜ジュリアス･ベア･グループの概要＞ 

（以下、ジュリアス･ベア社、その持株会社ジュリアス･ベア･ホールディングおよび関連企業グル

ープを総称してジュリアス･ベア･グループと称します。） 

本拠はスイス連邦（チューリッヒ）で世界 30 箇所に拠点。富裕層向けプライベート･バンキングお

よびアセットマネージメント業務に強みを持ちます。 

1890年にジュリアス･ベア･グループの前身となるヒルシュホルン･アンド･グロブが創設され、その

後ジュリアス･ベアに社名変更。1980 年にスイスのプライベートバンクとして初めて株式を公開。

2000 年にスイスの代表的な株価指数であるスイス･マーケット･インデックス（SMI）に採用されまし

た。2005 年にヘッジファンド運用大手 GAM ホールディングなどを傘下に置きました。 

ジュリアス･ベア･グループの 2007 年 12 月末現在の運用資産は約 2,490 億スイスフラン。プライ

ベート･バンキングで約 1,560 億スイスフランの預かり資産があり、合計では約 4,050 億スイスフラ

ン（2007 年 12 月 28 日の三菱東京 UFJ 銀行の対顧客電信相場仲値で円換算した場合、約 41

兆円）。 

 

５. 「新生･世界株式ファンド（複利効果重視型）」は元本の成長に、「新生･世界株式ファンド（分配

重視型）」は収益の分配に、重点を置いたファンドです。 

 

「新生･世界株式ファンド（複利効果重視型）」は、原則として年１回、12 月 20 日（休業日の場合

は翌営業日）に決算を行います。分配金額は分配可能額の範囲内で決定しますが、原則として、

元本の成長に重点を置き、収益の分配を抑える方針です。 

 

「新生･世界株式ファンド（分配重視型）」は、原則として年４回、３月、６月、９月、12 月の 20 日

（休業日の場合は翌営業日）に決算を行います。分配金額は分配可能額の範囲内で、基準価

額の水準等を勘案しながら、原則として、極力多くする方針です。 

  

（注１）分配金額が小額の場合や基準価額水準、市況動向等によっては分配を行わないこともあり

ますので、ご留意ください。 

（注２）２つのファンド間でスイッチング*はできませんので、ご留意ください。 

＊：「スイッチング」とは、複数のファンドをグループにまとめ、その中で自由にファンドを乗換えられ

る仕組みがあります。このファンド乗換えのことをスイッチングといい、殆どが無手数料です。 
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(2) 【ファンドの仕組み】 

a.ファンドの仕組み     

             投資             損益 
 
 
 
             投資              損益 

 
          

 
 
 
 
 
 
                  １.証券投資信託契約 
 
 
 
 
 

            ３.信託財産の運用指図権限委託契約 
                 
        ２.投資信託受益権の 
         募集等の取扱に関する契約 
 
 
 
 
                                      
                                                 
           
申込金       一部解約金 
          分配金 
                    償還金                               
                         
  

 

 

 

 

 

 

世界株式マザーファンド 

 
新生インベストメント・マネジメント

株式会社 

 

信託財産の運用指図、目論見書 

および運用報告書の作成、基準 

価額の計算および信託財産に関

する帳簿書類の作成を行います。

なお、信託財産の計算その他当フ

ァンドの事務管理に関する業務を

第三者に委託することがあります。 

委託会社 

     

 

           受益者 

      世界の株式等 

新生・世界株式ファンド （複利効果重視型） 

新生・世界株式ファンド （分配重視型） 
    

 

中央三井アセット信託銀行 

株式会社 
  
(再信託受託銀行:日本トラスティ・ 

サービス信託銀行株式会社) 

 信託財産の保管・管理・計算等を 

 行います。 

受益権の募集の取扱いおよび販

売、一部解約に関する事務、収益

分配金、償還金および一部解約金

の支払い、ならびに収益分配金の

再投資に関する事務等の代行等

を行います。 

販売会社 

受託会社 

投資顧問会社 

 

バンク･ジュリアス･ベア･アンド･ 

シー･オー･エルティディ 

 

委託会社から運用の指図に関する

権限の委託を受け、主な投資対象

の「世界株式マザーファンド」の株

式の運用の指図を行います。 
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b.契約等の概要 

１．証券投資信託契約 

「証券投資信託契約」は、委託会社（新生インベストメント・マネジメント株式会社）と受託会社  

（中央三井アセット信託銀行株式会社）との間で結ばれ、投資運用方針、収益分配方法、受益権

の内容等、ファンドの運用・管理について定めた契約です。 

２．投資信託受益権の募集等の取扱に関する契約 

「投資信託受益権の募集等の取扱に関する契約」は、委託会社（新生インベストメント・マネジメン

ト株式会社）と販売会社との間で結ばれ、委託会社が販売会社に受益権の募集の取扱い、投資

信託契約の一部解約に関する事務、一部解約金・収益分配金・償還金の支払い、ならびに収益

分配金の再投資等の業務を委託し、販売会社がこれを引き受けることを定めた契約です。 

３．信託財産の運用指図権限委託契約（参考情報） 

「信託財産の運用指図権限委託契約」は委託会社（新生インベストメント・マネジメント株式会社）と

投資顧問会社（バンク･ジュリアス･ベア･アンド･シー･オー･エルティディ）との間で結ばれ、委託会

社が投資顧問会社へ運用指図権限の一部を委託するにあたり委託する業務の内容、業務を遂行

する際の両者間の取り決めが定められています。 

 

・資本金 

４億9,500万円（平成20年１月末日現在） 

・沿革 

平成13年12月17日 ：新生インベストメント・マネジメント株式会社として設立。 

平成14年２月13日 ：「有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律」に基づく投資顧問業

の登録。 

平成15年３月12日 ：「投資信託及び投資法人に関する法律」に基づく投資信託委託業および「有

価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律」に基づく投資一任契約

にかかる業務の認可。 

平成19年９月30日 ：証券取引法の改正に伴う金融商品取引法上の投資運用業、投資助言・代

理業のみなし登録。 

・大株主の状況 

  （平成20年１月末日現在） 

氏名または名称 住所 所有株式数（株） 所有比率（％） 

株式会社新生銀行 
東京都千代田区内幸町

二丁目１番８号 
9,900 100 
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２ 【投資方針】 

（１）【投資方針】 

この投資信託は、実質的に、世界の先進国の株式に投資し、信託財産の成長をめざして積極的

な運用を行います。  

①主として、世界株式マザーファンド受益証券への投資を通じて世界の先進国の株式に投資し、

信託財産の成長をめざして積極的な運用を行います。 

②株式の実質組入比率は高位を基本とします。 

③実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行いません。 

④信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、並びに価格変動リスクを回避するため、

わが国において行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション

取引並びに委託者が適当と認める外国の金融商品取引所等におけるこれらと類似の取引を行う

ことができます。 

⑤ただし、資金動向や市場動向等の事情によって、上記のような運用ができない場合があります。 

（２）【投資対象】 

① 投資の対象とする資産の種類 

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で

定めるものをいいます。以下同じ。） 

（イ）有価証券 

（ロ）デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第20項に規定するものをいい、信託約

款第22条および同第23条に定めるものに限ります。） 

（ハ）約束手形 

（ニ）金銭債権 

２．次に掲げる特定資産以外の資産 

（イ）為替手形 

② 運用の指図範囲等 

委託者は、信託金を、主として新生インベストメント・マネジメント株式会社を委託者とし、中央三井

アセット信託銀行株式会社を受託者として締結された親投資信託である世界株式マザーファンド

（以下「マザーファンド」といいます。）の受益証券のほか、次の有価証券（金融商品取引法第２条

第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）に投資することを

指図します。 

１.株券または新株引受権証書 

２.国債証券 
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３.地方債証券 

４.特別の法律により法人の発行する債券 

５.社債券（新株引受権証券と社債券が一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６. コマーシャル・ペーパー 

７. 新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）お

よび新株予約権証券 

８.外国または外国の者の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有する

もの 

９.投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第10号で定めるもの

をいいます。） 

10.投資証券もしくは投資法人債券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第11号で

定めるものをいいます。） 

11.外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第18号で定めるものをいいます。） 

12.オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第19号で定めるものをい

い、有価証券に係るものに限ります。） 

13.預託証書（金融商品取引法第２条第１項第20号で定めるものをいいます。） 

14.外国法人が発行する譲渡性預金証書 

15.指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託

の受益証券に限ります。） 

16.抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第16号で定めるものをいいます。） 

17.貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信

託の受益証券に表示されるべきもの 

18.外国の者に対する権利で前号の有価証券の性質を有するもの 

なお、第１号の証券または証書ならびに第８号および第13号の証券または証書のうち第１号の証

券または証書の性質を有するものを以下「株式」といい、第２号から第５号までの証券ならびに第８

号および第13号の証券または証書のうち第２号から第５号までの証券の性質を有するものを以下

「公社債」といい、第９号および第10号の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

上記各項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、

委託者が運用上必要と認めるときは、委託者は、信託金を、次に掲げる金融商品（金融商品取引

法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）により運

用することの指図ができます。 

１.預金 

２.指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を除きま

す。） 

３.コール・ローン 

４.手形割引市場において売買される手形 

５.貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 
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６.外国の者に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 

③ 運用の指図制限等 

１．委託者は、信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額とマザーフ

ァンドの信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額のうち信託財産

に属するとみなした額との合計額が、取得時において信託財産の純資産総額の100分の10を超

えることとなる投資の指図をしません。 

２．前項においてマザーファンドの信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の

時価総額のうち信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの時価総

額にマザーファンドの信託財産純資産総額に占める新株引受権証券および新株予約権証券の

時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

３．委託者は、信託財産に属する投資信託証券の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する

投資信託証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資

産総額の100分の５を超えることとなる投資の指図をしません。 

４．前項においてマザーファンドの信託財産に属する投資信託証券の時価総額のうち信託財産に

属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの時価総額にマザーファンドの信託

財産純資産総額に占める投資信託証券の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 
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＜参考＞ 

親投資信託 世界株式マザーファンド  

運用の基本方針 

１. 基本方針 

この投資信託は、信託財産の成長をめざして積極的な運用を行います。 

２. 運用方法 

（１） 投資対象 

世界の先進国の株式を主要投資対象とします。 

（２） 投資態度 

①主として世界の先進国の株式に投資し、信託財産の成長をめざして積極的な運用を行います。 

②株式等の運用については、バンク･ジュリアス･ベア･アンド･シーオー･エルティディ（以下、「ジュ

リアス･ベア社」という）に運用の指図に関する権限を委託します。 

③ジュリアス･ベア社独自の評価モデルを用いて銘柄選択を行います。 

④株式への投資は高位を維持することを基本とします。 

⑤外貨建て資産について、原則として為替ヘッジを行いません。 

⑥資金動向や市場動向等の事情によって、上記のような運用ができない場合があります。 

（３） 投資制限 

①株式への投資割合に制限を設けません。 

②外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

③同一銘柄の株式への投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下としま

す。 

④投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑤新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、取得時において信託財産の純資産

総額の 10％以下とします。 

⑥同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、取得時において信託財

産の純資産総額の５％以下とします。 

⑦同一銘柄の転換社債ならびに転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、取得時におい

て信託財産の純資産総額の10％以下とします。 
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（３） 【運用体制】 

① 新生インベストメント・マネジメント株式会社 

ファンド運用に関する主な会議および組織は以下の通りです。 

会 議 役 割・機 能 

投資政策委員会 運用に関わる基本事項を審議し、運用が適切かつ適正に行われる体制を

整えることを目的として、原則月１回会議を開催しています。 

運用の基本方針の決定を行い、運用計画、投資ガイドライン等の検討を行

います。 

リスク管理委員会 業務執行に際して生じる多様なリスクについての基本事項及び関連事項を

審議、決定することを目的として、原則月１回会議を開催しています。運用

リスクの管理状況、投資ガイドラインの遵守状況等の確認を行います。 

   

組 織 役 割・機 能 

運用部 

(９名) 

運用部は、運用計画書を作成し、投資政策委員会に提出して承認を受け

ます。 

・ 投資制限のチェック、運用成果の分析および評価、運用リスク分析等を

定期的に行います。 

トレーディング室 運用計画書の確認後、売買発注の執行等を行います。 

管理部 信託財産の管理事務のほか、運用リスクの管理、法令遵守状況の管理も行

います。 

※なお、コンプライアンス・オフィサーは、管理部に属します。 

また、運用体制に関する社内規程等についても、ファンドの運用業務に関する運用業務管理規程、

ファンドマネジャーが遵守すべき服務規程のほか、有価証券などの売買における発注先選定基

準などに関して取扱い基準を設けることにより、利益相反となる取引、インサイダー取引等を防止

するなど、法令遵守の徹底を図っています。 

② ジュリアス･ベア社 

「世界株式マザーファンド」の株式等の運用の指図に関する権限を委託しているジュリアス･ベア

社では与えられた運用権限の中で、以下のプロセスに基づいてポートフォリオを構築します。 

 

＜株式の運用プロセス＞ 

スタイル･スクリーニング･･･バリュー/グロース、資本規模、モメンタムなどを分析して、       

↓                  注目する銘柄群を選定します。 

銘柄選択･････････････････ファンダメンタル分析を行い、独自の株価評価モデルを使っ     

↓                  て、銘柄を絞り込みます。 

ポートフォリオ･････････････････MSCI ワールド･インデックス構成国（地域）の中から、リスクコントロ

ールを加え、ポートフォリオを構築します。                       

※ファンドの運用体制等は平成 20 年３月 26 日現在のものであり、今後変更となる場合がありま

す。 
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 (4) 【分配方針】 

毎決算期末に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。 

①分配対象額の範囲 

経費控除後の繰越分を含めた利子･配当等収益（みなし利子･配当等収益を含む）および売買

益（評価益を含む）等の全額とします。 

②分配対象額についての分配方針 

委託者が基準価額水準、市場動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象額が少額の場合

には分配を行わないことがあります。 

③留保益の運用方針 

収益分配に充てず信託財産内に留保した利益については、運用の基本方針に基づき運用を行

います。 

※ 毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰り越します。 

◎ファンドの決算日 

<新生・世界株式ファンド（複利効果重視型）> 

原則として、毎年 12 月 20 日とします。なお、該当日が休業日の場合は翌営業日です。 

※初回の決算日は平成 20 年 12 月 22 日となります。 

<新生・世界株式ファンド（分配重視型）> 

原則として、毎年３月、６月、９月、12月の20日とします。なお、該当日が休業日の場合は翌営業

日です。 

※初回の決算日は平成 20 年６月 20 日となります。 

◎分配金のお支払い 

分配金は、決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（当

該収益分配金にかかる決算日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除き

ます。また、当該収益分配金にかかる決算日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前

のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込者と

します。）に、原則として決算日から起算して５営業日以内に支払いを開始します。 

「自動けいぞく投資コース」をお申込みの場合は、原則、分配金は税引き後無手数料で再投資さ

れますが、再投資により増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。 
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（５）【投資制限】 

信託約款に基づく投資制限 

①株式への実質投資割合に制限を設けません。 

②外貨建資産への実質投資割合に制限を設けません。 

③同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下と

します。 

④投資信託証券（マザーファンド受益証券を除く。）への実質投資割合は、信託財産の純資産総

額の５％以下とします。 

⑤新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において信託財産の純

資産総額の 10％以下とします。 

⑥同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において信

託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑦同一銘柄の転換社債ならびに転換社債型新株予約権付社債への実質投資割合は、取得時に

おいて信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

⑧ 委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性をはかるため、一部解約に伴う支

払資金の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みま

す。）を目的として、または再投資にかかる収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金

借入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金

をもって有価証券等の運用は行わないものとします。 

⑨ 一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、受益者への解約代金支払開始日か

ら信託財産で保有する有価証券の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支

払開始日から信託財産で保有する金融商品の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解

約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営

業日以内である場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価証券の売却代金、金融商品の解

約代金および有価証券等の償還金の合計額を限度とします。ただし、資金の借入額は、借入

れ指図を行う日における信託財産の純資産総額の10％を超えないこととします。 

⑩ 収益分配金の再投資にかかる借入期間は信託財産から収益分配金が支弁される日からその

翌営業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 
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３【投資リスク】 

（１）ファンドのリスクと留意点 

「新生・世 界 株式 フ ァ ン ド (複利効果重視型)  」および「新生・世界株式フ ァ ン ド (分

配重視型)  」（以下、「当ファンド」といいます。）は、マザーファンド受益証券を主要

投資対象として運用を行うため、マザーファンドのリスクと同等のものを伴います。以

下のリスクおよび留意点に関する説明は当ファンドおよびマザーファンドに影響を及

ぼすものです。 

投資対象のマザーファンドは、主に世界の先進国の株式等を投資対象としますが、

組入株式の価格の下落や、発行会社の財務状況の悪化や倒産等および為替の変

動などに伴い基準価額は変動し、投資元本を割り込むことがありますし、損失を被る

ことがあります。したがいまして 

＃元本が保証されているものではありません。 

＃ファンドに生じた損益はすべて受益者に帰属します。 

＃一定の収益や投資利回り等 成果が約束されているものではありません。 

＃以下に記載するリスクおよび留意点は当ファンドのリスクおよび留意点を完全に

網羅しておりませんので、ご留意ください。 

 

① 株式投資リスク（価格変動リスク・信用リスク） 

当ファンドは、実質的に、先進国の株式等を主要な投資対象としますので、当ファ

ンドへの投資には、株式投資にかかる価格変動等の様々なリスクが伴うことになり

ます。一般には株式の価格は、国内外の政治・経済情勢や、発行会社の業績・財

務状況の変化による影響を受けます。（発行会社の財務状況の悪化、倒産等によ

り価格がゼロになることもあります。）また株式の価格は、株式市場における需給

や流動性の影響を受けます。 

②為替変動リスク 

当ファンドは、実質的に、外貨建ての有価証券に投資しますので、外国為替相場

の変動により外国通貨建資産の価格が変動する為替変動リスクがあります。為替

レートは一般に、外国為替市場の需給、金利の変動その他様々な国際的要因に

より決定されます。また、為替レートは、各国政府・中央銀行による介入、通貨管

理その他の政策によっても変動することがあります。したがいまして、当ファンドの

実質的な投資対象の先進国の株価が上昇しても、外国為替相場の変動により当

該通貨に対し円高となった場合、当ファンドの基準価額は下落する場合がありま

す。 

③先物取引に伴うリスク 

当ファンドは、実質的に、運用において先物取引等を利用することがあります。先

物取引等においては、ブローカーの破産等が生じた場合に、取引の中断、債務

不履行、一括清算、証拠金の返還の遅延もしくは不能等が起きる可能性があり、

これにより当ファンドが悪影響を被ることがあります。 
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④ デリバティブ取引のリスク 

当ファンドは、実質的に、運用においてデリバティブ取引等を利用することがあり

ます。デリバティブの運用には、ヘッジする商品とヘッジされるべき資産との間の

相関性を欠いてしまう可能性、流動性を欠く可能性、証拠金を積むことによる

様々なリスクが伴います。 

⑤ 投資方針の変更について 

経済情勢や投資環境等の変化、および投資効率等の観点などから、投資対象

および投資手法の変更を行う場合があります。 

⑥ 一部解約に関わる留意点  

一部解約には解約時の基準価額に対して0.2％の信託財産留保額がかかりま

す。また、信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口のご換金は制限すること

があります。 

⑦ 解約申込みに伴う基準価額の下落に関するリスク 

短期間に相当金額の解約申込みがあった場合には、解約資金を手当てするため

組入有価証券を市場実勢より大幅に安い価格で売却せざるを得ないことがありま

す。この場合、基準価額が下落する要因となります。また、解約資金を手当てする

ため、資金借入れの指図を行った場合、当該借入金の利息は信託財産から支払

われます。 

⑧ 繰上げ償還等について 

各ファンドは、信託財産の受益権の口数が 10 億口を下回ることとなった場合、委

託会社が受益者のため有利であると認める場合、またはやむを得ない事情が発

生した場合には、信託期間の途中であっても繰上げ償還することがあります。 

⑨ その他のリスクおよび留意点 

その他予測不可能な事態（天変地異、クーデター等）が起きたときなど、市場が混

乱することが考えられます。これにより、市場が長期閉鎖することや急激な市況変

動が起こることがあります。このような場合、金融商品取引所等の取引停止等やむ

を得ない事情があるときは一時的に当ファンドの受益権およびマザーファンドの

受益証券が換金できないこともあります。また、このような場合、一時的に当初の

当ファンドおよびマザーファンドの運用方針に基づいた運用ができなくなるリスク

があります。さらに、当ファンドおよびマザーファンドの資産規模によっては、本書

で説明するような投資が効率的にできない場合があります。その場合には、適切

な資産規模の場合と比較して収益性が劣る可能性があります。 

⑩ ファミリーファンド方式での運用について 

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。そのため、当ファンドが投

資対象とするマザーファンドを投資対象とする他のベビーファンドに追加設定・解

約等に伴なう資金変動等が行われ、その結果、当該マザーファンドにおいて売買

等が生じた場合などには、当ファンドの基準価額に影響を及ぼす場合がありま

す。 
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⑪ ファンドの分配金について 

当ファンドは、前記２【投資方針】(4)【分配方針】（15 頁）にもとづいて委託会社が

決定しますが、委託会社の判断により分配を行わない場合もあります。 

⑫ ベンチマークに関わる留意点 

当ファンドは、MSCI ワールド･インデックス（配当込み、円換算ベース）をもとに独

自に算出した指数（円換算した当該指数を基本構成比に基づき算出）をベンチマ

ークとして運用を行い、これを上回るパフォーマンスをめざしますが、実際のパフ

ォーマンスは、ベンチマークを下回ることがあります。 

⑬ 法令・税制・会計等の変更 

法令・税制・会計方法等は今後変更される可能性があります。 
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（２）投資リスクに対する管理体制 

 

① 新生インベストメント・マネジメント社 

・当社の基本方針と組織 

当社の運用リスク管理体制は、リスク管理委員会のもとで一元的に管理する体制となっておりま

す。社内各部から集められたリスク情報はリスク管理委員会に集約され、検討が加えられたのち、

管理状況等につき改善の必要が認められた場合には、各部に指示が下されます。投資リスクを

管理する実務担当部は以下の通りです。 

組 織 役 割・機 能 

運用部 

 

・基準価額の変動が、商品性と著しく乖離していないことを日々確認しま

す。 

・運用の指図に関する権限を委託する運用会社の評価については定期

的に見直し、その結果を投資政策委員会に報告します。 

管理部 ・投資ガイドラインや社内規定に基づく運用制限のモニタリングを行いま

す。 

・法令及び信託約款の遵守状況をモニタリングします。 

 

・コンプライアンス体制 

管理部（コンプライアンス・オフィサーは管理部に属します。）は、当社の業務に係る法令諸規則

の遵守状況の管理・検査を行い、必要に応じて指導を行います。また、コンプライアンス委員会

を設置し、社内の現状と問題点の報告に基づき、効果的な改善策を決定し、社内管理体制の充

実・強化を図っています。  

 

 

② ジュリアス･ベア社 

ジュリアス・ベア社はリスク管理体制にいくつかの段階を設けています。ポートフォリオ・

マネージメント・チームは日々、ポートフォリオ・リスクを高度なポートフォリオ・モデ

ルを使用しポートフォリオの構築前と構築後でモニタリングします。一方で、管理部門長

へ直接報告をする、部門として独立しているリスク・マネジメント・チームが日々、ポー

トフォリオの運用が投資ガイドラインに沿っているかをモニタリングし、月次においては、

徹底したパフォーマンスとリスクの分析を行います。なお、投資環境等の変化によって、

これらの報告は適宜行われることとなっています。 

 

※上記体制は平成20年３月26日現在のものであり、今後変更となる場合があります。 
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４ 【手数料等及び税金】 

(1) 【申込手数料】 

① 取得申込受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は 1 口当り 1 円）に

3.15％(申込手数料および当該申込手数料にかかる消費税等に相当する金額) 

(税抜 3.0％) を上限として、販売会社が独自に定める率を乗じて得た額としま

す。 

※詳しくは、販売会社にお問い合わせ下さい。販売会社については、委託会社

までお問い合わせ下さい。 

② 収益分配金を再投資する場合には手数料は無手数料とします。 

(2) 【換金(解約)手数料】 

① 換金(解約)手数料 

換金(解約)手数料はありません。 

② 信託財産留保額 

  解約請求受付日の翌営業日の基準価額に 0.2％の率を乗じて得た額とします。 

※「信託財産留保額」とは、投資信託を中途解約される受益者の解約代金から

差し引いて、残存受益者の信託財産に繰り入れる金額のことをいいます。 

(3) 【信託報酬等】 

・信託報酬の総額は、信託財産の純資産総額に対し年 1.848％（税抜 1.76％）の

率を乗じて得た金額とし、計算期間を通じて日々、費用計上されます。 

・信託報酬の配分は、以下の通りとします。 

信託報酬率（年率） 

合計 販売会社 委託会社 受託会社 

1.848％ 

（1.76％） 

0.735％ 

（0.70％） 

1.029％ 

（0.98％） 

0.084％ 

（0.08％） 

 

※括弧内は税抜です。 

・信託報酬（信託報酬に係る消費税等相当額を含みます。）の支払いは、 

<新生･世界株式ファンド（複利効果重視型）> 

計算期間の 初の６ヶ月終了日（該当日が休業日のときは、翌営業日とします。） 

、毎計算期間終了日、または信託終了のときに、信託財産から支払います。 
 

<新生･世界株式ファンド（分配重視型）> 

毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支払われます。 
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・「世界株式マザーファンド」の投資顧問会社が受ける報酬は、当該マザーファン

ドを投資対象とする証券投資信託の委託会社が受ける報酬から支払われます。 

 

（４） 【その他の手数料等】 

信託財産に関する以下の諸経費、諸費用およびそれに付随する消費税等相当 

額は、受益者の負担とし、信託財産から支払います。 

 

① ファンドに関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者の立替

えた立替金の利息は、受益者の負担とし、信託財産から支払われます。 

 

② ファンドの組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、売買委託

手数料に係る消費税等相当額、先物取引・オプション取引等に要する費用、外

貨建資産の保管等に要する費用は信託財産から支払われます。 

 

③ ファンドに係る監査費用および当該監査費用に係る消費税等に相当する金額

は、計算期間を通じて日々、費用計上し、信託報酬の支弁される日に信託財産

中から支払われます。 

 

④ ファンドにおいて一部解約に伴う支払資金の手当て等を目的として資金借入 

  れの指図を行った場合、当該借入金の利息は信託財産から支払われます。 

※ その他の手数料等につきましては、監査費用を除き、運用状況等により変動 

するものであり、事前に全額もしくはその上限額またはこれらの計算方法を示

すことはできません。 
 

 ※ 手数料等の合計額については、ご投資家の皆様がファンドを保有される期 

間等に応じて異なりますので、表示することができません。 
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（５）【課税上の取扱い】 

受益者が支払いを受ける「収益分配金」のうち課税扱いとなる普通分配金（注１参照）ならび

に「一部解約時」および「償還時」の個別元本（注２参照）超過額については下記の通り課

税されます。 

（注 1）普通分配金と特別分配金 

収益分配金には課税扱いとなる「普通分配金」と非課税扱いとなる「特別分配金」（元本の

一部払戻しに相当する部分）の区分があります。 

受益者が収益分配金を受け取る際 

イ）収益分配金落ち後の基準価額が、受益者の１口当たりの個別元本と同額かまたは上

回っている場合には、当該収益分配金の全額が普通分配金となります。 

ロ）収益分配金落ち後の基準価額が、受益者の１口当たりの個別元本を下回っている場

合には、収益分配金の範囲内でその下回っている部分の額が特別分配金となり、収益

分配金から特別分配金を控除した金額が普通分配金となります。 

ハ）収益分配金発生時に、その個別元本から特別分配金を控除した額が、その後の受益

者の個別元本となります。 

（注２）個別元本 

各受益者の買付時の受益権の基準価額（お申込手数料および当該手数料に係る消費税

等相当額は含まれません。）が個別元本になります。 

イ）受益者が同一ファンドを複数回お申込みの場合、１口当たりの個別元本は、申込口数

で加重平均した値となります。ただし、複数支店で同一ファンドをお申込みの場合など

により把握方法が異なる場合がありますので、販売会社にお問い合わせください。 

ロ）受益者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当

該特別分配金を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。 

※税法が改正された場合などには、上記の内容が変更になる場合があります。 
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≪参考≫ご投資家にご負担いただく費用および税金 

ご投資家にお申込み時、収益分配やご換金時にご負担いただきます費用と税金は以下の通

りです。 

個人の投資家の場合 

平成 21 年３月 31 日までの間は、支払いを受ける分配金のうち課税扱いとなる普通分配金なら

びに換金（解約）時および償還時の個別元本超過額については、10％（所得税７％および地

方税３％）の税率による源泉徴収が行われます。また、申告不要制度の適用を受けることがで

きます。収益の分配および一部解約時・償還時の差益については配当課税が適用され、確定

申告を行うことにより、総合課税を選択することもできます。上記10％の税率は平成21年４月１

日からは、20％（所得税 15％および地方税５％）となる予定です。 

ご負担の 

時期 

ご負担をいただきます

費用と税金の項目 

ご負担をいただきます 

費用の額（率） 

ご負担をいただきます

税金の額（率） 

ご購入時 申込手数料 
3.15％（税抜 3.0％） 

上限※ 
消費税等相当額 

分配時 所得税および地方税 ――――― 

普通分配金に対して 

10％の源泉徴収 

（申告不要制度適用） 

信託財産留保額 
基準価額に対して 

0.2％ 
――――― 

 

ご換金時 

（解約の場合） 
所得税および地方税 ―――――  

解約価額の個別元本

超過額に対して 10％ 

償還時 所得税および地方税 ――――― 
償還価額の個別元本

超過額に対して 10％ 

※ 申込手数料は、基準価額に、3.15％（税抜 3.0％）を上限として、販売会社が独自に定め

る率を乗じて得た額とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。   

法人の投資家の場合 

平成 21 年３月 31 日までの間は、支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配

金ならびに解約時および償還時の個別元本超過額について、7％（所得税 7％）の税率による

源泉徴収が行われ、法人の受取額となります。地方税は源泉徴収されません。なお、税額控

除制度が適用されます。収益分配金のうち所得税法上課税対象となるのは普通分配金のみ

であり、特別分配金には課税されません。益金不算入制度は適用されません。平成 21 年４月

１日からは、前述の「平成 21 年３月 31 日まで」に記載の源泉徴収税率 7％が 15％となる予定

です。そのほかの記載については上述と同様の取扱いとなる予定です。 

※ 税法が改正された場合などには、上記の内容が変更になる場合があります。 
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５ 【運用状況】 

ファンドの運用は平成 20 年４月 30 日より開始する予定であり、有価証券届出書提出日現在

該当事項はありません。 

(1)【投資状況】 

該当事項はありません。 

 

(2)【投資資産】 

 

①【投資有価証券の主要銘柄】 

該当事項はありません。 

 

②【投資不動産物件】 

該当事項はありません。 

  

③【その他投資資産の主要なもの】 

該当事項はありません。 
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＜ご参考＞ 

「世界株式マザーファンド」 

以下は平成 20 年１月 31 日現在の運用状況であります。 

また、投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

 

（１）【投資状況】 
 

投資資産の種類 時価（円） 投資比率（％） 

株式 1,019,635,127  81.91

 アメリカ 488,980,245  39.28 

 イギリス 87,278,081 7.01 

 ドイツ 80,482,655 6.46

 日本 79,289,000  6.37

 スイス 59,189,988 4.75

 カナダ 45,920,102  3.69

 香港 35,368,042 2.84

 フランス 26,411,998 2.12

 オランダ 23,087,256 1.89

 オーストラリア 18,637,289 1.50

  スペイン 14,625,770  1.17

  シンガポール 13,929,657  1.12

  イタリア 10,951,570  0.88

  オーストリア 7,176,195  0.57

  フィンランド 7,074,546  0.56

  デンマーク 5,220,870  0.42

  スウェーデン 4,607,442  0.37

  ベルギー 4,238,004  0.34

  ノルウェー 4,129,572  0.33

  ギリシャ 3,036,841  0.24

現金・預金・その他の資産(負債控除後) 225,192,791   18.09

純資産総額 1,244,827,918 100.00
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（２）投資資産 

① 投資有価証券の主要銘柄 

イ 評価額上位銘柄明細 ＜株式＞ 
     簿価額 

（円） 

評価額 

（円） 

投資 

 国/地域 銘柄名 業種 株数 単価 金額 単価 金額 比率 

1 アメリカ EXXON MOBIL CORP エネルギー 2,600 9,225 23,986,536 9,074 23,591,859 1.90 

2 アメリカ GENERAL ELECTRIC CO 資本財 5,000 3,775 18,878,731 3,723 18,614,680 1.50 

3 スイス NESTLE SA-REG 
食品・ 

飲料・タバコ 
300 49,430 14,829,050 46,895 14,068,583 1.13 

4 アメリカ PROCTER & GAMBLE CO 
家庭用品・ 

パーソナル用品 
2,000 7,545 15,090,963 6,926 13,851,152 1.11 

5 アメリカ BANK OF AMERICA CORP 各種金融 3,000 4,204 12,614,426 4,491 13,473,432 1.08 

6 アメリカ JPMORGAN CHASE & CO 各種金融 2,600 4,551 11,834,334 5,038 13,098,904 1.05 

7 イギリス VODAFONE GROUP PLC 
電気通信 

サービス 
35,000 385 13,475,379 374 13,089,450 1.05 

8 ドイツ SIEMENS AG-REG 資本財 900 15,277 13,750,536 13,634 12,270,797 0.99 

9 アメリカ MICROSOFT CORP 
ソフトウェア・ 

サービス 
3,500 3,758 13,156,390 3,426 11,991,280 0.96 

10 日本 トヨタ自動車株式会社 自動車・自動車部品 2,000 5,930 11,860,855 5,820 11,640,000 0.94 

11 イギリス HSBC HOLDINGS PLC 銀行 7,000 1,628 11,400,790 1,596 11,173,019 0.90 

12 アメリカ ALTRIA GROUP INC 
食品・ 

飲料・タバコ 
1,300 8,273 10,754,882 8,148 10,592,546 0.85 

13 アメリカ WAL-MART STORES INC 
食品・ 

生活必需品小売り 
2,000 5,123 10,246,983 5,231 10,461,248 0.84 

14 アメリカ APPLE INC 
テクノロジ・ 

ハードウェア・機器 
700 17,483 12,237,977 14,064 9,844,766 0.79 

15 アメリカ WELLS FARGO COMPANY 銀行 2,800 2,916 8,167,926 3,486 9,759,859 0.78 

16 フランス TOTAL SA エネルギー 1,200 8,293 9,952,737 7,680 9,216,593 0.74 

17 イギリス RIO TINTO PLC 素材 900 10,970 9,873,989 10,188 9,169,063 0.74 

18 アメリカ INTL BUSINESS MACHIN 
テクノロジ・ 

ハードウェア・機器 
800 11,181 8,944,750 11,243 8,994,630 0.72 

19 日本 日本たばこ産業株式会社 
食品・ 

飲料・タバコ 
16 665,394 10,646,310 558,000 8,928,000 0.72 

20 アメリカ AT&T INC 電気通信サービス 2,200 4,461 9,815,738 3,974 8,742,888 0.70 

21 アメリカ COCA-COLA CO/THE 食品・飲料・タバコ 1,400 6,707 9,390,881 6,147 8,605,419 0.69 

22 アメリカ GOLDMAN SACHS GROUP 各種金融 400 20,371 8,148,683 21,123 8,449,011 0.68 

23 オランダ PHILIPS ELECTRONICS 資本財 2,000 4,465 8,932,396 4,156 8,311,854 0.67 

24 アメリカ MCDONALD'S CORP 消費者サービス 1,500 5,925 8,888,734 5,427 8,141,196 0.65 

25 ドイツ E.ON AG 公益事業 400 22,961 9,184,626 19,919 7,967,763 0.64 

26 アメリカ EXELON CORP 公益事業 1,000 8,394 8,394,685 7,771 7,771,456 0.62 

27 ドイツ ALLIANZ SE-REG 保険 400 22,183 8,873,665 19,179 7,671,655 0.62 

28 スペイン TELEFONICA SA 電気通信サービス 2,500 3,531 8,828,250 3,045 7,611,834 0.61 

29 アメリカ JOHNSON & JOHNSON 
医薬品・ 

バイオテクノ・ライフ 
1,100 7,189 7,908,967 6,618 7,279,888 0.58 

30 アメリカ SCHLUMBERGER LTD エネルギー 900 9,632 8,669,966 8,060 7,253,820 0.58 
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ロ 種類別及び業種別の投資比率 

種類別及び業種別 投資比率（％） 

株式       

  資本財 9.35

  エネルギー 8.84

  素材 6.67

  食品・飲料・タバコ 5.72

  医薬品・バイオテクノ・ライフ 5.68

  テクノロジ・ハードウェア・機器 5.62

  各種金融 5.48

  銀行 5.19

  公益事業 4.28

  電気通信サービス 3.55

  ヘルスケア機器・サービス 3.48

  保険 3.16

ソフトウェア・サービス 2.93
    

自動車・自動車部品 2.15

  不動産 1.70

  運輸 1.65

  食品・生活必需品小売り 1.40

  半導体・半導体製造装置 1.34

  家庭用品・パーソナル用品 1.11

  消費者サービス 0.89

  メディア 0.55

耐久消費財・アパレル 0.49

小売 0.41

  

    その他 0.26

合計 81.91

（注）上記業種はＭＳＣＩに基づく業種分類です。 

 

 

②【投資不動産物件】 

該当事項はありません。 

  

③【その他投資資産の主要なもの】 

該当事項はありません。 
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６ 【手続等の概要】 

（１）申込（販売）手続等 

① 取得申込み手続き 

・販売会社の営業日は、原則として、いつでも申込みが可能です。 

・原則として、午後３時(わが国の金融商品取引所が半休日の場合は午前 11 時)までに、販売

会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分とします。なお、上記時刻を過ぎた

場合は、翌営業日の取扱いとなります。 

※取得申込者は販売会社に、取得申込と同時にまたは予め、自己のために開設されたファ

ンドの受益権の振替を行うための振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取得

申込者に係る口数の増加の記載または記録が行われます。なお、販売会社は、当該取得

申込の代金の支払いと引き換えに、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の記

載または記録を行うことができます。委託者は、当初設定及び追加信託により分割された

受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載または記録をするため社振法

に定める事項の振替機関への通知を行うものとします。振替機関等は、委託者から振替機

関への通知があった場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな

記載または記録を行います。受託者は、当初設定については設定日（平成 20 年４月 30

日）に、追加信託により生じた受益権については追加信託のつど、振替機関の定める方法

により、振替機関へ当該受益権に係る信託を設定した旨の通知を行います。 

② 取得申込不可日 

継続申込期間中は、販売会社の営業日であっても、取得申込日が下記に該当する場合は、

取得のお申込みの受付は行いません。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

●チューリッヒの銀行休業日 

③ 申込単位 

申込単位につきましては、販売会社ないしは委託会社の下記照会先にお問い合わせくだ

さい。 

新生インベストメント・マネジメント株式会社 

ホームページ アドレス  http://www.shinsei-investment.com 

電話番号 03-5157-5549 

お問合せ時間（営業日）９：00～17：00（半休日となる場合は９：00～12：00） 

④ コースの選択 

収益分配金の受取方法によって、「一般コース」と「自動けいぞく投資コース」の２通りがあり

ます。なお、販売会社や申込形態によっては、どちらか一方のコースのみのお取り扱いとな

る場合等があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

「一般コース」 

・お申込みの際に、販売会社に取引口座を開設のうえ、お申込ください。 

「自動けいぞく投資コース」 

・お申込みの際に、販売会社との間で「自動けいぞく投資契約」を結んでいただきます。別

の名称で当該契約と同様の権利義務関係を規定する契約または規定が用いられることが

あります。 
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・収益分配金は、原則として各計算期間終了日の基準価額で再投資されます。手数料はか

かりません。 

⑤ 申込価額と金額 

・受益権の申込価額は、取得申込受付日の翌営業日の基準価額(当初申込期間中は 1 口

当り 1 円)とします。 

・取得申込受付日の翌営業日の基準価額(当初申込期間中は 1 口当り 1 円)に取得申込口

数を乗じて得た額に、お申込手数料と当該手数料に係る消費税等相当額を加算した額で

す。 

・お申込金額は、販売会社にお支払いいただきます。 

⑥ 申込手数料 

(ⅰ)取得申込受付日の翌営業日の基準価額(当初申込期間中は 1 口当り1 円)に 3.15％（税

抜 3.0％）を上限として、販売会社が独自に定める率を乗じて得た額とします。 

(ⅱ)収益分配金を再投資する場合には手数料は無手数料とします。 

⑦ 取得申込の受付の中止、既に受付けた取得申込の受付の取消 

継続申込期間においては、金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、

決済機能の停止その他やむを得ない事情があるときは、信託約款の規定に従い、委託者の

判断でファンドの受益権の取得申込みの受付けを中止すること、および既に受付けた取得

申込みの受付けを取り消す場合があります。 

 

(２) 換金(解約)手続等 

① 換金の請求 

・販売会社の営業日は、原則として、いつでも換金が可能です。 

・原則として、午後３時（わが国の金融商品取引所が半休日となる場合は午前 11 時）までに、

販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分とします。なお、上記時刻を過

ぎた場合は、翌営業日の取扱いとなります。 

※換金の請求を行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者

の請求に係るこの信託契約の一部解約を委託者が行うのと引き換えに、当該一部解約に

係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該

振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。なお、換

金の請求を受益者がするときは、振替受益権をもって行うものとします。 

② 換金請求不可日 

販売会社の営業日であっても、換金請求申込日が下記に該当する場合は、換金請求のお

申込みの受付は行いません。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

●チューリッヒの銀行休業日 

 

③ 換金制限 
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ファンドの規模および商品性格などに基づき、運用上の支障をきたさないようにするため、

大口の換金には受付時間制限および金額制限を行う場合があります。詳しくは、販売会社

にお問い合わせください。 

④ 換金単位 

販売会社が定める単位を持って換金できます。 

※販売会社によっては、換金単位が異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い

合わせください。 

⑤ 解約価額 

解約請求受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額※（当該基準価額に 0.2％の

率を乗じて得た額）を控除した価額とします。 

※「信託財産留保額」とは、償還時まで投資を続ける投資家との公平性の確保やファンド残

高の安定的な推移を図るため、クローズド期間の有無に関係なく、信託期間満了前の解

約に対し解約者から徴収する一定の金額(基準価額に 0.2％)を乗じて得た額をいい、信

託財産に繰り入れられます。 

⑥ 手取額 

１口当たりのお手取額は、解約価額※１から所得税および地方税（当該解約価額が受益者毎

の個別元本※２を超過した額に対し 10％※３）を差し引いた金額となります。 

※１ 解約価額＝基準価額－信託財産留保額＝基準価額－(基準価額×0.2％) 

※２ 「個別元本」とは、受益者毎の信託時の受益権の価額等(申込手数料および当該申込

手数料にかかる消費税等相当額は含まれません。)をいいます。 

※３ 法人受益者は、所得税（７％）のみとなります。詳しくは、販売会社にお問い合わせくだ

さい。 

● 税法が改正された場合などには、税率などの課税上の取扱いが変更になる場合がありま

す。 

詳しくは、前記４【手数料等及び税金】（５）【課税上の取扱い】をご参照ください。 

 

⑦ 支払開始日 

お手取額は、原則として解約申込みの受付日から起算して、５営業日目以降、販売会社に

おいて支払います。 

⑧ 解約申込の受付の中止、既に受付けた解約申込の受付の取消  

・委託会社は、金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の

停止その他止むを得ない事情があるときは、信託約款の規定に従い、委託者の判断で一部

解約の実行の請求の受付けを中止すること、および既に受付けた一部解約の実行の請求

の受付けを取り消す場合があります。 
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・一部解約の実行の請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該受付け中止以前に

行った当日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実

行の請求を撤回しない場合には、当該受付け中止を解除した後の 初の基準価額の計算

日に一部解約の実行の請求を受付けたものとします。 
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７ 【管理及び運営の概要】 

（１）【資産管理等の概要】 

① 資産の評価 

 (ⅰ)基準価額の算定 

基準価額とは、信託財産に属する資産を法令および社団法人投資信託協会規則に従って

時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」と

いいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。 

ファンドは便宜上、基準価額を、１万口当りに換算した価額で表示することがあります。 

(ⅱ)ファンドの主な投資対象の評価基準 

◎信託財産に属する資産については、法令および社団法人投資信託協会規則に従って 

 時価評価します。 

◎親投資信託である「世界株式マザーファンド」受益証券は、基準価額計算日の基準価額で

評価します。 

◎外国株式は、原則として海外の金融商品取引所における計算時に知りうる直近の日の

終相場で評価します。 

◎外貨建資産（外国通貨表示の有価証券、預金その他の資産をいいます。）は、原則として

基準価額計算日の対顧客相場の仲値で円換算を行います。 

◎予約為替は、原則として国内における計算日の対顧客先物相場の仲値によるものとしま

す。 

 

（ⅲ）基準価額の算出頻度と公表 

◎基準価額は委託会社の営業日において日々算出され、委託会社および販売会社などで

入手することができます。 

◎基準価額につきましては、販売会社ないしは委託会社の下記照会先にお問い合わせくだ

さい。 

 

新生インベストメント・マネジメント株式会社 

ホームページ アドレス  http://www.shinsei-investment.com 

電話番号 03-5157-5549 

お問い合わせ時間（営業日）９：00～17：00（半休日となる場合は９：00～12：00） 

 

また、原則として、基準価額計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊「オープン基準価格」欄

に下記の略称で当ファンドの基準価額が掲載されます。 

新生・世界株式ファンド（複利効果重視型）は、「世株複利」として掲載されます。 

新生・世界株式ファンド（分配重視型）   は、「世株分配」として掲載されます。 

② 保管 

該当事項はありません。 
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③ 信託期間 

原則、無期限とします。ただし、約款の規定に基づき、信託契約を解除し、信託を終了させ

ることがあります。 

④ 計算期間 

 <新生・世界株式ファンド（複利効果重視型）> 

原則として、12 月 21 日から翌年 12 月 20 日までとします。ただし、各計算期間終了日が休

業日のとき、各計算期間終了日は翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるも

のとします。 

第一期計算期間は、信託設定日より平成 20 年 12 月 22 日までとします。 

<新生・世界株式ファンド（分配重視型）> 

原則として、毎年３月 21 日から６月 20 日まで、６月 21 日から９月 20 日まで、９月 21 日から

12 月 20 日まで、12 月 21 日から翌年３月 20 日までとします。ただし、各計算期間終了日が

休業日のとき、各計算期間終了日は翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始され

るものとします。 

第一期計算期間は、信託設定日より平成 20 年６月 20 日までとします。 

⑤ 受益者の権利等 

受益者は、主な権利として収益分配金に対する請求権、償還金に対する請求権及び換金

(解約)請求権を有しています。 

詳細は「第三部 ファンドの詳細情報 第３ 管理及び運営 ２ 受益者の権利等」をご参照

ください。 

⑥ その他 

(ⅰ) 信託の終了（繰上償還） 

１）委託会社は、次のいずれかの場合には、受託会社と合意の上、信託契約を解約し繰上

償還させることができます。 

イ）各ファンドにつき、受益権の口数が 10 億口を下回ることとなった場合 

ロ）繰上償還することが受益者のために有利であると認めるとき 

ハ）やむを得ない事情が発生したとき 

２）上記の場合、委託会社は書面による決議（以下「書面決議」といいます。）を行います。

（後述の(ⅳ)「書面決議」をご覧ください。） 

３）委託会社は、次のいずれかの場合には、後述の「書面決議」の規定は適用せず、信託契

約を解約し繰上償還させます。 

イ）信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合で、書面決議が困

難な場合 
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ロ）監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたとき 

ハ）委託会社が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止した

とき。ただし、監督官庁がこの信託契約に関する委託会社の業務を他の委託会社に引

き継ぐことを命じたときは、後述の「書面決議」の規定は適用され、書面決議で可決され

た場合、存続します。 

ニ）受託会社が委託会社の承諾を受けてその任務を辞任した場合またはその任務に違反

するなどして解任された場合に、委託会社が新受託会社を選任できないとき 

４）繰上償還を行う際には、委託会社は、その旨をあらかじめ監督官庁に届け出ます。 

(ⅱ) 償還金について 

１） 償還金は、信託終了日後 1 ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として償還日（償

還日が休業日の場合は翌営業日）から起算して 5 営業日以内に支払いを開始します。）

から受益者に支払います。 

２） 償還金の支払いは、販売会社において行われます。 

(ⅲ) 信託約款の変更など 

１）委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生した

ときは、受託会社と合意の上、この信託約款を変更すること、または当ファンドと他のファン

ドの併合（以下「併合」といいます。）を行うことができます。信託約款の変更または併合を行

う際には、委託会社は、その旨および内容をあらかじめ監督官庁に届け出ます。 

２）この変更事項のうち、その内容が重大なものまたは併合については、書面決議を行いま

す。（後述の（ⅳ）「書面決議」をご覧ください。） 

３）委託会社は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、後述の（ⅳ）

「書面決議」の規定を適用します。 

(ⅳ) 書面決議 

１）繰上償還、信託約款の重大な変更または併合に対して、委託会社は書面決議を行いま

す。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびにその内容および理由などの事

項を定め、決議の日の 2 週間前までに受益者に対し書面をもってこれらの事項を記載した

書面決議の通知を発送します。 

２）受益者は受益権の口数に応じて議決権を有し、これを行使することができます。なお、受

益者が議決権を行使しないときは、書面決議について賛成するものとみなします。 

３）書面決議は、議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、受益者の議決

権の３分の２以上にあたる多数をもって行います。 

４）繰上償還、信託約款の重大な変更または併合に関する委託会社の提案に対して、すべ

ての受益者が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、書面決議を行い

ません。 
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５）当ファンドにおいて併合の書面決議が可決された場合であっても、併合にかかる他のファ

ンドにおいて併合の書面決議が否決された場合は、他のファンドとの併合を行うことはでき

ません。 

６）当ファンドの繰上償還、信託約款の重大な変更または併合を行う場合には、書面決議に

おいて反対した受益者は、受託会社に対し、自己の有する受益権を信託財産をもって買

い取るべき旨を請求できます。 

(ⅴ) 公告 

委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

(ⅵ) 運用報告書の作成 

<新生・世界株式ファンド（複利効果重視型）> 

委託会社は、毎年 12 月の決算時および償還後に期中の運用経過、組入有価証券の内容

および有価証券の売買状況などを記載した運用報告書を作成し、販売会社を通じて知れ

ている受益者に対して交付します。 

<新生・世界株式ファンド（分配重視型）> 

委託会社は、毎年６月と 12 月の決算時および償還後に期中の運用経過、組入有価証券

の内容および有価証券の売買状況などを記載した運用報告書を作成し、販売会社を通じ

て知れている受益者に対して交付します。 

 

（２） 【受益者の権利等】 

受益者の有する主な権利は次の通りです。 

① 収益分配金・償還金受領権 

(ⅰ)受益者は、ファンドの収益分配金・償還金を、所有する受益権の口数に応じて受領する権

利を有します。 

(ⅱ)ただし、受益者が収益分配金については支払開始日から５年間、償還金については支払

開始日から 10 年間請求を行わない場合はその権利を失い、その金銭は委託会社に帰属し

ます。 

② 解約請求権 

受益者は、受益権の解約を販売会社を通じて、委託会社に請求することができます。 

③ 帳簿閲覧権 

受益者は、委託会社に対し、その営業時間内にファンドの信託財産に関する帳簿書類の

閲覧を請求することができます。 
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第２ 【財務ハイライト情報】 

ファンドの運用は、受益権の当初募集期間終了後の平成20年４月30日から開始する予定で

あり、ファンドは有価証券届出書提出日現在、該当事項はありません。 

１【貸借対照表】 

   該当事項はありません。 

２【損益及び剰余金計算書】 

   該当事項はありません。 

 

第３ 【内国投資信託受益証券事務の概要】 

(１)受益証券の名義書換えの事務等 

該当事項はありません。 

ファンドの受益権の帰属は、振替機関等の振替口座簿に記載または記録されることにより定

まり、この信託の受益権を取り扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取り消

された場合または当該指定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振替業を承継す

る者が存在しない場合その他やむを得ない事情がある場合を除き、当該振替受益権を表示

する受益証券を発行しません。 

なお、受益者は、委託者がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、無記

名式受益証券から記名式受益証券への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証

券への変更の請求、受益証券の再発行の請求を行わないものとします。 

(２)受益者に対する特典 

該当事項はありません。 

(３)受益権の譲渡 

① 受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受

益権が記載または記録されている振替口座簿に係る振替機関等に振替の申請をするものと

します。 

② 上記①の申請のある場合には、上記①の振替機関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有す

る受益権の口数の減少および譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える

振替口座簿に記載または記録するものとします。ただし、上記①の振替機関等が振替先口

座を開設したものでない場合には、譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当該

他の振替機関等の上位機関を含みます。）に社振法の規定にしたがい、譲受人の振替先口

座に受益権の口数の増加の記載または記録が行われるよう通知するものとします。 

③ 上記①の振替について、委託者は、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または

記録されている振替口座簿に係る振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関

等が異なる場合等において、委託者が必要と認めたときまたはやむをえない事情があると判

断したときは、振替停止日や振替停止期間を設けることができます。 



－ 38 － 

(4)受益権の譲渡の対抗要件 

受益権の譲渡は、振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託者および受託者に

対抗することができません。 

(5)受益権の再分割 

委託者は、受益権の再分割を行いません。ただし、社債、株式等の振替に関する法律が施

行された場合には、受託者と協議のうえ、同法に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に再分割できるものとします。 

(6)質権口記載又は記録の受益権の取り扱いについて 

振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配

金の支払い、一部解約の実行の請求の受付け、一部解約金および償還金の支払い等につ

いては、約款の規定によるほか、民法その他の法令等にしたがって取り扱われます。 

第４【ファンドの詳細情報の項目】 

有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報」（投資信託説明書（請求目論見書））の記載項

目は以下の通りです。 

第１ 【ファンドの沿革】 

第２ 【手続等】 

 １ 【申込（販売）手続等】 

 ２ 【換金（解約）手続等】 

第３ 【管理及び運営】 

 １ 【資産管理等の概要】 

 （１）【資産の評価】 

 （２）【保管】 

 （３）【信託期間】 

 （４）【計算期間】 

 （５）【その他】 

 ２ 【受益者の権利等】 

第４ 【ファンドの経理状況】 

 １ 【財務諸表】 

 ２ 【ファンドの現況】 

   【純資産額計算表】 

第５ 【設定及び解約の実績】 
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運 用 の 基 本 方 針 

信託約款第18条に基づき委託者の定める方針は、次のものとします。 

 

１．基本方針 

この投資信託は、実質的に、世界の先進国の株式に投資し、信託財産の成長をめざして積極的

な運用を行います。 

 

２．運用方法 

(1) 投資対象 

世界株式マザーファンド（以下「マザーファンド」といいます。）の受益証券（金融商品取引法第２

条第１項第10号で定めるものをいいます。以下同じ。）を主要投資対象とします。 

(2) 投資態度  

①主として、世界株式マザーファンド受益証券への投資を通じて世界の先進国の株式に投資し、

信託財産の成長をめざして積極的な運用を行います。 

②株式の実質組入比率は高位を基本とします。 

③実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行いません。 

④信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、並びに価格変動リスクを回避するため、

わが国において行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション

取引並びに委託者が適当と認める外国の金融商品取引所等におけるこれらと類似の取引を行

うことができます。 

⑤ただし、資金動向や市場動向等の事情によって、上記のような運用ができない場合があります。 

（３） 投資制限 

①株式への実質投資割合に制限を設けません。 

②外貨建資産への実質投資割合に制限を設けません。 

③同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下と

します。 

④投資信託証券（マザーファンド受益証券を除く。）への実質投資割合は、信託財産の純資産総

額の５％以下とします。 

⑤新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において信託財産の純

資産総額の 10％以下とします。 

⑥同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において信

託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑦同一銘柄の転換社債ならびに転換社債型新株予約権付社債への実質投資割合は、取得時に

おいて信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

 

３．収益分配方針 

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。 

① 分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子･配当等収益（みなし利子･配当等

収益を含む）および売買益（評価益を含む）等の全額とします。 

② 委託者が基準価額水準、市場動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象額が少額の場

合には分配を行わないことがあります。 

③ 留保益の運用については、特に制限を設けず、委託者の判断に基づき、元本部分と同一の

運用を行います。 
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新生・世界株式ファンド（複利効果重視型）  

信託約款 

（信託の種類、委託者および受託者) 

第１条 この信託は、証券投資信託であり、新生イ

ンベストメント・マネジメント株式会社を委託者とし、

中央三井アセット信託銀行株式会社を受託者とし

ます。 

② この信託は、信託法（平成18年法律第108 

号）（以下「信託法」といいます。）の適用を受けま

す。 

③ 受託者は、信託法第 28 条第 1 号に基づく信

託事務の委託として、信託事務の処理の一部に

ついて、金融機関の信託業務の兼営等に関する

法律第 1 条第 1 項の規定による信託業務の兼営

の認可を受けた一の金融機関（受託者の利害関

係人（金融機関の信託業務の兼営等に関する法

律第 2 条第 1 項にて準用する信託業法第 29 条

第 2 項第 1 号に規定する利害関係人をいいます。

以下この条において同じ。）を含みます。）と信託

契約を締結し、これを委託することができます。 

④ 前項における利害関係人に対する業務の委

託については、受益者の保護に支障を生じること

がない場合に行うものとします。 

 

（信託の目的および金額） 

第２条 委託者は、金500億円を限度として受益者

のために利殖の目的をもって信託し、受託者はこ

れを引受けます。 

 

（信託金の限度額） 

第３条 委託者は受託者と合意のうえ、金5,000億

円を限度として信託金を追加することができま

す。 

② 委託者は、受託者と合意の上、第１項の限度

額を変更することができます。 

 

（信託期間） 

第４条 この信託の期間は、信託契約締結日から

第46条第８項、第48条第１項、第49条第１項、第

50条第１項もしくは第52条第２項の規定による信

託終了の日または信託契約解約の日までとしま

す。 

 

（受益権の取得申込みの勧誘の種類) 

第５条 この信託にかかる受益権の取得申込みの

勧誘は、金融商品取引法第２条第３項第１号に掲

げる場合に該当する勧誘のうち投資信託及び投

資法人に関する法律第２条第８項で定める公募

により行われます。 

 

（当初の受益者) 

第６条 この信託契約締結当初および追加信託

当初の受益者は、委託者の指定する受益権取得

申込者とし、第７条の規定により分割された受益

権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者

に帰属します。 

 

（受益権の分割および再分割) 

第７条 委託者は、第２条の規定による受益権に

ついては、500億口を限度として均等に分割しま

す。また、追加信託によって生じた受益権につい

ては、これを追加信託のつど第８条第１項の追加

口数に、それぞれ均等に分割します。 

② 委託者は、受益権の再分割を行いません。た

だし、社債、株式等の振替に関する法律が施行さ

れた場合には、同法の定めるところに従い受託

者と協議のうえ、一定日現在の受益権を均等に

再分割できるものとします。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第８条 追加信託金は、追加信託を行う日の前営

業日の基準価額に当該追加信託にかかる受益権

の口数を乗じた額とします。 

② この信託約款において基準価額とは、信託財

産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除

きます。）を法令および社団法人投資信託協会規

則に従って時価評価して得た信託財産の資産総

額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総

額」といいます。）を計算日における受益権口数

で除した金額をいいます。なお、外貨建資産（外

国通貨表示の有価証券（以下「外貨建有価証券」

といいます。）、預金その他の資産をいいます。

以下同じ。）の円換算については、原則として、わ

が国における計算日の対顧客電信売買相場の仲

値によって計算します。 

③ 第29条に規定する予約為替の評価は、原則

として、わが国における計算日の対顧客先物売

買相場の仲値によるものとします。 

 

（信託日時の異なる受益権の内容） 

第９条 この信託の受益権は、信託の日時を異に

することにより差異を生ずることはありません。 
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（受益権の帰属と受益証券の不発行） 

第10条 この信託のすべての受益権は、社債等

の振替に関する法律（政令で定める日以降「社債、

株式等の振替に関する法律」となった場合は読

み替えるものとし、「社債、株式等の振替に関する

法律」を含め「社振法」といいます。以下同じ。）の

規定の適用を受けることとし、受益権の帰属は、

委託者があらかじめこの投資信託の受益権を取り

扱うことについて同意した一の振替機関（社振法

第２条に規定する「振替機関」をいい、以下「振替

機関」といいます。）及び当該振替機関の下位の

口座管理機関（社振法第２条に規定する「口座管

理機関」をいい、振替機関を含め、以下「振替機

関等」といいます。）の振替口座簿に記載または

記録されることにより定まります（以下、振替口座

簿に記載または記録されることにより定まる受益

権を「振替受益権」といいます。）。 

② 委託者は、この信託の受益権を取り扱う振替

機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取

り消された場合または当該指定が効力を失った

場合であって、当該振替機関の振替業を承継す

る者が存在しない場合その他やむを得ない事情

がある場合を除き、振替受益権を表示する受益

証券を発行しません。 

なお、受益者は、委託者がやむを得ない事情等

により受益証券を発行する場合を除き、無記名式

受益証券から記名式受益証券への変更の請求、

記名式受益証券から無記名式受益証券への変

更の請求、受益証券の再発行の請求を行わない

ものとします。 

③ 委託者は、第７条の規定により分割された受

益権について、振替機関等の振替口座簿への新

たな記載または記録をするため社振法に定める

事項の振替機関への通知を行うものとします。振

替機関等は、委託者から振替機関への通知があ

った場合、社振法の規定にしたがい、その備える

振替口座簿への新たな記載または記録を行いま

す。 

 

（受益権の設定に係る受託者の通知） 

第11条 受託者は、信託契約締結日に生じた受

益権については信託契約締結時に、追加信託に

より生じた受益権については追加信託のつど、振

替機関の定める方法により、振替機関へ当該受

益権に係る信託を設定した旨の通知を行いま

す。 

（受益権の申込単位および価額） 

第12条 販売会社（委託者の指定する金融商品

取引法第28条第１項に規定する第一種金融商品

取引業を行う者および委託者の指定する金融商

品取引法第２条第11項に規定する登録金融機関

をいいます。以下同じ。）は、第７条第１項の規定

により分割される受益権を、その取得申込者に対

し、販売会社が定める申込単位を持って当該受

益権の取得申込みに応じることができるものとし

ます。また、別に定める「自動けいぞく投資契約」

に従って契約（以下「別に定める契約」といいま

す。）を結んだ取得申込者の取得申込みの場合

は、１口単位を持って当該受益権の取得申込み

に応じることができるものとします。 

② 前項の場合の受益権の価額は、取得申込日

の翌営業日の基準価額に、手数料および当該手

数料に係る消費税および地方消費税（以下「消費

税等」といいます。）に相当する金額を加算した価

額とします。ただし、この信託契約締結日前の取

得申込にかかる受益権の価額は、１口につき１円

に手数料および当該手数料に係る消費税等に相

当する金額を加算した価額とします。 

③ 前項の手数料の額は、販売会社がそれぞれ

独自に定めるものとします。 

④ 第１項の規定にかかわらず、当該各項におけ

る取得申込日がチューリッヒの銀行休業日と同日

の場合には、原則として 受益権の取得申込の

受付けは行いません。 

⑤ 第２項の規定にかかわらず、受益者が別に定

める契約の規定に基づいて収益分配金を再投資

する場合の受益権の価額は、原則として、第38条

に規定する各計算期間終了日の基準価額としま

す。 

⑥ 第１項の取得申込者は販売会社に、取得申

込と同時にまたは予め、自己のために開設され

たこの信託の受益権の振替を行うための振替機

関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取

得申込者に係る口数の増加の記載または記録が

行われます。なお、販売会社は、当該取得申込

の代金（第２項の受益権の価額に当該取得申込

の口数を乗じて得た額をいいます。）の支払いと

引き換えに、当該口座に当該取得申込者に係る

口数の増加の記載または記録を行うことができま

す。 

⑦ 前各項の規定にかかわらず、金融商品取引

所（金融商品取引法第２条第16項に規定する金
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融商品取引所および金融商品取引法第２条第８

項第３号ロに規定する外国金融商品市場をいい

ます。以下同じ。）等における取引の停止、外国

為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを

得ない事情があるときは、委託者は、受益権の取

得申込の受付けを中止することおよび既に受付

けた取得申込の受付けを取消すことができます。 

 

（受益権の譲渡に係る記載または記録） 

第13条 受益者は、その保有する受益権を譲渡

する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする

受益権が記載または記録されている振替口座簿

に係る振替機関等に振替の申請をするものとしま

す。 

② 前項の申請のある場合には、前項の振替機

関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益

権の口数の減少および譲受人の保有する受益権

の口数の増加につき、その備える振替口座簿に

記載または記録するものとします。ただし、前項

の振替機関等が振替先口座を開設したものでな

い場合には、譲受人の振替先口座を開設した他

の振替機関等（当該他の振替機関等の上位機関

を含みます。）に社振法の規定にしたがい、譲受

人の振替先口座に受益権の口数の増加の記載

または記録が行われるよう通知するものとします。 

③ 委託者は、第１項に規定する振替について、

当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載ま

たは記録されている振替口座簿に係る振替機関

等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等

が異なる場合等において、委託者が必要と認め

るときまたはやむをえない事情があると判断した

ときは、振替停止日や振替停止期間を設けること

ができます。 

 

（受益権の譲渡の対抗要件） 

第14条 受益権の譲渡は、前条の規定による振

替口座簿への記載または記録によらなければ、

委託者および受託者に対抗することができませ

ん。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第15条 この信託において投資の対象とする資

産の種類は、次に掲げるものとします。 

1．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資

信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で

定めるものをいいます。以下同じ。） 

（イ）有価証券 

（ロ）デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引

法第２条第20項に規定するものをいい、第22条

および第23条に定めるものに限ります。） 

（ハ）約束手形 

（ニ）金銭債権 

2．次に掲げる特定資産以外の資産 

（イ）為替手形 

 

(有価証券および金融商品の指図範囲等） 

第16条 委託者は、信託金を、主として新生イン

ベストメント・マネジメント株式会社を委託者と

し、中央三井アセット信託銀行株式会社を受託

者として締結された親投資信託である世界株式

マザーファンド（以下「マザーファンド」といいま

す。）の受益証券のほか、次の有価証券（金融商

品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみ

なされる同項各号に掲げる権利を除きます。）に

投資することを指図します。 

１.株券または新株引受権証書 

２.国債証券 

３.地方債証券 

４.特別の法律により法人の発行する債券 

５.社債券（新株引受権証券と社債券が一体となっ

た新株引受権付社債券（以下「分離型新株引受

権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を

除きます。） 

６. コマーシャル・ペーパー 

７. 新株引受権証券（分離型新株引受権付社債

券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）

および新株予約権証券 

８.外国または外国の者の発行する証券または証

書で、前各号の証券または証書の性質を有する

もの 

９.投資信託または外国投資信託の受益証券（金

融商品取引法第２条第１項第10号で定めるもの

をいいます。） 

10.投資証券もしくは投資法人債券または外国投

資証券（金融商品取引法第２条第１項第11号で

定めるものをいいます。） 

11.外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法

第２条第１項第18号で定めるものをいいます。） 

12.オプションを表示する証券または証書（金融

商品取引法第２条第１項第19号で定めるものを

いい、有価証券に係るものに限ります。） 

13.預託証書（金融商品取引法第２条第１項第20



－ 44 － 

号で定めるものをいいます。） 

14.外国法人が発行する譲渡性預金証書 

15.指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法

第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託

の受益証券に限ります。） 

16.抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第16

号で定めるものをいいます。） 

17.貸付債権信託受益権であって金融商品取引

法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信

託の受益証券に表示されるべきもの 

18.外国の者に対する権利で前号の有価証券の

性質を有するもの 

 なお、第１号の証券または証書ならびに第８号

および第13号の証券または証書のうち第１号の

証券または証書の性質を有するものを以下「株

式」といい、第２号から第５号までの証券ならび

に第８号および第13号の証券または証書のうち

第２号から第５号までの証券の性質を有するも

のを以下「公社債」といい、第９号および第10号

の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

②前項の規定にかかわらず、この信託の設定、

解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委

託者が運用上必要と認めるときは、委託者は、信

託金を、次に掲げる金融商品（金融商品取引法

第２条第２項の規定により有価証券とみなされる

同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用

することの指図ができます。 

１.預金 

２.指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第

14号に規定する受益証券発行信託を除きま

す。） 

３.コール・ローン 

４.手形割引市場において売買される手形 

５.貸付債権信託受益権であって金融商品取引法

第２条第２項第１号で定めるもの 

６.外国の者に対する権利で前号の権利の性質を

有するもの 

③ 委託者は、信託財産に属する新株引受権証

券および新株予約権証券の時価総額とマザーフ

ァンドの信託財産に属する新株引受権証券およ

び新株予約権証券の時価総額のうち信託財産に

属するとみなした額との合計額が、取得時におい

て信託財産の純資産総額の100分の10を超える

こととなる投資の指図をしません。 

④ 前項においてマザーファンドの信託財産に属

する新株引受権証券および新株予約権証券の時

価総額のうち信託財産に属するとみなした額とは、

信託財産に属するマザーファンドの時価総額に

マザーファンドの信託財産純資産総額に占める

新株引受権証券および新株予約権証券の時価

総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

⑤ 委託者は、信託財産に属する投資信託証券

の時価総額とマザーファンドの信託財産に属す

る投資信託証券の時価総額のうち信託財産に属

するとみなした額との合計額が信託財産の純資

産総額の100分の５を超えることとなる投資の指図

をしません。 

⑥ 前項においてマザーファンドの信託財産に属

する投資信託証券の時価総額のうち信託財産に

属するとみなした額とは、信託財産に属するマザ

ーファンドの時価総額にマザーファンドの信託財

産純資産総額に占める投資信託証券の時価総

額の割合を乗じて得た額をいいます。 

 

（利害関係人等との取引等） 

第17条 受託者は、受益者の保護に支障を生じる

ことがないものであり、かつ信託業法、投資信託

及び投資法人に関する法律ならびに関連法令に

反しない場合には、委託者の指図により、信託財

産と、受託者（第三者との間において信託財産の

ためにする取引その他の行為であって、受託者

が当該第三者の代理人となって行うものを含みま

す。）および受託者の利害関係人（金融機関の信

託業務の兼営等に関する法律第2条第1項にて準

用する信託業法第29条第2項第1号に規定する利

害関係人をいいます。以下本項、次項および第

30条において同じ。）、第30条第１項に定める信

託業務の委託先およびその利害関係人または受

託者における他の信託財産との間で、前２条に定

める資産への投資等ならびに第19条、第21条か

ら第23条、第25条から第27条、第29条および第

33条から第35条に掲げる取引その他これらに類

する行為を行うことができます。 

② 受託者は、受託者がこの信託の受託者として

の権限に基づいて信託事務の処理として行うこと

ができる取引その他の行為について、受託者ま

たは受託者の利害関係人の計算で行うことがで

きるものとします。なお、受託者の利害関係人が

当該利害関係人の計算で行う場合も同様としま

す。 

③ 委託者は、金融商品取引法、投資信託及び

投資法人に関する法律ならびに関連法令に反し
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ない場合には、信託財産と、委託者、その取締役、

執行役および委託者の利害関係人等（金融商品

取引法第31条の４第５項および同条第６項に規定

する親法人等又は子法人等をいいます。）または

委託者が運用の指図を行う他の信託財産との間

で、前２条に掲げる資産への投資等ならびに第

19条、第21条から第23条、第25条から第27条、第

29条および第33条から第35条に掲げる取引その

他これらに類する行為を行うことの指図をすること

ができ、受託者は、委託者の指図により、当該投

資等ならびに当該取引、当該行為を行うことがで

きます。 

④ 前３項の場合、委託者および受託者は、受益

者に対して信託法第31条第３項および同法第32

条第３項の通知は行いません。 

 

（運用の基本方針） 

第18条 委託者は、信託財産の運用にあたって

は、別に定める運用の基本方針にしたがって、そ

の指図を行います。 

 

（投資する株式等の範囲） 

第19条 委託者が投資することを指図する株式、

新株引受権証券および新株予約権証券は、金融

商品取引所に上場されている株式の発行会社の

発行するものおよび金融商品取引所に準ずる市

場において取引されている株式の発行会社の発

行するものとします。ただし、株主割当または社

債権者割当により取得する株式、新株引受権証

券および新株予約権証券については、この限り

ではありません。 

② 前項の規定にかかわらず、上場予定または

登録予定の株式で目論見書等において上場また

は登録されることが確認できるものについては委

託者が投資することを指図することができるものと

します。  

 

（同一銘柄の株式等の投資制限）  

第20条 委託者は、取得時において信託財産に

属する同一銘柄の株式の時価総額とマザーファ

ンドの信託財産に属する当該株式の時価総額の

うち信託財産に属するとみなした額との合計額が、

信託財産の純資産総額の100分の10を超えること

となる投資の指図をしません。 

② 委託者は、取得時において信託財産に属す

る同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権

証券の時価総額とマザーファンドの信託財産に

属する当該新株引受権証券および新株予約権証

券の時価総額のうち信託財産に属するとみなし

た額との合計額が、信託財産の純資産総額の

100分の５を超えることとなる投資の指図をしませ

ん。 

③ 前２項においてマザーファンドの信託財産に

属する株式の時価総額のうち信託財産に属する

とみなした額とは、信託財産に属するマザーファ

ンド受益証券の時価総額にマザーファンドの信

託財産の純資産総額に占める当該株式、当該新

株引受権証券および新株予約権証券の時価総

額の割合を乗じて得た額をいいます。 

 

（信用取引の指図範囲） 

第21条 委託者は、信託財産の効率的な運用に

資するため、信用取引により株券を売り付けること

の指図をすることができます。なお、当該売り付

けの決済については、株券の引き渡しまたは買

い戻しにより行うことの指図をすることができるも

のとします。 

② 前項の信用取引の指図は、当該売付けに係

る建玉の時価総額とマザーファンドの信託財産に

属する当該売付けに係る建玉のうち信託財産に

属するとみなした額の合計額が、信託財産の純

資産総額の範囲内とします。 

③ 信託財産の一部解約の事由により、前項の売

付けに係る建玉の時価総額が信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、委託者は速

やかに、その超える額に相当する売付けの一部

を決済するための指図するものとします。 

④第２項において信託財産に属するとみなした

額とは、信託財産に属するマザーファンド受益証

券の時価総額にマザーファンドの信託財産の純

資産総額に占める当該売付けに係る建玉の時価

総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

 

（先物取引等の運用指図・目的・範囲） 

第22条 委託者は、わが国の金融商品取引所に

おける有価証券先物取引（金融商品取引法第28

条第８項第３号イに掲げるものをいいます。）、有

価証券指数等先物取引（金融商品取引法第28条

第８項第３号ロに掲げるものをいいます。）および

有価証券オプション取引（金融商品取引法第28

条第８項第３号ハに掲げるものをいいます。）なら

びに外国の金融商品取引所におけるこれらの取
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引と類似の取引を次の範囲で行うことの指図をす

ることができます。なお、選択権取引は、オプショ

ン取引に含めて取り扱うものとします（以下同

じ。）。 

②委託者は、わが国の金融商品取引所における

通貨に係る先物取引およびオプション取引なら

びに外国の市場における通貨に係る先物取引お

よびオプション取引を行うことの指図をすることが

できます。 

③委託者は、わが国の金融商品取引所における

金利に係る先物取引およびオプション取引なら

びに外国の市場におけるこれらの取引と類似の

取引を行うことの指図をすることができます。 

 

（スワップ取引の運用指図・目的） 

第23条 委託者は、信託財産に属する資産の効

率的な運用に資するため、異なった通貨、異なっ

た受取り金利または異なった受取り金利とその元

本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「ス

ワップ取引」といいます。）を行うことの指図をする

ことができます。 

② スワップ取引の指図にあたっては、当該取引

の契約期限が、原則として第４条に定める信託期

間を超えないものとします。ただし、当該取引が

当該信託期間内で全部解約が可能なものについ

てはこの限りではありません。 

③スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手

方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評

価するものとします。 

④委託者は、スワップ取引を行うにあたり担保の

提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行うものとしま

す。 

 

（同一銘柄の転換社債等への投資制限） 

第24条 委託者は、取得時において信託財産に

属する同一銘柄の転換社債ならびに新株予約権

付社債のうち会社法第236条第１項第３号の財産

が当該新株予約権付社債についての社債であっ

て当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で

存在し得ないことをあらかじめ明確にしているも

の（以下会社法施行前の旧商法第341条ノ３第１

項第７号及び第８号の定めがある新株予約権付

社債を含め「転換社債型新株予約権付社債」とい

います。）の時価総額とマザーファンドの信託財

産に属する当該転換社債ならびに転換社債型新

株予約権付社債の時価総額のうち信託財産に属

するとみなした額との合計額が、信託財産の純資

産総額の100分の10を超えることとなる投資の指

図をしません。 

② 前項において信託財産に属するとみなした

額とは、信託財産に属するマザーファンド受益証

券の時価総額にマザーファンドの信託財産の純

資産総額に占める当該転換社債ならびに転換社

債型新株予約権付社債の時価総額の割合を乗じ

て得た額をいいます。 

 

（有価証券の貸付の指図および範囲） 

第25条 委託者は、信託財産の効率的な運用に

資するため、信託財産に属する株式および公社

債を次の各号の範囲内で貸付の指図をすること

ができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式

の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時

価合計額の50％を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公

社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有す

る公社債の額面金額の合計額の50％を超えない

ものとします。 

②信託財産の一部解約の事由により、前項に定

める限度額を超えることとなった場合には、委託

者は速やかに、その超える額に相当する契約の

一部の解約を指図するものとします。 

③ 委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と

認めたときは、担保の受入れの指図を行うものと

します。 

 

(公社債の空売りの指図及び範囲) 

第 26 条 委託者は、信託財産の効率的な運用に

資するため、信託財産において有しない公社債

又は第 27 条の規定により借入れた公社債を売付

けることの指図をすることができます。なお、当該

売付けの決済については、売付けた公社債の引

渡し又は買戻しにより行うことの指図をすることが

できるものとします。 

② 前項の売付けの指図は、当該売付けに係る

公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の

範囲内とします。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の

売付けに係る公社債の時価総額が信託財産の純

資産総額を超えることとなった場合には、委託会

社は速やかに、その超える額に相当する売付け
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の一部を決済するための指図をするものとしま

す。 

 

(公社債の借入れの指図及び範囲) 

第 27 条 委託者は、信託財産の効率的な運用に

資するため、公社債の借入れの指図をすることが

できます。なお、当該公社債の借入れを行うにあ

たり、担保の提供が必要と認めたときは、担保の

提供の指図を行うものとします。 

② 前項の借入れの指図は、当該借入れに係る

公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の

範囲内とします。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の

借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の

純資産総額を超えることとなった場合には、委託

会社は速やかに、その超える額に相当する借入

れた公社債の一部を返還するための指図をする

ものとします。 

④ 第１項の借入れに係る品借料は信託財産中

から支弁します。 

 

（特別の場合の外貨建有価証券への投資制限） 

第28条 外貨建有価証券への投資については、

わが国の国際収支上の理由等により特に必要と

認められる場合には、制約されることがあります。 

 

（外国為替予約取引の指図および範囲） 

第 29 条 委託会社は、信託財産の効率的な運用

に資するため、外国為替の売買の予約取引の指

図をすることができます。 

② 前項の予約取引の指図は、信託財産に係る

為替の買予約の合計額と売予約の合計額との差

額につき円換算した額が、信託財産の純資産総

額を超えないものとします。ただし、信託財産に

属する外貨建資産（マザーファンドの信託財産に

属する外貨建資産のうち信託財産に属するとみ

なした額（信託財産に属するマザーファンド受益

証券の時価総額にマザーファンドの信託財産の

純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の

割合を乗じて得た額をいいます。）を含みます。）

の為替変動リスクを回避するためにする当該予約

取引の指図については、この限りではありませ

ん。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の

限度額を超えることとなった場合には、委託会社

は所定の期間内に、その超える額に相当する為

替予約の一部を解消するための外国為替の売買

の予約取引の指図をするものとします。 

 

（信託業務の委託等） 

第 30 条 受託者は､委託者と協議のうえ、信託業

務の一部について、信託業法第22条第1項に定

める信託業務の委託をするときは、以下に掲げる

基準のすべてに適合するもの（受託者の利害関

係人を含みます。）を委託先として選定します。 

１．委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務

の遂行に懸念がないこと 

２．委託先の委託業務に係る実績等に照らし､委

託業務を確実に処理する能力があると認められ

ること 

３．委託される信託財産に属する財産と自己の

固有財産その他の財産とを区分する等の管理

を行う体制が整備されていること 

４．内部管理に関する業務を適正に遂行するた

めの体制が整備されていること 

② 受託者は、前項に定める委託先の選定にあ

たっては、当該委託先が前項各号に掲げる基準

に適合していることを確認するものとします。 

③ 前２項にかかわらず、受託者は、次の各号に

掲げる業務を、受託者および委託者が適当と認

める者（受託者の利害関係人を含みます。）に

委託することができるものとします。 

１．信託財産の保存に係る業務 

２．信託財産の性質を変えない範囲内において、

その利用または改良を目的とする業務 

３．委託者（委託者より運用の指図権限を委託さ

れた者を含みます。）のみの指図により信託財

産の処分およびその他の信託の目的の達成の

ために必要な行為に係る業務 

４．受託者が行う業務の遂行にとって補助的な機

能を有する行為 

 

（混蔵寄託） 

第31条 金融機関または第一種金融商品取引業

者（金融商品取引法第28条第１項に規定する第

一種金融商品取引業を行う者をいいます。本条

においては、外国の法令に準拠して設立された

法人でこの者に類する者を含みます。）から、売

買代金および償還金等について円貨で約定し円

貨で決済する取引により取得した外国において

発行された譲渡性預金証書またはコマーシャル・

ペーパーは、当該金融機関または第一種金融商
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品取引業者が保管契約を締結した保管機関に当

該金融機関または第一種金融商品取引業者の

名義で混蔵寄託できるものとします。 

 

（信託財産の登記等および記載等の留保等） 

第32条 信託の登記または登録をすることができ

る信託財産については、信託の登記または登録

をすることとします。ただし、受託者が認める場合

は、信託の登記または登録を留保することがあり

ます。 

② 前項ただし書きにかかわらず、受益者保護の

ために委託者または受託者が必要と認めるとき

は、速やかに登記または登録をするものとしま

す。 

③ 信託財産に属する旨の記載または記録をす

ることができる信託財産については、信託財産に

属する旨の記載または記録をするとともに、その

計算を明らかにする方法により分別して管理する

ものとします。ただし、受託者が認める場合は、そ

の計算を明らかにする方法により分別して管理す

ることがあります。 

④ 動産（金銭を除きます。）については、外形上

区別することができる方法によるほか、その計算

を明らかにする方法により分別して管理すること

があります。 

 

（一部解約の請求および有価証券の売却等の指図） 

第33条 委託者は、信託財産に属するマザーファ

ンド受益証券に係る信託契約の一部解約の請求

および信託財産に属する有価証券の売却等の指

図ができます。 

 

（再投資の指図） 

第34条 委託者は、前条の規定による一部解約

の代金、売却代金、有価証券に係る償還金等、

株式の精算分配金、有価証券等に係る利子等、

株式配当金およびその他の収入金を再投資する

ことの指図ができます。 

 

（資金の借入れ） 

第35条 委託者は、信託財産の効率的な運用な

らびに運用の安定性に資するため、一部解約に

伴う支払資金の手当て（一部解約に伴う支払資金

の手当てのために借入れた資金の返済を含みま

す。）を目的として、または再投資に係る収益分

配金の支払資金の手当てを目的として、資金借

入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の

指図をすることができます。なお、当該借入金を

もって有価証券等の運用は行わないものとしま

す。 

② 前項の資金借入額は、次の各号に掲げる要

件を満たす範囲内の額とします。 

１.一部解約に伴う支払資金の手当てにあたって

は、一部解約金の支払資金の手当てのために行

った有価証券等の売却または解約等ならびに有

価証券等の償還による受取りの確定している資

金の合計額の範囲内 

２.再投資に係る収益分配金の支払資金の手当て

にあたっては、収益分配金の再投資額の範囲内 

３.借入れ指図を行う日における信託財産の純資

産総額の10％以内 

③ 一部解約に伴う支払資金の手当てのための

借入期間は、受益者への解約代金支払開始日か

ら信託財産で保有する有価証券等の売却代金の

受渡日までの間または受益者への解約代金支払

開始日から信託財産で保有する有価証券等の解

約代金入金日までの間もしくは受益者への解約

代金支払開始日から信託財産で保有する有価証

券等の償還金の入金日までの期間が5営業日以

内である場合の当該期間とします。 

④ 再投資に係る収益分配金の支払資金の手当

てのための借入期間は、信託財産から収益分配

金が支弁される日からその翌営業日までとしま

す。 

⑤ 借入金の利息は信託財産中から支弁します。 

 

（損益の帰属） 

第36条 委託者の指図に基づく行為により信託財

産に生じた利益および損失は、すべて受益者に

帰属します。 

 

（受託者による資金の立替え) 

第37条 信託財産に属する有価証券について、

借替、転換、新株発行または株式割り当てがある

場合で、委託者の申出があるときは、受託者は資

金の立替えをすることができます。 

② 信託財産に属する有価証券に係る償還金等、

株式の精算分配金、有価証券等に係る利子等、

株式の配当金およびその他の未収入金で、信託

終了日までにその金額を見積りうるものがあるとき

は、受託者がこれを立替えて信託財産に繰入れ

ることができます。 
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③ 前２項の立替金の決済および利息について

は、受託者と委託者との協議によりそのつど別に

これを定めます。 

 

（信託の計算期間) 

第38条 この信託の計算期間は、原則として毎年

12月21日から翌年12月20日までとします。ただし、

第１計算期間は信託契約締結日から平成20年12

月22日までとします。 

② 前項にかかわらず、前項の原則により各計算

期間終了日に該当する日（以下「該当日」といい

ます。）が休業日のとき、各計算期間終了日は、

該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期

間が開始されるものとします。ただし、 終計算

期間の終了日は、第４条に定める信託期間の終

了日とします。 

 

（信託財産に関する報告等） 

第39条 受託者は、毎計算期末に損益計算を行

い、信託財産に関する報告書を作成して、これを

委託者に提出します。 

② 受託者は、信託終了のときに 終計算を行い、

信託財産に関する報告書を作成して、これを委

託者に提出します。 

③ 受託者は、前２項の報告を行うことにより、受

益者に対する信託法第37条第３項に定める報告

は行なわないこととします。 

④ 受益者は、受託者に対し、信託法第37条第２

項に定める書類又は電磁的記録の作成に欠くこ

とのできない情報その他の信託に関する重要な

情報および当該受益者以外の者の利益を害する

おそれのない情報を除き、信託法第38条第１項

に定める閲覧又は謄写の請求をすることはできな

いものとします。 

 

（信託事務の諸費用および監査費用） 

第 40 条 信託財産に関する租税、信託事務の処

理に要する諸費用および受託者の立替えた立替

金の利息 （以下「諸経費」といいます。）は、受益

者の負担とし、信託財産中から支弁します。 

② 信託財産に係る監査費用および当該監査費

用に係る消費税等に相当する金額は、第 38 条

に規定する計算期間を通じて日々計上され、第

41 条第２項に規定する信託報酬の支弁される日

に信託財産中から支弁します。 

 

（信託報酬等の総額） 

第41条 委託者および受託者の信託報酬の総額

は、第38条に規定する計算期間を通じて毎日、

信託財産の純資産総額に年10,000分の176の率

を乗じて得た額とします。 

② 前項の信託報酬は、計算期間の 初の６ヶ月

終了日（該当日が休業日のときは、翌営業日とし

ます。）、毎計算期末、または当該投資信託の信

託契約終了のとき信託財産中から支弁するものと

し、委託者と受託者との間の配分は別に定めま

す。 

③ 第１項の信託報酬に係る消費税等に相当す

る金額を信託報酬支弁のときに信託財産中から

支弁します。 

 

（収益の分配) 

第42条 信託財産から生ずる毎計算期末におけ

る利益は、次の方法により処理します。 

1．配当金、利子、貸付有価証券に係る品貸料お

よびこれらに類する収益から支払利息を控除し

た額（以下「配当等収益」といいます。）とマザー

ファンド受益証券の信託財産に属する配当等収

益のうち信託財産に属するとみなした額（以下

「みなし配当等収益」といいます。）との合計額は、

諸経費および当該諸経費に係る消費税等に相

当する金額、信託財産に係る監査費用および当

該監査費用に係る消費税等に相当する金額、

信託報酬および当該信託報酬に係る消費税等

に相当する金額を控除した後、その残額を受益

者に分配することができます。なお、次期以降

の分配にあてるため、その一部を分配準備積立

金として積み立てることができます。 

2．売買損益に評価損益を加減して得た額からみ

なし配当等収益を控除して得た利益金額（以下

「売買益」といいます。）は、諸経費および当該

諸経費に係る消費税等に相当する金額、信託

財産に係る監査費用および当該監査費用に係

る消費税等に相当する金額、信託報酬および信

託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除

し、繰越欠損金のあるときは、その全額を売買益

をもって補てんした後、受益者に分配することが

できます。なお、次期以降の分配にあてるため、

分配準備積立金として積み立てることができま

す。 

② 前項第１号におけるみなし配当等収益とは、

マザーファンド受益証券の信託財産に係る配当
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等収益の額にマザーファンド受益証券の信託財

産の純資産総額に占める信託財産に属するマザ

ーファンドの受益証券の時価総額の割合を乗じ

た額をいいます。 

③ 毎計算期末において、信託財産につき生じた

損失は、次期に繰り越します。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の払い

込みに関する受託者の免責) 

第43条 受託者は、収益分配金については第44

条第１項に規定する支払開始日までに、償還金

（信託終了時における信託財産の純資産総額を

受益権口数で除した額をいいます。以下同じ。）

については第44条第３項に規定する支払開始日

までに、一部解約金（第46条第５項の一部解約の

価額に当該一部解約口数を乗じて得た額をいい

ます。以下同じ。）については第44条第４項に規

定する支払日までに、その全額を委託者の指定

する預金口座等に払い込みます。 

② 受託者は、前項の規定により委託者の指定す

る預金口座等に収益分配金、償還金および一部

解約金を払い込んだ後は、受益者に対する支払

いにつき、その責に任じません。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の支払い) 

第44条 収益分配金は、毎計算期間終了後１ヵ月

以内の委託者の指定する日から、毎計算期間の

末日において振替機関等の振替口座簿に記載

または記録されている受益者（当該収益分配金

にかかる計算期間の末日以前において一部解約

が行われた受益権にかかる受益者を除きます。

また、当該収益分配金にかかる計算期間の末日

以前に設定された受益権で取得申込代金支払前

のため販売会社の名義で記載または記録されて

いる受益権については原則として取得申込者とし

ます。）に支払います。 

② 前項の規定にかかわらず、別に定める契約に

基づいて収益分配金を再投資する受益者に対し

ては、受託者が委託者の指定する預金口座等に

払い込むことにより、原則として、毎計算期間終

了日の翌営業日に、収益分配金が販売会社に交

付されます。この場合、販売会社は、受益者に対

して遅滞なく収益分配金の再投資に係る受益権

の売付を行います。当該売付により増加した受益

権は、第10条第３項の規定にしたがい、振替口座

簿に記載または記録されます。 

③ 償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託者

の指定する日から、信託終了日において振替機

関等の振替口座簿に記載または記録されている

受益者（信託終了日以前において一部解約が行

われた受益権にかかる受益者を除きます。また、

当該信託終了日以前に設定された受益権で取得

申込代金支払前のため販売会社の名義で記載ま

たは記録されている受益権については原則とし

て取得申込者とします。）に支払います。なお、当

該受益者は、その口座が開設されている振替機

関等に対して委託者がこの信託の償還をするの

と引き換えに、当該償還に係る受益権の口数と同

口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定

にしたがい当該振替機関等の口座において当該

口数の減少の記載または記録が行われます。 

④ 一部解約金は、第46条第１項の受益者の請

求を受付けた日から起算して、原則として、５営業

日目から当該受益者に支払います。 

⑤ 前各項に規定する収益分配金、償還金およ

び一部解約金の支払いは、販売会社の営業所等

において行うものとします。 

⑥ 収益分配金、償還金および一部解約金に係

る収益調整金は、原則として、受益者毎の信託時

の受益権の価額等に応じて計算されるものとしま

す。 

⑦ 前項に規定する「収益調整金」は、所得税法

施行令第27条の規定によるものとし、受益者毎の

信託時の受益権の価額と元本との差額をいい、

原則として、追加信託のつど当該口数により加重

平均され、収益分配のつど調整されるものとしま

す。また、前項に規定する「受益者毎の信託時の

受益権の価額等」とは、原則として、受益者毎の

信託時の受益権の価額をいい、追加信託のつど

当該口数により加重平均され、収益分配のつど

調整されるものとします。 

 

（収益分配金および償還金の時効) 

第45条 受益者が、収益分配金については第44

条第１項に規定する支払開始日から５年間その

支払いを請求しないとき、ならびに信託終了によ

る償還金については第44条第３項に規定する支

払開始日から10年間その支払いを請求しないと

きは、その権利を失い、受託者から交付を受けた

金銭は、委託者に帰属します。 

 

（信託契約の一部解約） 
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第46条 受益者は、自己に帰属する受益権につ

き、委託者に１口単位、あるいは、販売会社が定

める単位をもって一部解約の実行を請求すること

ができます。 

② 受益者が前項の一部解約の実行を請求をす

るときは、販売会社に対し、振替受益権をもって

行うものとします。 

③ 前２項の規定にかかわらず、一部解約の実行

を請求する日がチューリッヒの銀行休業日と同日

の場合には、原則として受益権の一部解約の実

行の請求の受付けは行いません。  

④ 委託者は、第１項の一部解約の実行の請求を

受付けた場合には、この信託契約の一部を解約

します。なお、第１項の一部解約の実行の請求を

行う受益者は、その口座が開設されている振替

機関等に対して当該受益者の請求に係るこの信

託契約の一部解約を委託者が行うのと引き換え

に、当該一部解約に係る受益権の口数と同口数

の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にし

たがい当該振替機関等の口座において当該口

数の減少の記載または記録が行われます。 

⑤ 前項の一部解約の価額は、一部解約の実行

の請求日の翌営業日の基準価額から当該基準価

額に0.2％の率を乗じて得た額を信託財産留保額

として控除した価額とします。 

⑥ 委託者は、金融商品取引所等における取引

の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止

その他やむを得ない事情があるときは、第１項に

よる一部解約の実行の請求の受付けを中止する

ことおよびすでに受付けた一部解約の請求の受

付けを取消すことができます。 

⑦ 前項により一部解約の実行の請求の受付け

が中止された場合には、受益者は当該受付け中

止以前に行った当日の一部解約の実行の請求を

撤回できます。ただし､受益者がその一部解約の

実行の請求を撤回しない場合には、当該受益権

の一部解約の価額は、当該受付け中止を解除し

た後の 初の基準価額の計算日に一部解約の

実行の請求を受付けたものとして、第５項の規定

に準じて算出した価額とします。 

⑧ 委託者は、信託契約の一部を解約することに

より、受益権の口数が10億口を下回ることとなっ

た場合は、受託者と合意のうえ、あらかじめ、監督

官庁に届け出ることにより、第48条の規定にした

がってこの信託契約を解約し、信託を終了させる

ことができます。 

 

（質権口記載又は記録の受益権の取り扱い) 

第47条 振替機関等の振替口座簿の質権口に記

載または記録されている受益権にかかる収益分

配金の支払い、一部解約の実行の請求の受付け、

一部解約金および償還金の支払い等について

は、この信託約款によるほか、民法その他の法令

等にしたがって取り扱われます。 

 

（信託契約の解約） 

第48条 委託者は、信託期間中において、この信

託契約を解約することが受益者のため有利であ

ると認めるとき、またはやむを得ない事情が発生

したときは、受託者と合意のうえ、この信託契約を

解約し、信託を終了させることができます。この場

合において、委託者は、あらかじめ、解約しようと

する旨を監督官庁に届け出るものとします。 

② 委託者は、前項の事項について、書面による

決議（以下「書面決議」といいます。）を行います。

この場合において、あらかじめ、書面決議の日な

らびに信託契約の解約の理由などの事項を定め、

当該決議の日の２週間前までに、この信託契約

に係る知れている受益者に対し、書面をもってこ

れらの事項を記載した書面決議の通知を発しま

す。 

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者お

よびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が

属するときの当該受益権に係る受益者としての受

託者を除きます。以下本項において同じ。）は受

益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使

することができます。なお、知れている受益者が

議決権を行使しないときは、当該知れている受益

者は書面決議について賛成するものとみなしま

す。 

④ 第２項の書面決議は議決権を行使することが

できる受益者の半数以上であって、当該受益者

の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行

います。 

⑤ 第２項から前項までの規定は、委託者が信託

契約の解約について提案をした場合において、

当該提案につき、この信託契約に係るすべての

受益者が書面または電磁的記録により同意の意

思表示をしたときには適用しません。 

 

（信託契約に関する監督官庁の命令） 

第49条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の
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解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、

信託契約を解約し信託を終了させます。 

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの

信託約款を変更しようとするときは、第53条の規

定にしたがいます。 

 

（委託者の登録取消等に伴う取扱い） 

第50条 委託者が監督官庁より登録の取消を受

けたとき、解散したときまたは業務を廃止したとき

は、委託者は、この信託契約を解約し、信託を終

了させます。 

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信

託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委

託会社に引継ぐことを命じたときは、この信託は、

第53条第４項の規定による決議の効力が発生し

ない場合を除き、当該投資信託委託会社と受託

者との間において存続します。 

 

（委託者の事業の譲渡および承継に伴う取扱い） 

第51条 委託者は、事業の全部または一部を譲

渡することがあり、これに伴い、この信託契約に

関する事業を譲渡することがあります。 

② 委託者は、分割により事業の全部または一部

を承継させることがあり、これに伴い、この信託契

約に関する事業を承継させることがあります。 

 

（受託者の辞任および解任に伴う取扱い） 

第52条 受託者は、委託者の承諾を受けてその

任務を辞任することができます。受託者がその任

務に違反して信託財産に著しい損害を与えたこと

その他重要な事由があるときは、委託者または受

益者は、裁判所に受託者の解任を申立てること

ができます。受託者が辞任した場合、または裁判

所が受託者を解任した場合、委託者は、第53条

の規定にしたがい、新受託者を選任します。なお、

受益者は、上記によって行う場合を除き、受託者

を解任することはできないものとします。 

② 委託者が新受託者を選任できないときは、委

託者はこの信託契約を解約し、信託を終了させま

す。 

 

（信託約款の変更等） 

第53条 委託者は、受益者の利益のため必要と

認めるときまたはやむを得ない事情が発生したと

きは、受託者と合意のうえ、この信託約款を変更

することまたはこの信託と他の信託との併合（投

資信託及び投資法人に関する法律第16条第２号

に規定する「委託者指図型投資信託の併合」をい

います。以下同じ。）を行うことができるものとし、

あらかじめ、変更または併合しようとする旨および

その内容を監督官庁に届け出ます。なお、この信

託約款は本条に定める以外の方法によって変更

することができないものとします。 

② 委託者は、前項の事項（前項の変更事項にあ

っては、その内容が重大なものに該当する場合

に限ります。以下、併合と合わせて「重大な信託

約款の変更等」といいます。）について、書面決

議を行います。この場合において、あらかじめ、

書面決議の日ならびに重大な信託約款の変更等

の内容およびその理由などの事項を定め、当該

決議の日の２週間前までに、この信託約款に係る

知れている受益者に対し、書面をもってこれらの

事項を記載した書面決議の通知を発します。 

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者お

よびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が

属するときの当該受益権に係る受益者としての受

託者を除きます。以下本項において同じ。）は受

益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使

することができます。なお、知れている受益者が

議決権を行使しないときは、当該知れている受益

者は書面決議について賛成するものとみなしま

す。 

④ 第２項の書面決議は議決権を行使することが

できる受益者の半数以上であって、当該受益者

の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行

います。 

⑤ 書面決議の効力は、この信託のすべての受

益者に対してその効力を生じます。 

⑥ 第２項から前項までの規定は、委託者が重大

な信託約款の変更等について提案をした場合に

おいて、当該提案につき、この信託約款に係る

すべての受益者が書面又は電磁的記録により同

意の意思表示をしたときには適用しません。 

⑦ 前各項の規定にかかわらず、この投資信託に

おいて併合の書面決議が可決された場合にあっ

ても、当該併合にかかる一又は複数の他の投資

信託において当該併合の書面決議が否決された

場合は、当該他の投資信託との併合を行うことは

できません。 

 

（反対者の買取請求権) 

第54条 第48条に規定する信託契約の解約また
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は前条に規定する重大な信託約款の変更等を行

う場合には、書面決議において当該解約または

重大な信託約款の変更等に反対した受益者は、

受託者に対し、自己の有する受益権を、信託財

産をもって買取るべき旨を請求することができま

す。この買取請求権の内容および買取請求の手

続に関する事項は、第48条第２項または前条第２

項に規定する書面に付記します。 

 

（他の受益者の氏名等の開示の請求の制限） 

第55条 この信託の受益者は、委託者または受託

者に対して、次に掲げる事項の開示の請求を行う

ことはできません。 

1．他の受益者の氏名または名称および住所 

2．他の受益者が有する受益権の内容 

 

（公告） 

第56条 委託者が受益者に対してする公告は、日

本経済新聞に掲載します。 

 

（信託約款に関する疑義の取扱い） 

第57条 この信託信託約款の解釈について疑義

を生じたときは、委託者と受託者との協議により定

めます。 

 

 

（付 則） 

第１条 この信託約款において「自動けいぞく投

資契約」とは、この信託について受益権取得申込

者と販売会社が締結する「自動けいぞく投資契

約」と別の名称で同様の権利義務関係を規定す

る契約を含むものとします。この場合、「自動けい

ぞく投資契約」は当該別の名称に読み替えるもの

とします。 

 

 

 

 

 

 

上記条項により信託契約を締結します。 

 

平成20年４月30日 

 

 

委託者 

東京都千代田区内幸町二丁目1番8号 

新生インベストメント・マネジメント株式会社 

 

受託者 

東京都港区芝三丁目23番１号 

中央三井アセット信託銀行株式会社 
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新生インベストメント・マネジメント株式会社 
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運 用 の 基 本 方 針 

信託約款第18条に基づき委託者の定める方針は、次のものとします。 

 

１．基本方針 

この投資信託は、実質的に、世界の先進国の株式に投資し、信託財産の成長をめざして積極的

な運用を行います。 

 

２．運用方法 

(1) 投資対象 

世界株式マザーファンド（以下「マザーファンド」といいます。）の受益証券（金融商品取引法第２

条第１項第10号で定めるものをいいます。以下同じ。）を主要投資対象とします。 

(2) 投資態度  

①主として、世界株式マザーファンド受益証券への投資を通じて世界の先進国の株式に投資し、

信託財産の成長をめざして積極的な運用を行います。 

②株式の実質組入比率は高位を基本とします。 

③実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行いません。 

④信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、並びに価格変動リスクを回避するため、

わが国において行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション

取引並びに委託者が適当と認める外国の金融商品取引所等におけるこれらと類似の取引を行

うことができます。 

⑤ただし、資金動向や市場動向等の事情によって、上記のような運用ができない場合があります。 

（３） 投資制限 

①株式への実質投資割合に制限を設けません。 

②外貨建資産への実質投資割合に制限を設けません。 

③同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下と

します。 

④投資信託証券（マザーファンド受益証券を除く。）への実質投資割合は、信託財産の純資産総

額の５％以下とします。 

⑤新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において信託財産の純

資産総額の 10％以下とします。 

⑥同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において信

託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑦同一銘柄の転換社債ならびに転換社債型新株予約権付社債への実質投資割合は、取得時に

おいて信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

 

３．収益分配方針 

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。 

① 分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子･配当等収益（みなし利子･配当等

収益を含む）および売買益（評価益を含む）等の全額とします。 

② 委託者が基準価額水準、市場動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象額が少額の場

合には分配を行わないことがあります。 

③ 留保益の運用については、特に制限を設けず、委託者の判断に基づき、元本部分と同一の

運用を行います。 

 



－ 56 － 

新生・世界株式ファンド （分配重視型）  

信託約款 

 

（信託の種類、委託者および受託者) 

第１条 この信託は、証券投資信託であり、新生イ

ンベストメント・マネジメント株式会社を委託者とし、

中央三井アセット信託銀行株式会社を受託者とし

ます。 

② この信託は、信託法（平成18年法律第108 

号）（以下「信託法」といいます。）の適用を受けま

す。 

③ 受託者は、信託法第 28 条第 1 号に基づく信

託事務の委託として、信託事務の処理の一部に

ついて、金融機関の信託業務の兼営等に関する

法律第 1 条第 1 項の規定による信託業務の兼営

の認可を受けた一の金融機関（受託者の利害関

係人（金融機関の信託業務の兼営等に関する法

律第 2 条第 1 項にて準用する信託業法第 29 条

第 2 項第 1 号に規定する利害関係人をいいます。

以下この条において同じ。）を含みます。）と信託

契約を締結し、これを委託することができます。 

④ 前項における利害関係人に対する業務の委

託については、受益者の保護に支障を生じること

がない場合に行うものとします。 

 

（信託の目的および金額） 

第２条 委託者は、金500億円を限度として受益者

のために利殖の目的をもって信託し、受託者はこ

れを引受けます。 

 

（信託金の限度額） 

第３条 委託者は受託者と合意のうえ、金5,000億

円を限度として信託金を追加することができま

す。 

② 委託者は、受託者と合意の上、第１項の限度

額を変更することができます。 

 

（信託期間） 

第４条 この信託の期間は、信託契約締結日から

第46条第８項、第48条第１項、第49条第１項、第

50条第１項もしくは第52条第２項の規定による信

託終了の日または信託契約解約の日までとしま

す。 

 

（受益権の取得申込みの勧誘の種類) 

第５条 この信託にかかる受益権の取得申込みの

勧誘は、金融商品取引法第２条第３項第１号に掲

げる場合に該当する勧誘のうち投資信託及び投

資法人に関する法律第２条第８項で定める公募

により行われます。 

 

（当初の受益者) 

第６条 この信託契約締結当初および追加信託

当初の受益者は、委託者の指定する受益権取得

申込者とし、第７条の規定により分割された受益

権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者

に帰属します。 

 

（受益権の分割および再分割) 

第７条 委託者は、第２条の規定による受益権に

ついては、500億口を限度として均等に分割しま

す。また、追加信託によって生じた受益権につい

ては、これを追加信託のつど第８条第１項の追加

口数に、それぞれ均等に分割します。 

② 委託者は、受益権の再分割を行いません。た

だし、社債、株式等の振替に関する法律が施行さ

れた場合には、同法の定めるところに従い受託

者と協議のうえ、一定日現在の受益権を均等に

再分割できるものとします。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第８条 追加信託金は、追加信託を行う日の前営

業日の基準価額に当該追加信託にかかる受益権

の口数を乗じた額とします。 

② この信託約款において基準価額とは、信託財

産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除

きます。）を法令および社団法人投資信託協会規

則に従って時価評価して得た信託財産の資産総

額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総

額」といいます。）を計算日における受益権口数

で除した金額をいいます。なお、外貨建資産（外

国通貨表示の有価証券（以下「外貨建有価証券」

といいます。）、預金その他の資産をいいます。

以下同じ。）の円換算については、原則として、わ

が国における計算日の対顧客電信売買相場の仲

値によって計算します。 

③ 第29条に規定する予約為替の評価は、原則

として、わが国における計算日の対顧客先物売

買相場の仲値によるものとします。 

 

（信託日時の異なる受益権の内容） 

第９条 この信託の受益権は、信託の日時を異に



－ 57 － 

することにより差異を生ずることはありません。 

 

（受益権の帰属と受益証券の不発行） 

第10条 この信託のすべての受益権は、社債等

の振替に関する法律（政令で定める日以降「社債、

株式等の振替に関する法律」となった場合は読

み替えるものとし、「社債、株式等の振替に関する

法律」を含め「社振法」といいます。以下同じ。）の

規定の適用を受けることとし、受益権の帰属は、

委託者があらかじめこの投資信託の受益権を取り

扱うことについて同意した一の振替機関（社振法

第２条に規定する「振替機関」をいい、以下「振替

機関」といいます。）及び当該振替機関の下位の

口座管理機関（社振法第２条に規定する「口座管

理機関」をいい、振替機関を含め、以下「振替機

関等」といいます。）の振替口座簿に記載または

記録されることにより定まります（以下、振替口座

簿に記載または記録されることにより定まる受益

権を「振替受益権」といいます。）。 

② 委託者は、この信託の受益権を取り扱う振替

機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取

り消された場合または当該指定が効力を失った

場合であって、当該振替機関の振替業を承継す

る者が存在しない場合その他やむを得ない事情

がある場合を除き、振替受益権を表示する受益

証券を発行しません。 

なお、受益者は、委託者がやむを得ない事情等

により受益証券を発行する場合を除き、無記名式

受益証券から記名式受益証券への変更の請求、

記名式受益証券から無記名式受益証券への変

更の請求、受益証券の再発行の請求を行わない

ものとします。 

③ 委託者は、第７条の規定により分割された受

益権について、振替機関等の振替口座簿への新

たな記載または記録をするため社振法に定める

事項の振替機関への通知を行うものとします。振

替機関等は、委託者から振替機関への通知があ

った場合、社振法の規定にしたがい、その備える

振替口座簿への新たな記載または記録を行いま

す。 

 

（受益権の設定に係る受託者の通知） 

第11条 受託者は、信託契約締結日に生じた受

益権については信託契約締結時に、追加信託に

より生じた受益権については追加信託のつど、振

替機関の定める方法により、振替機関へ当該受

益権に係る信託を設定した旨の通知を行いま

す。 

 

（受益権の申込単位および価額） 

第12条 販売会社（委託者の指定する金融商品

取引法第28条第１項に規定する第一種金融商品

取引業を行う者および委託者の指定する金融商

品取引法第２条第11項に規定する登録金融機関

をいいます。以下同じ。）は、第７条第１項の規定

により分割される受益権を、その取得申込者に対

し、販売会社が定める申込単位を持って当該受

益権の取得申込みに応じることができるものとし

ます。また、別に定める「自動けいぞく投資契約」

に従って契約（以下「別に定める契約」といいま

す。）を結んだ取得申込者の取得申込みの場合

は、１口単位を持って当該受益権の取得申込み

に応じることができるものとします。 

② 前項の場合の受益権の価額は、取得申込日

の翌営業日の基準価額に、手数料および当該手

数料に係る消費税および地方消費税（以下「消費

税等」といいます。）に相当する金額を加算した価

額とします。ただし、この信託契約締結日前の取

得申込にかかる受益権の価額は、１口につき１円

に手数料および当該手数料に係る消費税等に相

当する金額を加算した価額とします。 

③ 前項の手数料の額は、販売会社がそれぞれ

独自に定めるものとします。 

④ 第１項の規定にかかわらず、当該各項におけ

る取得申込日がチューリッヒの銀行休業日と同日

の場合には、原則として 受益権の取得申込の

受付けは行いません。 

⑤ 第２項の規定にかかわらず、受益者が別に定

める契約の規定に基づいて収益分配金を再投資

する場合の受益権の価額は、原則として、第38条

に規定する各計算期間終了日の基準価額としま

す。 

⑥ 第１項の取得申込者は販売会社に、取得申

込と同時にまたは予め、自己のために開設され

たこの信託の受益権の振替を行うための振替機

関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取

得申込者に係る口数の増加の記載または記録が

行われます。なお、販売会社は、当該取得申込

の代金（第２項の受益権の価額に当該取得申込

の口数を乗じて得た額をいいます。）の支払いと

引き換えに、当該口座に当該取得申込者に係る

口数の増加の記載または記録を行うことができま
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す。 

⑦ 前各項の規定にかかわらず、金融商品取引

所（金融商品取引法第２条第16項に規定する金

融商品取引所および金融商品取引法第２条第８

項第３号ロに規定する外国金融商品市場をいい

ます。以下同じ。）等における取引の停止、外国

為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを

得ない事情があるときは、委託者は、受益権の取

得申込の受付けを中止することおよび既に受付

けた取得申込の受付けを取消すことができます。 

 

（受益権の譲渡に係る記載または記録） 

第13条 受益者は、その保有する受益権を譲渡

する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする

受益権が記載または記録されている振替口座簿

に係る振替機関等に振替の申請をするものとしま

す。 

② 前項の申請のある場合には、前項の振替機

関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益

権の口数の減少および譲受人の保有する受益権

の口数の増加につき、その備える振替口座簿に

記載または記録するものとします。ただし、前項

の振替機関等が振替先口座を開設したものでな

い場合には、譲受人の振替先口座を開設した他

の振替機関等（当該他の振替機関等の上位機関

を含みます。）に社振法の規定にしたがい、譲受

人の振替先口座に受益権の口数の増加の記載

または記録が行われるよう通知するものとします。 

③ 委託者は、第１項に規定する振替について、

当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載ま

たは記録されている振替口座簿に係る振替機関

等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等

が異なる場合等において、委託者が必要と認め

るときまたはやむをえない事情があると判断した

ときは、振替停止日や振替停止期間を設けること

ができます。 

 

（受益権の譲渡の対抗要件） 

第14条 受益権の譲渡は、前条の規定による振

替口座簿への記載または記録によらなければ、

委託者および受託者に対抗することができませ

ん。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第15条 この信託において投資の対象とする資

産の種類は、次に掲げるものとします。 

1．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資

信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で

定めるものをいいます。以下同じ。） 

（イ）有価証券 

（ロ）デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引

法第２条第20項に規定するものをいい、第22条

および第23条に定めるものに限ります。） 

（ハ）約束手形 

（ニ）金銭債権 

2．次に掲げる特定資産以外の資産 

（イ）為替手形 

 

(有価証券および金融商品の指図範囲等） 

第16条 委託者は、信託金を、主として新生イン

ベストメント・マネジメント株式会社を委託者と

し、中央三井アセット信託銀行株式会社を受託

者として締結された親投資信託である世界株式

マザーファンド（以下「マザーファンド」といいま

す。）の受益証券のほか、次の有価証券（金融商

品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみ

なされる同項各号に掲げる権利を除きます。）に

投資することを指図します。 

１.株券または新株引受権証書 

２.国債証券 

３.地方債証券 

４.特別の法律により法人の発行する債券 

５.社債券（新株引受権証券と社債券が一体となっ

た新株引受権付社債券（以下「分離型新株引受

権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を

除きます。） 

６. コマーシャル・ペーパー 

７. 新株引受権証券（分離型新株引受権付社債

券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）

および新株予約権証券 

８.外国または外国の者の発行する証券または証

書で、前各号の証券または証書の性質を有する

もの 

９.投資信託または外国投資信託の受益証券（金

融商品取引法第２条第１項第10号で定めるもの

をいいます。） 

10.投資証券もしくは投資法人債券または外国投

資証券（金融商品取引法第２条第１項第11号で

定めるものをいいます。） 

11.外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法

第２条第１項第18号で定めるものをいいます。） 

12.オプションを表示する証券または証書（金融
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商品取引法第２条第１項第19号で定めるものを

いい、有価証券に係るものに限ります。） 

13.預託証書（金融商品取引法第２条第１項第20

号で定めるものをいいます。） 

14.外国法人が発行する譲渡性預金証書 

15.指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法

第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託

の受益証券に限ります。） 

16.抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第16

号で定めるものをいいます。） 

17.貸付債権信託受益権であって金融商品取引

法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信

託の受益証券に表示されるべきもの 

18.外国の者に対する権利で前号の有価証券の

性質を有するもの 

 なお、第１号の証券または証書ならびに第８号

および第13号の証券または証書のうち第１号の

証券または証書の性質を有するものを以下「株

式」といい、第２号から第５号までの証券ならび

に第８号および第13号の証券または証書のうち

第２号から第５号までの証券の性質を有するも

のを以下「公社債」といい、第９号および第10号

の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

②前項の規定にかかわらず、この信託の設定、

解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委

託者が運用上必要と認めるときは、委託者は、信

託金を、次に掲げる金融商品（金融商品取引法

第２条第２項の規定により有価証券とみなされる

同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用

することの指図ができます。 

１.預金 

２.指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第

14号に規定する受益証券発行信託を除きま

す。） 

３.コール・ローン 

４.手形割引市場において売買される手形 

５.貸付債権信託受益権であって金融商品取引法

第２条第２項第１号で定めるもの 

６.外国の者に対する権利で前号の権利の性質を

有するもの 

③ 委託者は、信託財産に属する新株引受権証

券および新株予約権証券の時価総額とマザーフ

ァンドの信託財産に属する新株引受権証券およ

び新株予約権証券の時価総額のうち信託財産に

属するとみなした額との合計額が、取得時におい

て信託財産の純資産総額の100分の10を超える

こととなる投資の指図をしません。 

④ 前項においてマザーファンドの信託財産に属

する新株引受権証券および新株予約権証券の時

価総額のうち信託財産に属するとみなした額とは、

信託財産に属するマザーファンドの時価総額に

マザーファンドの信託財産純資産総額に占める

新株引受権証券および新株予約権証券の時価

総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

⑤ 委託者は、信託財産に属する投資信託証券

の時価総額とマザーファンドの信託財産に属す

る投資信託証券の時価総額のうち信託財産に属

するとみなした額との合計額が信託財産の純資

産総額の100分の５を超えることとなる投資の指図

をしません。 

⑥ 前項においてマザーファンドの信託財産に属

する投資信託証券の時価総額のうち信託財産に

属するとみなした額とは、信託財産に属するマザ

ーファンドの時価総額にマザーファンドの信託財

産純資産総額に占める投資信託証券の時価総

額の割合を乗じて得た額をいいます。 

 

（利害関係人等との取引等） 

第17条 受託者は、受益者の保護に支障を生じる

ことがないものであり、かつ信託業法、投資信託

及び投資法人に関する法律ならびに関連法令に

反しない場合には、委託者の指図により、信託財

産と、受託者（第三者との間において信託財産の

ためにする取引その他の行為であって、受託者

が当該第三者の代理人となって行うものを含みま

す。）および受託者の利害関係人（金融機関の信

託業務の兼営等に関する法律第2条第1項にて準

用する信託業法第29条第2項第1号に規定する利

害関係人をいいます。以下本項、次項および第

30条において同じ。）、第30条第１項に定める信

託業務の委託先およびその利害関係人または受

託者における他の信託財産との間で、前２条に定

める資産への投資等ならびに第19条、第21条か

ら第23条、第25条から第27条、第29条および第

33条から第35条に掲げる取引その他これらに類

する行為を行うことができます。 

② 受託者は、受託者がこの信託の受託者として

の権限に基づいて信託事務の処理として行うこと

ができる取引その他の行為について、受託者ま

たは受託者の利害関係人の計算で行うことがで

きるものとします。なお、受託者の利害関係人が

当該利害関係人の計算で行う場合も同様としま
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す。 

③ 委託者は、金融商品取引法、投資信託及び

投資法人に関する法律ならびに関連法令に反し

ない場合には、信託財産と、委託者、その取締役、

執行役および委託者の利害関係人等（金融商品

取引法第31条の４第５項および同条第６項に規定

する親法人等又は子法人等をいいます。）または

委託者が運用の指図を行う他の信託財産との間

で、前２条に掲げる資産への投資等ならびに第

19条、第21条から第23条、第25条から第27条、第

29条および第33条から第35条に掲げる取引その

他これらに類する行為を行うことの指図をすること

ができ、受託者は、委託者の指図により、当該投

資等ならびに当該取引、当該行為を行うことがで

きます。 

④ 前３項の場合、委託者および受託者は、受益

者に対して信託法第31条第３項および同法第32

条第３項の通知は行いません。 

 

（運用の基本方針） 

第18条 委託者は、信託財産の運用にあたって

は、別に定める運用の基本方針にしたがって、そ

の指図を行います。 

 

（投資する株式等の範囲） 

第19条 委託者が投資することを指図する株式、

新株引受権証券および新株予約権証券は、金融

商品取引所に上場されている株式の発行会社の

発行するものおよび金融商品取引所に準ずる市

場において取引されている株式の発行会社の発

行するものとします。ただし、株主割当または社

債権者割当により取得する株式、新株引受権証

券および新株予約権証券については、この限り

ではありません。 

② 前項の規定にかかわらず、上場予定または

登録予定の株式で目論見書等において上場また

は登録されることが確認できるものについては委

託者が投資することを指図することができるものと

します。  

 

（同一銘柄の株式等の投資制限）  

第20条 委託者は、取得時において信託財産に

属する同一銘柄の株式の時価総額とマザーファ

ンドの信託財産に属する当該株式の時価総額の

うち信託財産に属するとみなした額との合計額が、

信託財産の純資産総額の100分の10を超えること

となる投資の指図をしません。 

② 委託者は、取得時において信託財産に属す

る同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権

証券の時価総額とマザーファンドの信託財産に

属する当該新株引受権証券および新株予約権証

券の時価総額のうち信託財産に属するとみなし

た額との合計額が、信託財産の純資産総額の

100分の５を超えることとなる投資の指図をしませ

ん。 

③ 前２項においてマザーファンドの信託財産に

属する株式の時価総額のうち信託財産に属する

とみなした額とは、信託財産に属するマザーファ

ンド受益証券の時価総額にマザーファンドの信

託財産の純資産総額に占める当該株式、当該新

株引受権証券および新株予約権証券の時価総

額の割合を乗じて得た額をいいます。 

 

（信用取引の指図範囲） 

第21条 委託者は、信託財産の効率的な運用に

資するため、信用取引により株券を売り付けること

の指図をすることができます。なお、当該売り付

けの決済については、株券の引き渡しまたは買

い戻しにより行うことの指図をすることができるも

のとします。 

② 前項の信用取引の指図は、当該売付けに係

る建玉の時価総額とマザーファンドの信託財産に

属する当該売付けに係る建玉のうち信託財産に

属するとみなした額の合計額が、信託財産の純

資産総額の範囲内とします。 

③ 信託財産の一部解約の事由により、前項の売

付けに係る建玉の時価総額が信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、委託者は速

やかに、その超える額に相当する売付けの一部

を決済するための指図するものとします。 

④第２項において信託財産に属するとみなした

額とは、信託財産に属するマザーファンド受益証

券の時価総額にマザーファンドの信託財産の純

資産総額に占める当該売付けに係る建玉の時価

総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

 

（先物取引等の運用指図・目的・範囲） 

第22条 委託者は、わが国の金融商品取引所に

おける有価証券先物取引（金融商品取引法第28

条第８項第３号イに掲げるものをいいます。）、有

価証券指数等先物取引（金融商品取引法第28条

第８項第３号ロに掲げるものをいいます。）および
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有価証券オプション取引（金融商品取引法第28

条第８項第３号ハに掲げるものをいいます。）なら

びに外国の金融商品取引所におけるこれらの取

引と類似の取引を次の範囲で行うことの指図をす

ることができます。なお、選択権取引は、オプショ

ン取引に含めて取り扱うものとします（以下同

じ。）。 

②委託者は、わが国の金融商品取引所における

通貨に係る先物取引およびオプション取引なら

びに外国の市場における通貨に係る先物取引お

よびオプション取引を行うことの指図をすることが

できます。 

③委託者は、わが国の金融商品取引所における

金利に係る先物取引およびオプション取引なら

びに外国の市場におけるこれらの取引と類似の

取引を行うことの指図をすることができます。 

 

（スワップ取引の運用指図・目的） 

第23条 委託者は、信託財産に属する資産の効

率的な運用に資するため、異なった通貨、異なっ

た受取り金利または異なった受取り金利とその元

本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「ス

ワップ取引」といいます。）を行うことの指図をする

ことができます。 

② スワップ取引の指図にあたっては、当該取引

の契約期限が、原則として第４条に定める信託期

間を超えないものとします。ただし、当該取引が

当該信託期間内で全部解約が可能なものについ

てはこの限りではありません。 

③スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手

方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評

価するものとします。 

④委託者は、スワップ取引を行うにあたり担保の

提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行うものとしま

す。 

 

（同一銘柄の転換社債等への投資制限） 

第24条 委託者は、取得時において信託財産に

属する同一銘柄の転換社債ならびに新株予約権

付社債のうち会社法第236条第１項第３号の財産

が当該新株予約権付社債についての社債であっ

て当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で

存在し得ないことをあらかじめ明確にしているも

の（以下会社法施行前の旧商法第341条ノ３第１

項第７号及び第８号の定めがある新株予約権付

社債を含め「転換社債型新株予約権付社債」とい

います。）の時価総額とマザーファンドの信託財

産に属する当該転換社債ならびに転換社債型新

株予約権付社債の時価総額のうち信託財産に属

するとみなした額との合計額が、信託財産の純資

産総額の100分の10を超えることとなる投資の指

図をしません。 

② 前項において信託財産に属するとみなした

額とは、信託財産に属するマザーファンド受益証

券の時価総額にマザーファンドの信託財産の純

資産総額に占める当該転換社債ならびに転換社

債型新株予約権付社債の時価総額の割合を乗じ

て得た額をいいます。 

 

（有価証券の貸付の指図および範囲） 

第25条 委託者は、信託財産の効率的な運用に

資するため、信託財産に属する株式および公社

債を次の各号の範囲内で貸付の指図をすること

ができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式

の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時

価合計額の50％を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公

社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有す

る公社債の額面金額の合計額の50％を超えない

ものとします。 

②信託財産の一部解約の事由により、前項に定

める限度額を超えることとなった場合には、委託

者は速やかに、その超える額に相当する契約の

一部の解約を指図するものとします。 

③ 委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と

認めたときは、担保の受入れの指図を行うものと

します。 

 

(公社債の空売りの指図及び範囲) 

第 26 条 委託者は、信託財産の効率的な運用に

資するため、信託財産において有しない公社債

又は第 27 条の規定により借入れた公社債を売付

けることの指図をすることができます。なお、当該

売付けの決済については、売付けた公社債の引

渡し又は買戻しにより行うことの指図をすることが

できるものとします。 

② 前項の売付けの指図は、当該売付けに係る

公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の

範囲内とします。 
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③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の

売付けに係る公社債の時価総額が信託財産の純

資産総額を超えることとなった場合には、委託会

社は速やかに、その超える額に相当する売付け

の一部を決済するための指図をするものとしま

す。 

 

(公社債の借入れの指図及び範囲) 

第 27 条 委託者は、信託財産の効率的な運用に

資するため、公社債の借入れの指図をすることが

できます。なお、当該公社債の借入れを行うにあ

たり、担保の提供が必要と認めたときは、担保の

提供の指図を行うものとします。 

② 前項の借入れの指図は、当該借入れに係る

公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の

範囲内とします。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の

借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の

純資産総額を超えることとなった場合には、委託

会社は速やかに、その超える額に相当する借入

れた公社債の一部を返還するための指図をする

ものとします。 

④ 第１項の借入れに係る品借料は信託財産中

から支弁します。 

 

（特別の場合の外貨建有価証券への投資制限） 

第28条 外貨建有価証券への投資については、

わが国の国際収支上の理由等により特に必要と

認められる場合には、制約されることがあります。 

 

（外国為替予約取引の指図および範囲） 

第 29 条 委託会社は、信託財産の効率的な運用

に資するため、外国為替の売買の予約取引の指

図をすることができます。 

② 前項の予約取引の指図は、信託財産に係る

為替の買予約の合計額と売予約の合計額との差

額につき円換算した額が、信託財産の純資産総

額を超えないものとします。ただし、信託財産に

属する外貨建資産（マザーファンドの信託財産に

属する外貨建資産のうち信託財産に属するとみ

なした額（信託財産に属するマザーファンド受益

証券の時価総額にマザーファンドの信託財産の

純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の

割合を乗じて得た額をいいます。）を含みます。）

の為替変動リスクを回避するためにする当該予約

取引の指図については、この限りではありませ

ん。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の

限度額を超えることとなった場合には、委託会社

は所定の期間内に、その超える額に相当する為

替予約の一部を解消するための外国為替の売買

の予約取引の指図をするものとします。 

 

（信託業務の委託等） 

第 30 条 受託者は､委託者と協議のうえ、信託業

務の一部について、信託業法第22条第1項に定

める信託業務の委託をするときは、以下に掲げる

基準のすべてに適合するもの（受託者の利害関

係人を含みます。）を委託先として選定します。 

１．委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務

の遂行に懸念がないこと 

２．委託先の委託業務に係る実績等に照らし､委

託業務を確実に処理する能力があると認められ

ること 

３．委託される信託財産に属する財産と自己の

固有財産その他の財産とを区分する等の管理

を行う体制が整備されていること 

４．内部管理に関する業務を適正に遂行するた

めの体制が整備されていること 

② 受託者は、前項に定める委託先の選定にあ

たっては、当該委託先が前項各号に掲げる基準

に適合していることを確認するものとします。 

③ 前２項にかかわらず、受託者は、次の各号に

掲げる業務を、受託者および委託者が適当と認

める者（受託者の利害関係人を含みます。）に

委託することができるものとします。 

１．信託財産の保存に係る業務 

２．信託財産の性質を変えない範囲内において、

その利用または改良を目的とする業務 

３．委託者（委託者より運用の指図権限を委託さ

れた者を含みます。）のみの指図により信託財

産の処分およびその他の信託の目的の達成の

ために必要な行為に係る業務 

４．受託者が行う業務の遂行にとって補助的な機

能を有する行為 

 

（混蔵寄託） 

第31条 金融機関または第一種金融商品取引業

者（金融商品取引法第28条第１項に規定する第

一種金融商品取引業を行う者をいいます。本条

においては、外国の法令に準拠して設立された

法人でこの者に類する者を含みます。）から、売



－ 63 － 

買代金および償還金等について円貨で約定し円

貨で決済する取引により取得した外国において

発行された譲渡性預金証書またはコマーシャル・

ペーパーは、当該金融機関または第一種金融商

品取引業者が保管契約を締結した保管機関に当

該金融機関または第一種金融商品取引業者の

名義で混蔵寄託できるものとします。 

 

（信託財産の登記等および記載等の留保等） 

第32条 信託の登記または登録をすることができ

る信託財産については、信託の登記または登録

をすることとします。ただし、受託者が認める場合

は、信託の登記または登録を留保することがあり

ます。 

② 前項ただし書きにかかわらず、受益者保護の

ために委託者または受託者が必要と認めるとき

は、速やかに登記または登録をするものとしま

す。 

③ 信託財産に属する旨の記載または記録をす

ることができる信託財産については、信託財産に

属する旨の記載または記録をするとともに、その

計算を明らかにする方法により分別して管理する

ものとします。ただし、受託者が認める場合は、そ

の計算を明らかにする方法により分別して管理す

ることがあります。 

④ 動産（金銭を除きます。）については、外形上

区別することができる方法によるほか、その計算

を明らかにする方法により分別して管理すること

があります。 

 

（一部解約の請求および有価証券の売却等の指図） 

第33条 委託者は、信託財産に属するマザーファ

ンド受益証券に係る信託契約の一部解約の請求

および信託財産に属する有価証券の売却等の指

図ができます。 

 

（再投資の指図） 

第34条 委託者は、前条の規定による一部解約

の代金、売却代金、有価証券に係る償還金等、

株式の精算分配金、有価証券等に係る利子等、

株式配当金およびその他の収入金を再投資する

ことの指図ができます。 

 

（資金の借入れ） 

第35条 委託者は、信託財産の効率的な運用な

らびに運用の安定性に資するため、一部解約に

伴う支払資金の手当て（一部解約に伴う支払資金

の手当てのために借入れた資金の返済を含みま

す。）を目的として、または再投資に係る収益分

配金の支払資金の手当てを目的として、資金借

入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の

指図をすることができます。なお、当該借入金を

もって有価証券等の運用は行わないものとしま

す。 

② 前項の資金借入額は、次の各号に掲げる要

件を満たす範囲内の額とします。 

１.一部解約に伴う支払資金の手当てにあたって

は、一部解約金の支払資金の手当てのために行

った有価証券等の売却または解約等ならびに有

価証券等の償還による受取りの確定している資

金の合計額の範囲内 

２.再投資に係る収益分配金の支払資金の手当て

にあたっては、収益分配金の再投資額の範囲内 

３.借入れ指図を行う日における信託財産の純資

産総額の10％以内 

③ 一部解約に伴う支払資金の手当てのための

借入期間は、受益者への解約代金支払開始日か

ら信託財産で保有する有価証券等の売却代金の

受渡日までの間または受益者への解約代金支払

開始日から信託財産で保有する有価証券等の解

約代金入金日までの間もしくは受益者への解約

代金支払開始日から信託財産で保有する有価証

券等の償還金の入金日までの期間が5営業日以

内である場合の当該期間とします。 

④ 再投資に係る収益分配金の支払資金の手当

てのための借入期間は、信託財産から収益分配

金が支弁される日からその翌営業日までとしま

す。 

⑤ 借入金の利息は信託財産中から支弁します。 

 

（損益の帰属） 

第36条 委託者の指図に基づく行為により信託財

産に生じた利益および損失は、すべて受益者に

帰属します。 

 

（受託者による資金の立替え) 

第37条 信託財産に属する有価証券について、

借替、転換、新株発行または株式割り当てがある

場合で、委託者の申出があるときは、受託者は資

金の立替えをすることができます。 

② 信託財産に属する有価証券に係る償還金等、

株式の精算分配金、有価証券等に係る利子等、
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株式の配当金およびその他の未収入金で、信託

終了日までにその金額を見積りうるものがあるとき

は、受託者がこれを立替えて信託財産に繰入れ

ることができます。 

③ 前２項の立替金の決済および利息について

は、受託者と委託者との協議によりそのつど別に

これを定めます。 

 

（信託の計算期間) 

第38条 この信託の計算期間は、原則として毎年

３月21日から６月20日まで、６月21日から９月20日

まで、９月21日から12月20日までおよび12月21日

から翌年３月20日までとします。ただし、第１計算

期間は信託契約締結日から平成20年６月20日ま

でとします。 

② 前項にかかわらず、前項の原則により各計算

期間終了日に該当する日（以下「該当日」といい

ます。）が休業日のとき、各計算期間終了日は、

該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期

間が開始されるものとします。ただし、 終計算

期間の終了日は、第４条に定める信託期間の終

了日とします。 

 

（信託財産に関する報告等） 

第39条 受託者は、毎計算期末に損益計算を行

い、信託財産に関する報告書を作成して、これを

委託者に提出します。 

② 受託者は、信託終了のときに 終計算を行い、

信託財産に関する報告書を作成して、これを委

託者に提出します。 

③ 受託者は、前２項の報告を行うことにより、受

益者に対する信託法第37条第３項に定める報告

は行なわないこととします。 

④ 受益者は、受託者に対し、信託法第37条第２

項に定める書類又は電磁的記録の作成に欠くこ

とのできない情報その他の信託に関する重要な

情報および当該受益者以外の者の利益を害する

おそれのない情報を除き、信託法第38条第１項

に定める閲覧又は謄写の請求をすることはできな

いものとします。 

 

（信託事務の諸費用および監査費用） 

第 40 条 信託財産に関する租税、信託事務の処

理に要する諸費用および受託者の立替えた立替

金の利息 （以下「諸経費」といいます。）は、受益

者の負担とし、信託財産中から支弁します。 

② 信託財産に係る監査費用および当該監査費

用に係る消費税等に相当する金額は、第 38 条

に規定する計算期間を通じて日々計上され、第

41 条第２項に規定する信託報酬の支弁される日

に信託財産中から支弁します。 

 

（信託報酬等の総額） 

第41条 委託者および受託者の信託報酬の総額

は、第38条に規定する計算期間を通じて毎日、

信託財産の純資産総額に年10,000分の176の率

を乗じて得た額とします。 

② 前項の信託報酬は、毎計算期末ならびに当

該投資信託の信託契約終了のとき信託財産中か

ら支弁するものとし、委託者と受託者との間の配

分は別に定めます。 

③ 第１項の信託報酬に係る消費税等に相当す

る金額を信託報酬支弁のときに信託財産中から

支弁します。 

 

（収益の分配) 

第42条 信託財産から生ずる毎計算期末におけ

る利益は、次の方法により処理します。 

1．配当金、利子、貸付有価証券に係る品貸料お

よびこれらに類する収益から支払利息を控除し

た額（以下「配当等収益」といいます。）とマザー

ファンド受益証券の信託財産に属する配当等収

益のうち信託財産に属するとみなした額（以下

「みなし配当等収益」といいます。）との合計額は、

諸経費および当該諸経費に係る消費税等に相

当する金額、信託財産に係る監査費用および当

該監査費用に係る消費税等に相当する金額、

信託報酬および当該信託報酬に係る消費税等

に相当する金額を控除した後、その残額を受益

者に分配することができます。なお、次期以降

の分配にあてるため、その一部を分配準備積立

金として積み立てることができます。 

2．売買損益に評価損益を加減して得た額からみ

なし配当等収益を控除して得た利益金額（以下

「売買益」といいます。）は、諸経費および当該

諸経費に係る消費税等に相当する金額、信託

財産に係る監査費用および当該監査費用に係

る消費税等に相当する金額、信託報酬および信

託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除

し、繰越欠損金のあるときは、その全額を売買益

をもって補てんした後、受益者に分配することが

できます。なお、次期以降の分配にあてるため、
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分配準備積立金として積み立てることができま

す。 

② 前項第１号におけるみなし配当等収益とは、

マザーファンド受益証券の信託財産に係る配当

等収益の額にマザーファンド受益証券の信託財

産の純資産総額に占める信託財産に属するマザ

ーファンドの受益証券の時価総額の割合を乗じ

た額をいいます。 

③ 毎計算期末において、信託財産につき生じた

損失は、次期に繰り越します。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の払い

込みに関する受託者の免責) 

第43条 受託者は、収益分配金については第44

条第１項に規定する支払開始日までに、償還金

（信託終了時における信託財産の純資産総額を

受益権口数で除した額をいいます。以下同じ。）

については第44条第３項に規定する支払開始日

までに、一部解約金（第46条第５項の一部解約の

価額に当該一部解約口数を乗じて得た額をいい

ます。以下同じ。）については第44条第４項に規

定する支払日までに、その全額を委託者の指定

する預金口座等に払い込みます。 

② 受託者は、前項の規定により委託者の指定す

る預金口座等に収益分配金、償還金および一部

解約金を払い込んだ後は、受益者に対する支払

いにつき、その責に任じません。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の支払い) 

第44条 収益分配金は、毎計算期間終了後１ヵ月

以内の委託者の指定する日から、毎計算期間の

末日において振替機関等の振替口座簿に記載

または記録されている受益者（当該収益分配金

にかかる計算期間の末日以前において一部解約

が行われた受益権にかかる受益者を除きます。

また、当該収益分配金にかかる計算期間の末日

以前に設定された受益権で取得申込代金支払前

のため販売会社の名義で記載または記録されて

いる受益権については原則として取得申込者とし

ます。）に支払います。 

② 前項の規定にかかわらず、別に定める契約に

基づいて収益分配金を再投資する受益者に対し

ては、受託者が委託者の指定する預金口座等に

払い込むことにより、原則として、毎計算期間終

了日の翌営業日に、収益分配金が販売会社に交

付されます。この場合、販売会社は、受益者に対

して遅滞なく収益分配金の再投資に係る受益権

の売付を行います。当該売付により増加した受益

権は、第10条第３項の規定にしたがい、振替口座

簿に記載または記録されます。 

③ 償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託者

の指定する日から、信託終了日において振替機

関等の振替口座簿に記載または記録されている

受益者（信託終了日以前において一部解約が行

われた受益権にかかる受益者を除きます。また、

当該信託終了日以前に設定された受益権で取得

申込代金支払前のため販売会社の名義で記載ま

たは記録されている受益権については原則とし

て取得申込者とします。）に支払います。なお、当

該受益者は、その口座が開設されている振替機

関等に対して委託者がこの信託の償還をするの

と引き換えに、当該償還に係る受益権の口数と同

口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定

にしたがい当該振替機関等の口座において当該

口数の減少の記載または記録が行われます。 

④ 一部解約金は、第46条第１項の受益者の請

求を受付けた日から起算して、原則として、５営業

日目から当該受益者に支払います。 

⑤ 前各項に規定する収益分配金、償還金およ

び一部解約金の支払いは、販売会社の営業所等

において行うものとします。 

⑥ 収益分配金、償還金および一部解約金に係

る収益調整金は、原則として、受益者毎の信託時

の受益権の価額等に応じて計算されるものとしま

す。 

⑦ 前項に規定する「収益調整金」は、所得税法

施行令第27条の規定によるものとし、受益者毎の

信託時の受益権の価額と元本との差額をいい、

原則として、追加信託のつど当該口数により加重

平均され、収益分配のつど調整されるものとしま

す。また、前項に規定する「受益者毎の信託時の

受益権の価額等」とは、原則として、受益者毎の

信託時の受益権の価額をいい、追加信託のつど

当該口数により加重平均され、収益分配のつど

調整されるものとします。 

 

（収益分配金および償還金の時効) 

第45条 受益者が、収益分配金については第44

条第1項に規定する支払開始日から５年間その

支払いを請求しないとき、ならびに信託終了によ

る償還金については第44条第３項に規定する支

払開始日から10年間その支払いを請求しないと
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きは、その権利を失い、受託者から交付を受けた

金銭は、委託者に帰属します。 

 

（信託契約の一部解約） 

第46条 受益者は、自己に帰属する受益権につ

き、委託者に１口単位、あるいは、販売会社が定

める単位をもって一部解約の実行を請求すること

ができます。 

② 受益者が前項の一部解約の実行を請求をす

るときは、販売会社に対し、振替受益権をもって

行うものとします。 

③ 前２項の規定にかかわらず、一部解約の実行

を請求する日がチューリッヒの銀行休業日と同日

の場合には、原則として受益権の一部解約の実

行の請求の受付けは行いません。  

④ 委託者は、第１項の一部解約の実行の請求を

受付けた場合には、この信託契約の一部を解約

します。なお、第１項の一部解約の実行の請求を

行う受益者は、その口座が開設されている振替

機関等に対して当該受益者の請求に係るこの信

託契約の一部解約を委託者が行うのと引き換え

に、当該一部解約に係る受益権の口数と同口数

の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にし

たがい当該振替機関等の口座において当該口

数の減少の記載または記録が行われます。 

⑤ 前項の一部解約の価額は、一部解約の実行

の請求日の翌営業日の基準価額から当該基準価

額に0.2％の率を乗じて得た額を信託財産留保額

として控除した価額とします。 

⑥ 委託者は、金融商品取引所等における取引

の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止

その他やむを得ない事情があるときは、第１項に

よる一部解約の実行の請求の受付けを中止する

ことおよびすでに受付けた一部解約の請求の受

付けを取消すことができます。 

⑦ 前項により一部解約の実行の請求の受付け

が中止された場合には、受益者は当該受付け中

止以前に行った当日の一部解約の実行の請求を

撤回できます。ただし､受益者がその一部解約の

実行の請求を撤回しない場合には、当該受益権

の一部解約の価額は、当該受付け中止を解除し

た後の 初の基準価額の計算日に一部解約の

実行の請求を受付けたものとして、第５項の規定

に準じて算出した価額とします。 

⑧ 委託者は、信託契約の一部を解約することに

より、受益権の口数が10億口を下回ることとなっ

た場合は、受託者と合意のうえ、あらかじめ、監督

官庁に届け出ることにより、第48条の規定にした

がってこの信託契約を解約し、信託を終了させる

ことができます。 

 

（質権口記載又は記録の受益権の取り扱い) 

第47条 振替機関等の振替口座簿の質権口に記

載または記録されている受益権にかかる収益分

配金の支払い、一部解約の実行の請求の受付け、

一部解約金および償還金の支払い等について

は、この信託約款によるほか、民法その他の法令

等にしたがって取り扱われます。 

 

（信託契約の解約） 

第48条 委託者は、信託期間中において、この信

託契約を解約することが受益者のため有利であ

ると認めるとき、またはやむを得ない事情が発生

したときは、受託者と合意のうえ、この信託契約を

解約し、信託を終了させることができます。この場

合において、委託者は、あらかじめ、解約しようと

する旨を監督官庁に届け出るものとします。 

② 委託者は、前項の事項について、書面による

決議（以下「書面決議」といいます。）を行います。

この場合において、あらかじめ、書面決議の日な

らびに信託契約の解約の理由などの事項を定め、

当該決議の日の２週間前までに、この信託契約

に係る知れている受益者に対し、書面をもってこ

れらの事項を記載した書面決議の通知を発しま

す。 

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者お

よびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が

属するときの当該受益権に係る受益者としての受

託者を除きます。以下本項において同じ。）は受

益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使

することができます。なお、知れている受益者が

議決権を行使しないときは、当該知れている受益

者は書面決議について賛成するものとみなしま

す。 

④ 第２項の書面決議は議決権を行使することが

できる受益者の半数以上であって、当該受益者

の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行

います。 

⑤ 第２項から前項までの規定は、委託者が信託

契約の解約について提案をした場合において、

当該提案につき、この信託契約に係るすべての

受益者が書面または電磁的記録により同意の意



－ 67 － 

思表示をしたときには適用しません。 

 

（信託契約に関する監督官庁の命令） 

第49条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の

解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、

信託契約を解約し信託を終了させます。 

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの

信託約款を変更しようとするときは、第53条の規

定にしたがいます。 

 

（委託者の登録取消等に伴う取扱い） 

第50条 委託者が監督官庁より登録の取消を受

けたとき、解散したときまたは業務を廃止したとき

は、委託者は、この信託契約を解約し、信託を終

了させます。 

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信

託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委

託会社に引継ぐことを命じたときは、この信託は、

第53条第４項の規定による決議の効力が発生し

ない場合を除き、当該投資信託委託会社と受託

者との間において存続します。 

 

（委託者の事業の譲渡および承継に伴う取扱い） 

第51条 委託者は、事業の全部または一部を譲

渡することがあり、これに伴い、この信託契約に

関する事業を譲渡することがあります。 

② 委託者は、分割により事業の全部または一部

を承継させることがあり、これに伴い、この信託契

約に関する事業を承継させることがあります。 

 

（受託者の辞任および解任に伴う取扱い） 

第52条 受託者は、委託者の承諾を受けてその

任務を辞任することができます。受託者がその任

務に違反して信託財産に著しい損害を与えたこと

その他重要な事由があるときは、委託者または受

益者は、裁判所に受託者の解任を申立てること

ができます。受託者が辞任した場合、または裁判

所が受託者を解任した場合、委託者は、第53条

の規定にしたがい、新受託者を選任します。なお、

受益者は、上記によって行う場合を除き、受託者

を解任することはできないものとします。 

② 委託者が新受託者を選任できないときは、委

託者はこの信託契約を解約し、信託を終了させま

す。 

 

（信託約款の変更等） 

第53条 委託者は、受益者の利益のため必要と

認めるときまたはやむを得ない事情が発生したと

きは、受託者と合意のうえ、この信託約款を変更

することまたはこの信託と他の信託との併合（投

資信託及び投資法人に関する法律第16条第２号

に規定する「委託者指図型投資信託の併合」をい

います。以下同じ。）を行うことができるものとし、

あらかじめ、変更または併合しようとする旨および

その内容を監督官庁に届け出ます。なお、この信

託約款は本条に定める以外の方法によって変更

することができないものとします。 

② 委託者は、前項の事項（前項の変更事項にあ

っては、その内容が重大なものに該当する場合

に限ります。以下、併合と合わせて「重大な信託

約款の変更等」といいます。）について、書面決

議を行います。この場合において、あらかじめ、

書面決議の日ならびに重大な信託約款の変更等

の内容およびその理由などの事項を定め、当該

決議の日の２週間前までに、この信託約款に係る

知れている受益者に対し、書面をもってこれらの

事項を記載した書面決議の通知を発します。 

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者お

よびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が

属するときの当該受益権に係る受益者としての受

託者を除きます。以下本項において同じ。）は受

益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使

することができます。なお、知れている受益者が

議決権を行使しないときは、当該知れている受益

者は書面決議について賛成するものとみなしま

す。 

④ 第２項の書面決議は議決権を行使することが

できる受益者の半数以上であって、当該受益者

の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行

います。 

⑤ 書面決議の効力は、この信託のすべての受

益者に対してその効力を生じます。 

⑥ 第２項から前項までの規定は、委託者が重大

な信託約款の変更等について提案をした場合に

おいて、当該提案につき、この信託約款に係る

すべての受益者が書面又は電磁的記録により同

意の意思表示をしたときには適用しません。 

⑦ 前各項の規定にかかわらず、この投資信託に

おいて併合の書面決議が可決された場合にあっ

ても、当該併合にかかる一又は複数の他の投資

信託において当該併合の書面決議が否決された
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場合は、当該他の投資信託との併合を行うことは

できません。 

 

（反対者の買取請求権) 

第54条 第48条に規定する信託契約の解約また

は前条に規定する重大な信託約款の変更等を行

う場合には、書面決議において当該解約または

重大な信託約款の変更等に反対した受益者は、

受託者に対し、自己の有する受益権を、信託財

産をもって買取るべき旨を請求することができま

す。この買取請求権の内容および買取請求の手

続に関する事項は、第48条第２項または前条第２

項に規定する書面に付記します。 

 

（他の受益者の氏名等の開示の請求の制限） 

第55条 この信託の受益者は、委託者または受託

者に対して、次に掲げる事項の開示の請求を行う

ことはできません。 

1．他の受益者の氏名または名称および住所 

2．他の受益者が有する受益権の内容 

 

（公告） 

第56条 委託者が受益者に対してする公告は、日

本経済新聞に掲載します。 

 

（信託約款に関する疑義の取扱い） 

第57条 この信託信託約款の解釈について疑義

を生じたときは、委託者と受託者との協議により定

めます。 

 

 

（付 則） 

第１条 この信託約款において「自動けいぞく投

資契約」とは、この信託について受益権取得申込

者と販売会社が締結する「自動けいぞく投資契

約」と別の名称で同様の権利義務関係を規定す

る契約を含むものとします。この場合、「自動けい

ぞく投資契約」は当該別の名称に読み替えるもの

とします。 

 

 

 

 

 

 

上記条項により信託契約を締結します。 

 

平成20年４月30日 

 

委託者 

東京都千代田区内幸町二丁目1番8号 

新生インベストメント・マネジメント株式会社 

 

受託者 

東京都港区芝三丁目23番１号 

中央三井アセット信託銀行株式会社 



－ 69 － 
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新生インベストメント・マネジメント株式会社 
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運用の基本方針 

信託約款第15条に基づき委託者の定める方針は、次のものとします。 

 

１ 基本方針 

この投資信託は、信託財産の成長をめざして積極的な運用を行います。 

 

２ 運用方法 

（１） 投資対象 

世界の先進国の株式を主要投資対象とします。 

 

（２） 投資態度 

①主として世界の先進国の株式に投資し、信託財産の成長をめざして積極的な運用を行いま

す。 

②株式等の運用については、バンク･ジュリアス･ベア･アンド･シーオー･エルティディ（以下、「ジュ

リアス･ベア」という）に運用の指図に関する権限を委託します。 

③ジュリアス･ベア独自の評価モデルを用いて銘柄選択を行います。 

④株式への投資は高位を維持することを基本とします。 

⑤外貨建て資産について、原則として為替ヘッジを行いません。 

⑥資金動向や市場動向等の事情によって、上記のような運用ができない場合があります。 

 

（３） 投資制限 

①株式への投資割合に制限を設けません。 

②外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

③同一銘柄の株式への投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下としま

す。 

④投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の 5％以下とします。 

⑤新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、取得時において信託財産の純資産

総額の 10％以下とします。 

⑥同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、取得時において信託財

産の純資産総額の 5％以下とします。 

⑦同一銘柄の転換社債ならびに転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、取得時におい

て信託財産の純資産総額の10％以下とします。 
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親投資信託 世界株式マザーファンド 信託約款 

 

(信託の種類、委託者および受託者) 

第１条 この信託は、その受益権を他の投資信託

の受託者に取得させることを目的とする証券投資

信託であり、新生インベストメント・マネジメント株

式会社を委託者とし、中央三井アセット信託銀行

株式会社を受託者とします。 

② この信託は、信託法（平成18年法律第108号）

（以下「信託法」といいます。）の適用を受けます。 

③ 受託者は、信託法第 28 条第 1 号に基づく信

託事務の委託として、信託事務の処理の一部に

ついて、金融機関の信託業務の兼営等に関する

法律第 1 条第 1 項の規定による信託業務の兼営

の認可を受けた一の金融機関（受託者の利害関

係人（金融機関の信託業務の兼営等に関する法

律第 2 条第 1 項にて準用する信託業法第 29 条

第 2 項第 1 号に規定する利害関係人をいいます。

以下この条において同じ。）を含みます。）と信託

契約を締結し、これを委託することができます。 

④ 前項における利害関係人に対する業務の委

託については、受益者の保護に支障を生じること

がない場合に行うものとします。 

 

（信託の目的および金額） 

第２条 委託者は、金500億円を限度として受益者

のために利殖の目的をもって信託し、受託者はこ

れを引受けます。 

 

（信託金の限度額） 

第３条 委託者は受託者と合意のうえ、金5,000億

円を限度として信託金を追加することができま

す。 

② 委託者は、受託者と合意の上、第１項の限度

額を変更することができます。 

 

（信託期間） 

第４条 この信託の期間は、信託契約締結日から

第44条第１項、第45条第１項、第46条第１項もしく

は第48条第２項の規定による信託終了の日また

は信託契約解約の日までとします。 

 

(受益証券の取得申込みの勧誘の種類) 

第５条 この信託にかかる受益証券（第10条第４

項の受益証券不所持の申出があった場合は受益

権とします。以下、第６条および第50条において

同じ。）の取得申込みの勧誘は、金融商品取引法

第２条第３項第２号イに掲げる場合に該当し、投

資信託及び投資法人に関する法律第２条第９項

で定める適格機関投資家私募により行われま

す。  

 

（受益者） 

第６条 この信託の元本および収益の受益者は、

この信託の受益証券を投資対象とする新生イン

べストメント・マネジメント株式会社の証券投資信

託の受託者である信託業務を営む銀行とし、金

融商品取引法第２条第３項第１号に規定する適格

機関投資家に限るものとします。 

 

（受益権の分割および再分割） 

第7条 委託者は、第２条の規定による受益権に

ついては、500億口を限度として均等に分割しま

す。また、追加信託によって生じた受益権につい

ては、これを追加信託のつど第８条第１項の追加

口数に、それぞれ均等に分割します。 

② 委託者は、受託者と協議のうえ、一定日現在

の受益権を均等に再分割できます。 

 

（追加信託金の計算方法） 

第８条 追加信託金は、追加信託を行う日の追加

信託または信託契約の一部解約（以下「一部解

約」といいます。）の処理を行う前の信託財産に属

する資産(受入担保金代用有価証券を除きます。)

を法令および社団法人投資信託協会規則に従っ

て時価評価して得た信託財産の資産総額から負

債総額を控除した金額(以下「純資産総額」といい

ます。)を追加信託または一部解約を行う前の受

益権総口数で除した金額に、当該追加信託にか

かる受益権の口数を乗じた額とします。なお、外

貨建資産(外国通貨表示の有価証券(以下「外貨

建有価証券」といいます。)、預金その他の資産を

いいます。以下同じ。)の円換算については、原

則として、わが国における計算日の対顧客電信

売買相場の仲値によって計算します。 

② 第27条に規定する予約為替の評価は、原則

として、わが国における計算日の対顧客先物売

買相場の仲値によるものとします。 

 

（信託日時の異なる受益権の内容） 

第９条 この信託の受益権は、信託の日時を異に

することにより差異を生ずることはありません。 
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（受益証券の発行および種類ならびに受益証券

不所持の申出） 

第10条 委託者は、第７条の規定により分割され

た受益権を表示する記名式の受益証券を発行し

ます。 

② 委託者が発行する受益証券は、１口の整数倍

の口数を表示した受益証券とします。 

③ 受益者は当該受益証券を他に譲渡すること

はできません。 

④ 前各項の規定にかかわらず、受益者は、委託

者に対し、当該受益者の有する受益権に係る受

益証券の所持を希望しない旨を申し出ることがで

きます。 

⑤ 前項の規定による申出は、その申出に係る受

益権の内容を明らかにしなければなりません。こ

の場合において、当該受益権に係る受益証券が

発行されているときは、当該受益者は、当該受益

証券を委託者に提出しなければなりません。 

⑥ 第４項の規定による申出を受けた委託者は、

遅滞なく、前項前段の受益権に係る受益証券を

発行しない旨を受益権原簿に記載し、又は記録

します。 

⑦ 委託者は、前項の規定による記載又は記録を

したときは、第５項前段の受益権に係る受益証券

を発行しません。 

⑧ 第５項後段の規定により提出された受益証券

は、第６項の規定による記載又は記録をした時に

おいて、無効となります。 

⑨ 第４項の規定による申出をした受益者は、い

つでも、委託者に対し、第５項前段の受益権に係

る受益証券を発行することを請求することができ

ます。この場合において、同項後段の規定により

提出された受益証券があるときは、受益証券の発

行に要する費用は、当該受益者の負担とします。 

 

（受益証券の発行についての受託者の認証） 

第11条 委託者は、前条第１項の規定により受益

証券を発行するときは、その発行する受益証券が

この信託約款に適合する旨の受託者の認証を受

けなければなりません。 

② 前項の認証は、受託者の代表取締役がその

旨を受益証券に記載し、記名捺印することによっ

て行います。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第12条 この信託において投資の対象とする資

産の種類は、次に掲げるものとします。 

1．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資

信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で

定めるものをいいます。以下同じ。） 

（イ）有価証券 

（ロ）デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引

法第２条第20項に規定するものをいい、信託約

款第20条および第21条に定めるものに限りま

す。） 

（ハ）約束手形 

（ニ）金銭債権 

2．次に掲げる特定資産以外の資産 

（イ）為替手形 

 

（運用の指図範囲） 

第13条 委託者(第16条に規定する委託者から運

用指図権限の委託を受けたものを含みます。以

下、信託約款第15条、第17条、第19条から第21

条、第23条から第25条、第27条および第31条か

ら第32条までに付いて同じ。)は、信託金を、主と

して次の有価証券（金融商品取引法第２条第２項

の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲

げる権利を除きます。）に投資することを指図しま

す。 

１.株券または新株引受権証書 

２.国債証券 

３.地方債証券 

４.特別の法律により法人の発行する債券 

５.社債券（新株引受権証券と社債券が一体となっ

た新株引受権付社債券（以下「分離型新株引受

権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を

除きます。） 

６. コマーシャル・ペーパー 

７. 新株引受権証券（分離型新株引受権付社債

券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）

および新株予約権証券 

８.外国または外国の者の発行する証券または証

書で、前各号の証券または証書の性質を有する

もの 

９.投資信託または外国投資信託の受益証券（金

融商品取引法第２条第１項第10号で定めるもの

をいいます。） 

10.投資証券もしくは投資法人債券または外国投

資証券（金融商品取引法第２条第１項第11号で

定めるものをいいます。） 

11.外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引
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法第２条第１項第18号で定めるものをいいま

す。） 

12.オプションを表示する証券または証書（金融

商品取引法第２条第１項第19号で定めるものを

いい、有価証券に係るものに限ります。） 

13.預託証書（金融商品取引法第２条第１項第20

号で定めるものをいいます。） 

14.外国法人が発行する譲渡性預金証書 

15.指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法

第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託

の受益証券に限ります。） 

16.抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第16

号で定めるものをいいます。） 

17.貸付債権信託受益権であって金融商品取引

法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信

託の受益証券に表示されるべきもの 

18.外国の者に対する権利で前号の有価証券の

性質を有するもの 

 なお、第１号の証券または証書ならびに第８号

および第13号の証券または証書のうち第１号の

証券または証書の性質を有するものを以下「株

式」といい、第２号から第５号までの証券ならび

に第８号および第13号の証券または証書のうち

第２号から第５号までの証券の性質を有するも

のを以下「公社債」といい、第９号および第10号

の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

②前項の規定にかかわらず、この信託の設定、

解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委

託者が運用上必要と認めるときは、委託者は、信

託金を、次に掲げる金融商品（金融商品取引法

第２条第２項の規定により有価証券とみなされる

同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用

することの指図ができます。 

１.預金 

２.指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第

14号に規定する受益証券発行信託を除きま

す。） 

３.コール・ローン 

４.手形割引市場において売買される手形 

５.貸付債権信託受益権であって金融商品取引法

第２条第２項第１号で定めるもの 

６.外国の者に対する権利で前号の権利の性質を

有するもの 

③ 委託者は、信託財産に属する新株引受権証

券および新株予約権証券の時価総額が、取得時

において信託財産の純資産総額の100分の10を

超えることとなる投資の指図をしません。 

④ 委託者は、信託財産に属する投資信託証券

の時価総額が信託財産の純資産総額の100分の

５を超えることとなる投資の指図をしません。 

 

（利害関係人等との取引等） 

第14条 受託者は、受益者の保護に支障を生じる

ことがないものであり、かつ信託業法、投資信託

及び投資法人に関する法律ならびに関連法令に

反しない場合には、委託者の指図により、信託財

産と、受託者（第三者との間において信託財産の

ためにする取引その他の行為であって、受託者

が当該第三者の代理人となって行うものを含みま

す。）および受託者の利害関係人（金融機関の信

託業務の兼営等に関する法律第2条第1項にて準

用する信託業法第29条第2項第1号に規定する利

害関係人をいいます。以下本項、次項および第

28条において同じ。）、第28条第１項に定める信

託業務の委託先およびその利害関係人または受

託者における他の信託財産との間で、前２条に掲

げる資産への投資等ならびに第17条、第19条か

ら第21条、第23条から第25条、第27条および第

31条から第32条に掲げる取引その他これらに類

する行為を行うことができます。 

② 受託者は、受託者がこの信託の受託者として

の権限に基づいて信託事務の処理として行うこと

ができる取引その他の行為について、受託者ま

たは受託者の利害関係人の計算で行うことがで

きるものとします。なお、受託者の利害関係人が

当該利害関係人の計算で行う場合も同様としま

す。 

③ 委託者は、金融商品取引法、投資信託及び

投資法人に関する法律ならびに関連法令に反し

ない場合には、信託財産と、委託者、その取締役、

執行役および委託者の利害関係人等（金融商品

取引法第31条の４第５項および同条第６項に規定

する親法人等又は子法人等をいいます。）または

委託者が運用の指図を行う他の信託財産との間

で、前２条に掲げる資産への投資等ならびに第

17条、第19条から第21条、第23条から第25条、第

27条および第31条から第32条に掲げる取引その

他これらに類する行為を行うことの指図をすること

ができ、受託者は、委託者の指図により、当該投

資等ならびに当該取引、当該行為を行うことがで

きます。 

④ 前３項の場合、委託者および受託者は、受益
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者に対して信託法第31条第３項および同法第32 

条第３項の通知は行ないません。 

 

（運用の基本方針） 

第15条 委託者は、信託財産の運用にあたって

は、別に定める運用の基本方針にしたがって、そ

の指図を行います。 

 

（運用の権限委託） 

第16条 委託者は、運用の指図（第13条第２項の

規定に基づく運用指図を除きます。）に関する権

限を次の者に委託します。  

委託先名称：バンク･ジュリアス･ベア･アンド･シー

オー･エルティディ 

所在地：Bahnhofstrasse36,CH-8010 Zurich 

Switzerland 

②前項の委託を受けた者が受ける報酬は、この

信託の受益証券を投資対象とする証券投資信託

の委託者が受ける信託報酬から支弁するものとし、

支弁時期については、この信託に係る前項の委

託を受けた者との別途契約に定めるものとしま

す。 

③第1項の委託を受けた者が受ける報酬額は、信

託財産の純資産総額に、以下の率を乗じて得た

額とします。       

120 億円以下の部分 0. 65％ 

120 億円超 360 億円以下の部分 0. 60％ 

360 億円超 600 億円以下の部分 0. 55％ 

600 億円超 900 億円以下の部分 0. 50％ 

900 億円超 1,200 億円以下の部分 0. 45％ 

1,200 億円超の部分 0. 40％ 

④第１項の規定にかかわらず、第１項により委託

を受けた者が、法律に違反した場合、信託契約

に違反した場合、信託財産に重大な損失を生じ

せしめた場合等において、委託者は、運用の指

図に関する権限を中止または委託の内容を変更

することができます。 

 

（投資する株式等の範囲） 

第17条 委託者が投資することを指図する株式、

新株引受権証券および新株予約権証券は、金融

商品取引所（金融商品取引法第２条第16項に規

定する金融商品取引所および金融商品取引法第

２条第８項第３号ロに規定する外国金融商品取引

所をいいます。以下同じ。）等に上場されている

株式の発行会社の発行するものおよび金融商品

取引所に準ずる金融商品取引所において取引さ

れている株式の発行会社の発行するものとしま

す。ただし、株主割当または社債権者割当により

取得する株式、新株引受権証券および新株予約

権証券については、この限りではありません。 

② 前項の規定にかかわらず、上場予定または

登録予定の株式で目論見書等において上場また

は登録されることが確認できるものについては委

託者が投資することを指図することができるものと

します。  

 

（同一銘柄の株式等の投資制限）  

第18条 委託者は、取得時において信託財産に

属する同一銘柄の株式の時価総額が、信託財産

の純資産総額の100分の10を超えることとなる投

資の指図をしません。 

② 委託者は、取得時において信託財産に属す

る同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権

証券の時価総額が、信託財産の純資産総額の

100分の５を超えることとなる投資の指図をしませ

ん。 

 

（信用取引の指図範囲） 

第19条 委託者は、信託財産の効率的な運用に

資するため、信用取引により株券を売り付けること

の指図をすることができます。なお、当該売り付

けの決済については、株券の引き渡しまたは買

い戻しにより行うことの指図をすることができるも

のとします。 

② 前項の信用取引の指図は、当該売付けに係

る建玉の時価総額が、信託財産の純資産総額の

範囲内とします。 

③ 信託財産の一部解約の事由により、前項の売

付けに係る建玉の時価総額が信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、委託者は速

やかに、その超える額に相当する売付けの一部

を決済するための指図をするものとします。 

 

（先物取引等の運用指図・目的・範囲） 

第20条 委託者は、わが国の金融商品取引所に

おける有価証券先物取引（金融商品取引法第28

条第８項第３号イに掲げるものをいいます。）、有

価証券指数等先物取引（金融商品取引法第28条

第８項第３号ロに掲げるものをいいます。）および

有価証券オプション取引（金融商品取引法第28

条第８項第３号ハに掲げるものをいいます。）なら
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びに外国の金融商品取引所におけるこれらの取

引と類似の取引を次の範囲で行うことの指図をす

ることができます。なお、選択権取引は、オプショ

ン取引に含めて取り扱うものとします（以下同

じ。）。 

②委託者は、わが国の金融商品取引所における

通貨に係る先物取引およびオプション取引なら

びに外国の金融商品取引所における通貨に係る

先物取引およびオプション取引を行うことの指図

をすることができます。 

③委託者は、わが国の金融商品取引所における

金利に係る先物取引およびオプション取引なら

びに外国の金融商品取引所におけるこれらの取

引と類似の取引を行うことの指図をすることができ

ます。 

 

（スワップ取引の運用指図・目的） 

第21条 委託者は、信託財産に属する資産の効

率的な運用に資するため、異なった通貨、異なっ

た受取り金利または異なった受取り金利とその元

本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「ス

ワップ取引」といいます。）を行うことの指図をする

ことができます。 

② スワップ取引の指図にあたっては、当該取引

の契約期限が、原則として第４条に定める信託期

間を超えないものとします。ただし、当該取引が

当該信託期間内で全部解約が可能なものについ

てはこの限りではありません。 

③スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手

方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評

価するものとします。 

④委託者は、スワップ取引を行うにあたり担保の

提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行うものとしま

す。 

 

（同一銘柄の転換社債等への投資制限） 

第22条 委託者は、取得時において信託財産に

属する同一銘柄の転換社債ならびに新株予約権

付社債のうち会社法第236条第１項第３号の財産

が当該新株予約権付社債についての社債であっ

て当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で

存在し得ないことをあらかじめ明確にしているも

の（以下会社法施行前の旧商法第341条ノ３第１

項第７号及び第８号の定めがある新株予約権付

社債を含め「転換社債型新株予約権付社債」とい

います。）の時価総額が、信託財産の純資産総額

の100分の10を超えることとなる投資の指図をしま

せん。 

 

（有価証券の貸付の指図および範囲） 

第23条 委託者は、信託財産の効率的な運用に

資するため、信託財産に属する株式および公社

債を次の各号の範囲内で貸付の指図をすること

ができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式

の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時

価合計額の50％を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公

社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有す

る公社債の額面金額の合計額の50％を超えない

ものとします。 

②信託財産の一部解約の事由により、前項に定

める限度額を超えることとなった場合には、委託

者は速やかに、その超える額に相当する契約の

一部の解約を指図するものとします。 

③ 委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と

認めたときは、担保の受入れの指図を行うものと

します。 

 

(公社債の空売りの指図及び範囲) 

第 24 条 委託者は、信託財産の効率的な運用に

資するため、信託財産において有しない公社債

又は第 25 条の規定により借入れた公社債を売付

けることの指図をすることができます。なお、当該

売付けの決済については、売付けた公社債の引

渡し又は買戻しにより行うことの指図をすることが

できるものとします。 

② 前項の売付けの指図は、当該売付けに係る

公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の

範囲内とします。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の

売付けに係る公社債の時価総額が信託財産の純

資産総額を超えることとなった場合には、委託会

社は速やかに、その超える額に相当する売付け

の一部を決済するための指図をするものとしま

す。 

 

(公社債の借入れの指図及び範囲) 

第 25 条 委託者は、信託財産の効率的な運用に

資するため、公社債の借入れの指図をすることが

できます。なお、当該公社債の借入れを行うにあ
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たり、担保の提供が必要と認めたときは、担保の

提供の指図を行うものとします。 

② 前項の借入れの指図は、当該借入れに係る

公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の

範囲内とします。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の

借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の

純資産総額を超えることとなった場合には、委託

会社は速やかに、その超える額に相当する借入

れた公社債の一部を返還するための指図をする

ものとします。 

④ 第１項の借入れに係る品借料は信託財産中

から支弁します。 

 

（特別の場合の外貨建有価証券への投資制限） 

第26条 外貨建有価証券への投資については、

わが国の国際収支上の理由等により特に必要と

認められる場合には、制約されることがあります。 

 

（外国為替予約取引の指図および範囲） 

第 27 条 委託会社は、信託財産の効率的な運用

に資するため、外国為替の売買の予約取引の指

図をすることができます。 

② 前項の予約取引の指図は、信託財産に係る

為替の買予約の合計額と売予約の合計額との差

額につき円換算した額が、信託財産の純資産総

額を超えないものとします。ただし、信託財産に

属する外貨建資産の為替変動リスクを回避するた

めにする当該予約取引の指図については、この

限りではありません。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の

限度額を超えることとなった場合には、委託会社

は所定の期間内に、その超える額に相当する為

替予約の一部を解消するための外国為替の売買

の予約取引の指図をするものとします。 

 

（信託業務の委託等） 

第28条 受託者は､委託者と協議のうえ、信託業

務の一部について、信託業法第22条第1項に定

める信託業務の委託をするときは、以下に掲げる

基準のすべてに適合するもの（受託者の利害関

係人を含みます。）を委託先として選定します。 

１．委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務

の遂行に懸念がないこと 

２．委託先の委託業務に係る実績等に照らし､委

託業務を確実に処理する能力があると認められ

ること 

３．委託される信託財産に属する財産と自己の

固有財産その他の財産とを区分する等の管理

を行う体制が整備されていること 

４．内部管理に関する業務を適正に遂行するた

めの体制が整備されていること 

② 受託者は、前項に定める委託先の選定にあ

たっては、当該委託先が前項各号に掲げる基準

に適合していることを確認するものとします。 

③ 前２項にかかわらず、受託者は、次の各号に

掲げる業務を、受託者および委託者が適当と認

める者（受託者の利害関係人を含みます。）に

委託することができるものとします。 

１．信託財産の保存に係る業務 

２．信託財産の性質を変えない範囲内において、

その利用または改良を目的とする業務 

３．委託者（委託者より運用の指図権限を委託さ

れた者を含みます。）のみの指図により信託財

産の処分およびその他の信託の目的の達成の

ために必要な行為に係る業務 

４．受託者が行う業務の遂行にとって補助的な機

能を有する行為 

 

（混蔵寄託） 

第29条 金融機関または第一種金融商品取引業

者（金融商品取引法第28条第１項に規定する第

一種金融商品取引業を行う者をいいます。本条

においては、外国の法令に準拠して設立された

法人でこの者に類する者を含みます。）から、売

買代金および償還金等について円貨で約定し円

貨で決済する取引により取得した外国において

発行された譲渡性預金証書またはコマーシャル・

ペーパーは、当該金融機関または第一種金融商

品取引業者が保管契約を締結した保管機関に当

該金融機関または第一種金融商品取引業者の

名義で混蔵寄託できるものとします。 

 

（信託財産の登記等および記載等の留保等） 

第30条 信託の登記または登録をすることができ

る信託財産については、信託の登記または登録

をすることとします。ただし、受託者が認める場合

は、信託の登記または登録を留保することがあり

ます。 

② 前項ただし書きにかかわらず、受益者保護の

ために委託者または受託者が必要と認めるとき

は、速やかに登記または登録をするものとしま
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す。 

③ 信託財産に属する旨の記載または記録をす

ることができる信託財産については、信託財産に

属する旨の記載または記録をするとともに、その

計算を明らかにする方法により分別して管理する

ものとします。ただし、受託者が認める場合は、そ

の計算を明らかにする方法により分別して管理す

ることがあります。 

④ 動産（金銭を除きます。）については、外形上

区別することができる方法によるほか、その計算

を明らかにする方法により分別して管理すること

があります。 

 

（有価証券の売却等の指図） 

第31条 委託者は、信託財産に属する有価証券

の売却等の指図ができます。 

 

（再投資の指図） 

第32条 委託者は、前条の規定による売却代金、

有価証券に係る償還金等、株式の精算分配金、

有価証券等に係る利子等、株式に係る配当金お

よびその他の収入金を再投資することの指図が

できます。 

 

（損益の帰属） 

第33条 委託者の指図に基づく行為により信託財

産に生じた利益および損失は、すべて受益者に

帰属します。 

 

（受託者による資金の立替え) 

第34条 信託財産に属する有価証券について、

借替、転換、新株発行または株式割り当てがある

場合で、委託者の申出があるときは、受託者は資

金の立替えをすることができます。 

② 信託財産に属する有価証券に係る償還金等、

株式の精算分配金、有価証券等に係る利子等、

株式の配当金およびその他の未収入金で、信託

終了日までにその金額を見積りうるものがあるとき

は、受託者がこれを立替えて信託財産に繰入れ

ることができます。 

③ 前２項の立替金の決済および利息について

は、受託者と委託者との協議によりそのつど別に

これを定めます。 

 

（信託の計算期間） 

第35条 この信託の計算期間は、原則として毎年

12月21日から翌年12月20日までとします。ただし、

第1計算期間は信託契約締結日から平成20年12

月22日までとします。 

② 前項にかかわらず、前項の原則により各計算

期間終了日に該当する日（以下「該当日」といい

ます。）が休業日のとき、各計算期間終了日は、

該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期

間が開始されるものとします。ただし、 終計算

期間の終了日は、第４条に定める信託期間の終

了日とします。 

 

（信託財産に関する報告等） 

第36条 受託者は、毎計算期末に損益計算を行

い、信託財産に関する報告書を作成して、これを

委託者に提出します。 

② 受託者は、信託終了のときに 終計算を行い、

信託財産に関する報告書を作成して、これを委

託者に提出します。 

③ 受託者は、前２項の報告を行うことにより、受

益者に対する信託法第37条第３項に定める報告

は行なわないこととします。 

④ 受益者は、受託者に対し、信託法第37条第２

項に定める書類又は電磁的記録の作成に欠くこ

とのできない情報その他の信託に関する重要な

情報および当該受益者以外の者の利益を害する

おそれのない情報を除き、信託法第38条第１項

に定める閲覧又は謄写の請求をすることはできな

いものとします。 

 

（信託事務の諸費用） 

第 37 条 信託財産に関する租税、信託事務の処

理に要する諸費用および受託者の立替えた立替

金の利息は、受益者の負担とし、信託財産中から

支弁します。 

 

（信託報酬等） 

第38条 委託者および受託者は、この信託契約

に関しては、信託報酬を収受しません。 

 

（利益の留保） 

第39条 信託財産から生ずる利益は、信託終了

時まで信託財産中に留保し、期中には収益の分

配は行いません。    

 

（追加信託金および一部解約金の計理処理） 

第40条 追加信託金または信託の一部解約金は、
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当該金額と元本に相当する金額との差額を追加

信託にあたっては追加信託差金、信託の一部解

約にあたっては解約差金として処理します。 

 

（償還金の委託者への交付と支払に関する受託

者の免責） 

第41条 受託者は、信託が終了したときは、償還

金（信託終了時における信託財産の純資産総額

を受益権口数で除した額をいいます。以下同

じ。）の全額を委託者に交付します。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に償還金

を交付した後は、受益者に対する支払につき、そ

の責に任じません。 

 

(償還金の支払の時期) 

第42条 委託者は、受託者より償還金の交付を受

けた後、受益証券と引換えに（ただし、第10条第4

項の受益証券不所持の申出があった場合を除き

ます。）当該償還金を受益者に対して支払いま

す。 

 

（信託の一部解約） 

第43条 委託者は、受益者の請求があった場合

には、信託の一部を解約します。 

② 解約金は、一部解約を行う日の一部解約また

は追加信託の処理を行う前の信託財産の純資産

総額を、一部解約または追加信託を行う前の受

益権総口数で除した金額に、当該一部解約に係

る受益権の口数を乗じた額とします。 

 

（信託契約の解約） 

第44条 委託者は、信託期間中において、この信

託契約を解約することが受益者のため有利であ

ると認めるとき、またはやむを得ない事情が発生

したときは、受託者と合意のうえ、この信託契約を

解約し、信託を終了させることができます。この場

合において、委託者は、あらかじめ、解約しようと

する旨を監督官庁に届け出ます。 

② 委託者は、この信託の受益証券を投資対象と

することを信託約款において定めるすべての証

券投資信託がその信託を終了させることとなる場

合には、この信託契約を解約し、信託を終了させ

ます。この場合において、委託者は、あらかじめ、

解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。 

③ 委託者は、第１項の事項について、書面によ

る決議（以下「書面決議」といいます。）を行いま

す。この場合において、あらかじめ、書面決議の

日ならびに信託契約の解約の理由などの事項を

定め、当該決議の日の２週間前までに、この信託

契約に係る知れている受益者に対し、書面をもっ

てこれらの事項を記載した書面決議の通知を発

します。 

④ 前項の書面決議において、受益者（委託者お

よびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が

属するときの当該受益権に係る受益者としての受

託者を除きます。以下本項において同じ。）は受

益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使

することができます。なお、知れている受益者が

議決権を行使しないときは、当該知れている受益

者は書面決議について賛成するものとみなしま

す。 

⑤ 第３項の書面決議は議決権を行使することが

できる受益者の半数以上であって、当該受益者

の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行

います。 

⑥ 第３項から前項までの規定は、委託者が信託

契約の解約について提案をした場合において、

当該提案につき、この信託契約に係るすべての

受益者が書面又は電磁的記録により同意の意思

表示をしたときには適用しません。また、第２項の

規定に基づいてこの信託契約を解約する場合に

は適用しません。 

 

（信託契約に関する監督官庁の命令） 

第45条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の

解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、

信託契約を解約し信託を終了させます。 

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの

信託約款を変更しようとするときは、第49条の規

定にしたがいます。 

 

（委託者の登録取消等に伴う取扱い） 

第46条 委託者が監督官庁より登録の取消を受

けたとき、解散したときまたは業務を廃止したとき

は、委託者は、この信託契約を解約し、信託を終

了させます。 

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信

託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委

託会社に引継ぐことを命じたときは、この信託は、

第49条第４項の規定による決議の効力が発生し

ない場合を除き、当該投資信託委託会社と受託

者との間において存続します。 
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（委託者の事業の譲渡および承継に伴う取扱い） 

第47条 委託者は、事業の全部又は一部を譲渡

することがあり、これに伴い、この信託契約に関

する事業を譲渡することがあります。 

② 委託者は、分割により事業の全部又は一部を

承継させることがあり、これに伴い、この信託契約

に関する事業を承継させることがあります。 

 

（受託者の辞任および解任に伴う取扱い） 

第48条 受託者は、委託者の承諾を受けてその

任務を辞任することができます。受託者がその任

務に違反して信託財産に著しい損害を与えたこと

その他重要な事由があるときは、委託者または受

益者は、裁判所に受託者の解任を申立てること

ができます。受託者が辞任した場合、または裁判

所が受託者を解任した場合、委託者は、第49条

の規定にしたがい、新受託者を選任します。なお、

受益者は、上記によって行う場合を除き、受託者

を解任することはできないものとします。 

② 委託者が新受託者を選任できないときは、委

託者はこの信託契約を解約し、信託を終了させま

す。 

 

（信託約款の変更等） 

第49条 委託者は、受益者の利益のため必要と

認めるときまたはやむを得ない事情が発生したと

きは、受託者と合意のうえ、この信託約款を変更

することまたはこの信託と他の信託との併合（投

資信託及び投資法人に関する法律第16条第２号

に規定する「委託者指図型投資信託の併合」をい

います。以下同じ。）を行うことができるものとし、

あらかじめ、変更または併合しようとする旨および

その内容を監督官庁に届け出ます。なお、この信

託約款は本条に定める以外の方法によって変更

することができないものとします。 

② 委託者は、前項の事項（前項の変更事項にあ

っては、その内容が重大なものに該当する場合

に限ります。以下、併合と合わせて「重大な信託

約款の変更等」といいます。）について、書面決

議を行います。この場合において、あらかじめ、

書面決議の日ならびに重大な信託約款の変更等

の内容およびその理由などの事項を定め、当該

決議の日の２週間前までに、この信託約款に係る

知れている受益者に対し、書面をもってこれらの

事項を記載した書面決議の通知を発します。 

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者お

よびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が

属するときの当該受益権に係る受益者としての受

託者を除きます。以下本項において同じ。）は受

益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使

することができます。なお、知れている受益者が

議決権を行使しないときは、当該知れている受益

者は書面決議について賛成するものとみなしま

す。 

④ 第２項の書面決議は議決権を行使することが

できる受益者の半数以上であって、当該受益者

の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行

います。 

⑤ 書面決議の効力は、この信託のすべての受

益者に対してその効力を生じます。 

⑥ 第２項から前項までの規定は、委託者が重大

な信託約款の変更等について提案をした場合に

おいて、当該提案につき、この信託約款に係る

すべての受益者が書面又は電磁的記録により同

意の意思表示をしたときには適用しません。 

⑦ 前各項の規定にかかわらず、この投資信託に

おいて併合の書面決議が可決された場合にあっ

ても、当該併合にかかる一又は複数の他の投資

信託において当該併合の書面決議が否決された

場合は、当該他の投資信託との併合を行うことは

できません。 

 

（反対者の買取請求権） 

第 50 条 第 44 条に規定する信託契約の解約ま

たは前条に規定する重大な信託約款の変更等を

行う場合には、書面決議において当該解約また

は重大な信託約款の変更等に反対した受益者は、

受託者に対し、自己の有する受益証券を、信託

財産をもって買取るべき旨を請求することができ

ます。この買取請求権の内容および買取請求の

手続に関する事項は、第 44 条第３項または前条

第２項に規定する書面に付記します。 

 

（利益相反のおそれがある場合の受益者への書

面の交付） 

第51条 委託者は、この信託については投資信

託及び投資法人に関する法律第13条第１項に定

める書面を交付しません。 

 

（運用報告書） 

第52条 委託者は、この信託については投資信

託及び投資法人に関する法律第14条に定める運
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用報告書を交付しません。 

 

（公告） 

第53条 委託者が受益者に対してする公告は、日

本経済新聞に掲載します。 

 

（信託約款に関する疑義の取扱い） 

第54条 この信託約款の解釈について疑義を生

じたときは、委託者と受託者の協議により定めま

す。 

 

上記条項により信託契約を締結します。 

平成19年12月27日 

 

委託者 

東京都千代田区内幸町二丁目1番8号 

新生インベストメント・マネジメント株式会社 

 

受託者 

東京都港区芝三丁目23番１号 

中央三井アセット信託銀行株式会社 
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【信託用語集】 
運用報告書 投資信託の運用期間中の運用実績や経過、信託財産の内容、

有価証券売買状況などについて一定期間ごとに投資信託委託
会社により作成され、取扱い販売会社を通じて投資家に交付
される報告書です。 

会社型投資信託 投資信託自体が投資を目的とした投資法人（株式会社）を設
立し、投資証券（株券）を発行して投資主（株主）を募集し
ます。投資証券を購入した投資主が、その会社の投資運用に
よる収益等の分配を受ける形態の投資信託です。 

解約 

 

投資家が販売会社を通じて投資信託委託会社（運用会社）に
対して信託契約の解除を請求する換金方法で、直接解約請求
ともよばれます。 

解約価額 投資信託を解約する際の税引き前の価額です。信託財産留保
額がある場合は、基準価額から信託財産留保額を差し引いた
価額になります。 

為替ヘッジ 将来のある時点で事前に決められた一定の交換レートで外貨
を売り、円を買う取引を行うことで、保有する外貨建て資産
の為替変動に係るリスクを回避することをいいます。 

基準価額  投資信託の時価を表すものです。基準価額は、その日の投資
信託の純資産総額を受益権総口数で割って計算され、日々変
動します。なお、当初１口が１円で始まる投資信託は１万口
当たりの価額で表示することが一般的です。 

繰上げ償還 信託約款に定められた信託期間（運用期間）の満了日前に投
資信託が償還されることを繰上げ償還といいます。 

個別元本 受益者毎の投資信託取得時の単価をいい（申込手数料（税込）
は含まれません。）、複数回取得した場合は、追加取得のつど、
取得口数に応じて加重平均されます。 

収益分配 投資信託の決算期に、運用の結果あげられた収益などを受益
権の口数に応じて受益者に分配することをいいます。追加型
株式投資信託では、課税扱いとなる普通分配金と、「元本の一
部払戻しに相当する部分」として非課税扱いとなる特別分配
金があります。 

受益証券  契約型投資信託において受益権を表わす証券のことです。 

純資産総額 信託財産の資産を時価で評価した金額から負債金額を控除し
たものをいいます。 

償還 投資信託の信託期間（運用）が終了し受益者に金銭が返還さ
れることをいいます。 

信託期間  各投資信託ごとに定められた投資信託の運用期間をいいま
す。有期限のものと期間の定めのない無期限のものとがあり
ます。 

信託財産  投資信託として運用される資産のことをいいます。信託財産
は受託会社により保管・管理されます。 

信託財産留保額  投資信託を中途解約する投資家から徴収する一定の金額で、
信託財産に繰り入れます。これにより、引続き投資を続ける
投資家との公平性の確保を図っています。 
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信託報酬 投資家が、投資信託の運用・管理にかかる費用として信託財
産の中から日々間接的に負担する費用です。信託報酬は委託
者（投資信託会社）・受託者（信託銀行）・販売会社の業務に
対する対価として支払われます。 

信託約款 契約型投資信託において投資信託委託会社と受託会社との間
に締結され、信託契約が記されています。 

投資信託証券 一般に、投資信託証券とは、契約型の投資信託（投資信託ま
たは外国投資信託）の受益証券や会社型の投資信託（投資法
人および外国投資法人）の投資証券をいいます。 

投資信託説明書 

(目論見書) 

投資信託の募集・販売の際に用いられる当該投資信託の募集
要項や費用、運用に係る内容等を記載した説明書のことです。
金融商品取引法では、投資信託会社に対し作成義務、販売会
社に対し交付義務を課し投資家の投資判断材料として提供さ
れることになっています｡目論見書ともいいます。 

トップダウン・アプロ

ーチ 

経済・金利・為替などのマクロ的な投資環境の予測から、資
産配分や業種別配分を決定し、その後個別銘柄の選別を行う
運用手法です。 

トラッキング・ 

エラー 

資産運用において、ベンチマークに対するリターンの乖離す
る可能性を示す指標です。 

分配金再投資 

（累積投資） 

投資信託が収益分配を行うつど、その課税処理後の収益分配
金を同一の投資信託に速やかに再投資する仕組みをいいま
す。 

ベンチマーク 投資信託の運用を行うにあたり、目標とする指標をいいます。
アクティブ型ファンドの場合は、ベンチマークを上回る投資
成果をめざし、インデックス型ファンドの場合はベンチマー
クとの連動をめざします。 

ボトムアップ・アプロ

ーチ 

個別企業の調査・分析をベースに投資銘柄を選定していく運
用手法のことです。 

 
 



                         投資信託説明書         

                                    [ 請求目論見書 ] 

                                               2008.04 

 

 

 

新生・世界株式ファンド (複利効果重視型) 

新生・世界株式ファンド （分配重視型) 

追加型株式投資信託/国際株式型（一般型）/自動けいぞく投資可能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設定・運用は 

新生インベストメント・マネジメント株式会社 

 
本書は金融商品取引法第13 条の規定に基づき、投資家の請求により交付される目論見書です。 



この投資信託説明書（請求目論見書）により行う「新生･世界株式ファンド（複利効果重視型）」およ

び「新生･世界株式ファンド（分配重視型）」の募集については、委託会社は、金融商品取引法（昭

和 23 年法第 25 号）第５条の規定により有価証券届出書を平成 20 年３月 26 日に関東財務局長

に提出しており、平成 20 年４月 11 日にその効力が発生しております。 

 

 

 

 
 

「新生･世界株式ファンド（複利効果重視型）」および「新生･世界株式ファンド（分配

重視型）」は、主として、マザーファンドへの投資を通じて、世界の先進国の株式等

を投資対象としますので、組入株式の価格の変動や、発行会社の倒産や財務状況

の悪化等の影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、外貨

建資産に投資をする場合は、為替の変動により、損失を被ることがあります。 

 
 

・投資信託は預金保険または保険契約者保護機構の対象ではありません。 

・銀行など登録金融機関で投資信託を購入された場合、投資者保護基金の支払

対象ではありません。 

・投資信託は金融機関の預金と異なり、元本および利息の保証はありません。 

・投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客様が負うこ

とになります。 
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第三部 【ファンドの詳細情報】 

新生・世界株式ファンド（複利効果重視型） 

新生・世界株式ファンド（分配重視型） 

（以下 上記を総称して、「ファンド」または「当ファンド」ということがあります。） 

第１ 【ファンドの沿革】 

平成 20 年４月 30 日    信託契約締結、ファンドの設定日、運用開始 （予定） 

第２ 【手続等】 

（１） 【申込(販売)手続等】 

・販売会社の営業日は、原則として、いつでも申込みが可能です。 

・原則として、午後３時(わが国の金融商品取引所が半休日の場合は午前 11 時)までに、販売

会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分とします。なお、上記時刻を過ぎた

場合は、翌営業日の取扱いとなります。 

※取得申込者は販売会社に、取得申込と同時にまたは予め、自己のために開設されたファ

ンドの受益権の振替を行うための振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取得

申込者に係る口数の増加の記載または記録が行われます。なお、販売会社は、当該取得

申込の代金の支払いと引き換えに、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の記

載または記録を行うことができます。委託者は、当初設定及び追加信託により分割された

受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載または記録をするため社振法

に定める事項の振替機関への通知を行うものとします。振替機関等は、委託者から振替機

関への通知があった場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな

記載または記録を行います。受託者は、当初設定については設定日（平成 20 年４月 30

日）に、追加信託により生じた受益権については追加信託のつど、振替機関の定める方法

により、振替機関へ当該受益権に係る信託を設定した旨の通知を行います。 

① 取得申込不可日 

継続申込期間中は、販売会社の営業日であっても、取得申込日が下記に該当する場合は、

取得のお申込みの受付は行いません。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

●チューリッヒの銀行休業日 

② 申込単位 

申込単位につきましては、販売会社ないしは委託会社の下記照会先にお問い合わせくだ

さい。 

新生インベストメント・マネジメント株式会社 

ホームページ アドレス  http://www.shinsei-investment.com 

電話番号 03-5157-5549 

お問合せ時間（営業日）９：00～17：00（半休日となる場合は９：00～12：00） 

③ コースの選択 
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収益分配金の受取方法によって、「一般コース」と「自動けいぞく投資コース」の２通りがあり

ます。なお、販売会社や申込形態によっては、どちらか一方のコースのみのお取り扱いとな

る場合等があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

「一般コース」 

・お申込みの際に、販売会社に取引口座を開設のうえ、お申込ください。 

「自動けいぞく投資コース」 

・お申込みの際に、販売会社との間で「自動けいぞく投資契約」を結んでいただきます。別

の名称で当該契約と同様の権利義務関係を規定する契約または規定が用いられることが

あります。 

・収益分配金は、原則として各計算期間終了日の基準価額で再投資されます。手数料はか

かりません。 

 

④ 申込価額と金額 

・受益権の申込価額は、取得申込受付日の翌営業日の基準価額(当初申込期間中は 1 口

当り 1 円)とします。 

・取得申込受付日の翌営業日の基準価額(当初申込期間中は 1 口当り 1 円)に取得申込口

数を乗じて得た額に、お申込手数料と当該手数料に係る消費税等相当額を加算した額で

す。 

・お申込金額は、販売会社にお支払いいただきます。 

⑤ 申込手数料 

(ⅰ)取得申込受付日の翌営業日の基準価額(当初申込期間中は 1 口当り1 円)に 3.15％（税

抜 3.0％）を上限として、販売会社が独自に定める率を乗じて得た額とします。 

(ⅱ)収益分配金を再投資する場合には手数料は無手数料とします。 

⑥ 取得申込の受付の中止、既に受付けた取得申込の受付の取消 

継続申込期間においては、金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、

決済機能の停止その他やむを得ない事情があるときは、信託約款の規定に従い、委託者の

判断でファンドの受益権の取得申込みの受付けを中止すること、および既に受付けた取得

申込みの受付けを取り消す場合があります。 

 

（２） 【換金(解約)手続等】 

① 換金の請求 

・販売会社の営業日は、原則として、いつでも換金が可能です。 

・原則として、午後３時（わが国の金融商品取引所が半休日となる場合は午前 11 時）までに、

販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分とします。なお、上記時刻を過

ぎた場合は、翌営業日の取扱いとなります。 
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※換金の請求を行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益

者の請求に係るこの信託契約の一部解約を委託者が行うのと引き換えに、当該一部解約

に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当

該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。なお、

換金の請求を受益者がするときは、振替受益権をもって行うものとします。 

② 換金請求不可日 

販売会社の営業日であっても、換金請求申込日が下記に該当する場合は、換金請求のお

申込みの受付は行いません。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

●チューリッヒの銀行休業日 

③ 換金制限 

ファンドの規模および商品性格などに基づき、運用上の支障をきたさないようにするため、

大口の換金には受付時間制限および金額制限を行う場合があります。詳しくは、販売会社

にお問い合わせください。 

④ 換金単位 

販売会社が定める単位を持って換金できます。 

※販売会社によっては、換金単位が異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い

合わせください。 

⑤ 解約価額 

解約請求受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額※（当該基準価額に 0.2％の

率を乗じて得た額）を控除した価額とします。 

※ 「信託財産留保額」とは、償還時まで投資を続ける投資家との公平性の確保やファンド

残高の安定的な推移を図るため、クローズド期間の有無に関係なく、信託期間満了前の

解約に対し解約者から徴収する一定の金額(基準価額に 0.2％)を乗じて得た額をいい、

信託財産に繰り入れられます。 

⑥ 手取額 

１口当たりのお手取額は、解約価額※１から所得税および地方税（当該解約価額が受益者毎

の個別元本※２を超過した額に対し 10％※３）を差し引いた金額となります。 

※１ 解約価額＝基準価額－信託財産留保額＝基準価額－(基準価額×0.2％) 

※２ 「個別元本」とは、受益者毎の信託時の受益権の価額等(申込手数料および当該申込

手数料にかかる消費税等相当額は含まれません。)をいいます。 

※３ 法人受益者は、所得税（７％）のみとなります。詳しくは、販売会社にお問い合わせくだ

さい。 

● 税法が改正された場合などには、税率などの課税上の取扱いが変更になる場合がありま

す。 

詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）４【手数料等及び税金】（５）【課税上の取扱い】

をご参照ください。 
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⑦ 支払開始日 

お手取額は、原則として解約申込みの受付日から起算して、５営業日目以降、販売会社に

おいて支払います。 

⑧ 解約申込の受付の中止、既に受付けた解約申込の受付の取消  

・委託会社は、金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の

停止その他止むを得ない事情があるときは、信託約款の規定に従い、委託者の判断で一部

解約の実行の請求の受付けを中止すること、および既に受付けた一部解約の実行の請求

の受付けを取り消す場合があります。 

・一部解約の実行の請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該受付け中止以前に

行った当日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実

行の請求を撤回しない場合には、当該受付け中止を解除した後の 初の基準価額の計算

日に一部解約の実行の請求を受付けたものとします。 
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第３ 【管理及び運営】 

１ 【資産管理等の概要】 

(１) 【資産の評価】 

① 基準価額の算定 

基準価額とは、信託財産に属する資産を法令および社団法人投資信託協会規則に従って時

価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」とい

います。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。 

ファンドは便宜上、基準価額を、１万口当りに換算した価額で表示することがあります。 

② ファンドの主な投資対象の評価基準 

◎信託財産に属する資産については、法令および社団法人投資信託協会規則に従って時

価評価します。 

◎親投資信託である「世界株式マザーファンド」受益証券は、基準価額計算日の基準価額で

評価します。 

◎外国株式は、原則として海外の金融商品取引所における計算時に知りうる直近の日の

終相場で評価します。 

◎外貨建資産（外国通貨表示の有価証券、預金その他の資産をいいます。）は、原則として

基準価額計算日の対顧客相場の仲値で円換算を行います。 

◎予約為替は、原則として国内における計算日の対顧客先物相場の仲値によるものとしま

す。 

 

※基準価額の算出頻度と公表 

・基準価額は委託会社の営業日において日々算出され、委託会社および販売会社などで入

手することができます。 

・基準価額につきましては、販売会社ないしは委託会社の下記照会先にお問い合わせくださ

い。 

 

新生インベストメント・マネジメント株式会社 

ホームページ アドレス  http://www.shinsei-investment.com 

電話番号 03-5157-5549 

お問い合わせ時間（営業日）９：00～17：00（半休日となる場合は９：00～12：00） 

また、原則として、基準価額計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊「オープン基準価格」欄

に下記の略称で当ファンドの基準価額が掲載されます。 

 

新生・世界株式ファンド（複利効果重視型）は、「世株複利」として掲載されます。 

新生・世界株式ファンド（分配重視型）   は、「世株分配」として掲載されます。 

（２） 【保管】 

該当事項はありません。 
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(３) 【信託期間】 

原則、無期限とします。 

ただし、約款の規定に基づき、信託契約を解除し、信託を終了させることがあります。 

(４) 【計算期間】 

<新生・世界株式ファンド（複利効果重視型）> 

原則として、12 月 21 日から翌年 12 月 20 日までとします。ただし、各計算期間終了日が休

業日のとき、各計算期間終了日は翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるも

のとします。 

第一期計算期間は、信託設定日より平成 20 年 12 月 22 日までとします。 

<新生・世界株式ファンド（分配重視型）> 

原則として、毎年３月 21 日から６月 20 日まで、６月 21 日から９月 20 日まで、９月 21 日から

12 月 20 日まで、12 月 21 日から翌年３月 20 日までとします。 

第一期計算期間は、信託設定日より平成 20 年６月 20 日までとします。 

(５) 【その他】 

① 信託の終了（繰上償還） 

１）委託会社は、次のいずれかの場合には、受託会社と合意の上、信託契約を解約し繰上

償還させることができます。 

イ）各ファンドにつき、受益者の解約により純資産総額が 10 億円を下回ることとなった場合 

ロ）繰上償還することが受益者のために有利であると認めるとき 

ハ）やむを得ない事情が発生したとき 

２）この場合、委託会社は書面による決議（以下「書面決議」といいます。）を行います。（後述

の④「書面決議」をご覧ください。） 

３）委託会社は、次のいずれかの場合には、後述の「書面決議」の規定は適用せず、信託契

約を解約し繰上償還させます。 

イ）信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合で、書面決議が困

難な場合 

ロ）監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたとき 

ハ）委託会社が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止した

とき（監督官庁がこの信託契約に関する委託会社の業務を他の委託会社に引き継ぐこ

とを命じたときは、書面決議で可決された場合、存続します。） 

ニ）受託会社が委託会社の承諾を受けてその任務を辞任した場合またはその任務に違反

するなどして解任された場合に、委託会社が新受託会社を選任できないとき 

４）繰上償還を行う際には、委託会社は、その旨をあらかじめ監督官庁に届け出ます。 
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② 償還金について 

・償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として償還日（償還日

が休業日の場合は翌営業日）から起算して 5 営業日以内に支払いを開始します。）から受

益者に支払います。 

・償還金の支払いは、販売会社において行われます。 

③ 信託約款の変更など 

１）委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生した

ときは、受託会社と合意の上、この信託約款を変更すること、または当ファンドと他のファン

ドの併合（以下「併合」といいます。）を行うことができます。信託約款の変更または併合を行

う際には、委託会社は、その旨および内容をあらかじめ監督官庁に届け出ます。 

２）この変更事項のうち、その内容が重大なものまたは併合については、書面決議を行いま

す。（後述の④「書面決議」をご覧ください。） 

３）委託会社は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、後述の

④「書面決議」の規定を適用します。 

④ 書面決議 

１）繰上償還、信託約款の重大な変更または併合に対して、委託会社は書面決議を行いま

す。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびにその内容および理由などの事

項を定め、決議の日の２週間前までに受益者に対し書面をもってこれらの事項を記載した

書面決議の通知を発送します。 

２）受益者は受益権の口数に応じて議決権を有し、これを行使することができます。なお、受

益者が議決権を行使しないときは、書面決議について賛成するものとみなします。 

３）書面決議は、議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、受益者の議決

権の３分の２以上にあたる多数をもって行います。 

４）繰上償還、信託約款の重大な変更または併合に関する委託会社の提案に対して、すべ

ての受益者が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、書面決議を行い

ません。 

５）当ファンドにおいて併合の書面決議が可決された場合であっても、併合にかかる他のファ

ンドにおいて併合の書面決議が否決された場合は、他のファンドとの併合を行うことはでき

ません。 

６）当ファンドの繰上償還、信託約款の重大な変更または併合を行う場合には、書面決議に

おいて反対した受益者は、受託会社に対し、自己の有する受益権を信託財産をもって買

い取るべき旨を請求できます。 

⑤ 公告 

委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

⑥ 運用報告書の作成 

<新生・世界株式ファンド（複利効果重視型）> 
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委託会社は、毎年 12 月の決算時および償還後に期中の運用経過、組入有価証券の内容

および有価証券の売買状況などを記載した運用報告書を作成し、販売会社を通じて知れ

ている受益者に対して交付します。 

<新生・世界株式ファンド（分配重視型）> 

委託会社は、毎年６月と 12 月の決算時および償還後に期中の運用経過、組入有価証券

の内容および有価証券の売買状況などを記載した運用報告書を作成し、販売会社を通じ

て知れている受益者に対して交付します。 

 ２ 【受益者の権利等】 

受益者の有する主な権利は次の通りです。 

① 収益分配金・償還金受領権 

１)受益者は、ファンドの収益分配金・償還金を、所有する受益権の口数に応じて受領する権    

利を有します。 

２) ただし、受益者が収益分配金については支払開始日から５年間、償還金については支

払開始日から 10 年間請求を行わない場合はその権利を失い、その金銭は委託会社に帰

属します。 

② 解約請求権 

受益者は、受益権の解約を販売会社を通じて、委託会社に請求することができます。 

③ 帳簿閲覧権 

受益者は、委託会社に対し、その営業時間内にファンドの信託財産に関する帳簿書類の

閲覧を請求することができます。 
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第４ 【ファンドの経理状況】 

①ファンドの運用は、受益権の当初募集期間終了後の平成 20 年４月 30 日から開始する予定

であり、ファンドは有価証券届出書提出日現在、資産を有しておりません。 

②ファンドの会計監査は、監査法人トーマツにより行われ、監査証明を受けたファンドの財務諸

表は、特定計算期間毎に作成する有価証券報告書および特定計算期間の半期毎に作成

する半期報告書に記載されます。 

③委託会社は、ファンドの信託財産に係る財務諸表の作成にあたっては、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則」および「投資信託財産の計算に関する規則」の定め

るところによります。 

１【財務諸表】 

該当事項はありません。 

２【ファンドの現況】 

【純資産額計算書】    

該当事項はありません。 

第５ 【設定及び解約の実績】 

該当事項はありません。 

 

以下にご参考として記載する「世界株式マザーファンド」の運用状況は平成 20 年１月 31 日現在

のものです。 

１【財務諸表】 

 該当事項はありません。 

２【ファンドの現況】 

【純資産額計算書】    

Ⅰ 資産総額 1,264,976,140 円

Ⅱ 負債総額 20,148,222 円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ-Ⅱ） 1,244,827,918 円

Ⅳ 発行済数量 1,488,649,274 口

Ⅴ 1 単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.8362 円

 

第５ 【設定及び解約の実績】 

該当事項はありません。   
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